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R3

1 経済成長率（計画期間中における平均名目成長率の国の成長率との差）（ポイ
ント）

新規 00..55 ポポイインントト -2.0 00..11

2 労働生産性（就業者一人当たりの県内総生産）（千円） 新規 88,,335544 千千円円 8,192 88,,550066
3 一人当たりの県民所得（千円） 新規 33,,003366 千千円円 2,975 33,,007766

1 企業立地件数（件）［累計］ 継続 334477 件件 375 396 B 410 C 446655
2 企業集積等による雇用機会の創出数（人）［累計］ 継続 1188,,667777 人人 20,948 23,711 A 26,527 A 2255,,225500
3 産学官連携数（件） 継続 22,,223344 件件 2,407 2,504 A 3,463 A 22,,559944
4 知的財産の支援（知的財産関連成約）件数（件）［累計］ 継続 226644 件件 278 286 A 290 B 229999
5 製造品出荷額等（食料品製造業を除く）（億円） 継続 4400,,008800 億億円円 38,676 36,864 D 47,669 A 4411,,228899
6 県が海外進出や販路開拓支援を実施した企業数（者）［累計］ 継続 2200 者者 42 66 B 97 A 111144

7 観光客入込数（万人） 継続 66,,779966 万万人人 4,495 5,724 D 6,824 D 77,,000000
8 外国人延べ宿泊者数（万人泊） 継続 5533..44 万万人人泊泊 3.6 5.9 D 51.5 A 5500..00
9 観光消費額（億円） 継続 33,,998899 億億円円 2,624 3,117 D 3,985 D 33,,999900

10 宿泊観光客数（万人泊） 継続 998899 万万人人泊泊 584 778 D 943 D 999900
11 サービス業の付加価値額（億円） 継続 2277,,772200 億億円円 28,046 26,978 D 28,272 B 2288,,556600

12 農業産出額（億円） 継続 11,,993399 億億円円 1,902 1,755 D 1,737 D 22,,111166
13 園芸産出額（億円） 継続 333333 億億円円 339 324 D 319 D 446677
14 漁業産出額（億円） 継続 778899 億億円円 718 655 B 922 A 778899
15 水産加工品出荷額（億円） 継続 22,,332277 億億円円 2,324 2,270 D 2,391 A 22,,337766
16 林業産出額（億円） 継続 8844..66 億億円円 84.9 92.2 B 112.7 A 110000..55
17 木材・木製品出荷額（億円） 継続 884499 億億円円 847 710 D 1,145 A 996633
18 製造品出荷額等（食料品製造業）（億円） 継続 66,,557766 億億円円 6,579 6,716 B 7,160 A 66,,990000
19 付加価値額（食料品製造業）（億円） 継続 22,,119977 億億円円 2,103 2,186 D 2,407 B 22,,550000
20 国際水準GAP導入・認証総数（農業）（件数）［累計］ 新規 116600 件件 161 155 D 154 D 224411

21 就業率（%） 新規 6600..11 %% 60.0 59.7 D 60.4 D 6622..00
22 高校生の県内製造業就職率（%） 新規 3322..66 %% 34.7 35.6 A 35.8 A 3355..00
23 第一次産業における新規就業者数（農業）（人） 継続 115588 人人 174 109 D 190 A 116600
24 第一次産業における新規就業者数（水産業）（人） 継続 3355 人人 31 18 D 31 D 4433
25 第一次産業における新規就業者数（林業）（人） 継続 4488 人人 42 52 D 33 D 8888
26 所定外労働時間数（時間） 新規 1100..22 時時間間 9.5 9.7 C 9.4 C 88..77
27 年次有給休暇の取得日数（日） 新規 88..55 日日 9.6 10.0 A 11.3 A 1100..11
28 キャリアアップに向けた人材育成等を目的としたプログラム推進件数（件） 新規 5599 件件 59 59 D 66 A 6622
29 開業率（%） 新規 33..66 ％％ 3.7 3.3 D 3.2 D 44..88
30 認定農業者数（経営体） 継続 66,,227799 経経営営体体 6,038 5,838 D 5,732 D 66,,330000

31 スマートインターチェンジ等の設置数（箇所）［累計］ 新規 77 箇箇所所 7 8 A 8 A 88
32 仙台塩釜港（仙台港区）におけるコンテナ貨物の取扱量（実入）（万TEU） 継続 1199..77 万万TTEEUU 18.3 17.3 B 16.4 B 1188..11
33 仙台塩釜港（仙台港区）の取扱貨物量（コンテナ貨物を除く）（万トン） 継続 33,,333300 万万㌧㌧ 2,952 2,972 B 3,103 B 33,,113399
34 仙台空港乗降客数（万人） 継続 337711..88 万万人人 165.1 279.4 C 355.0 B 337711..00
35 仙台空港国際線乗降客数（万人） 継続 3377..99 万万人人 0.0 1.5 D 37.3 A 3344..00
36 東北６県及び新潟県の延べ宿泊者数（万人泊） 継続 44,,229944 万万人人泊泊 2,799 3,429 B 3,946 A 33,,883355
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政策1 全産業で，先進的取組と連携によって新しい価値をつくる

つ
く
る
1

施策1 産学官連携によるものづくり産業等の発展と研究開発拠点等の集積による新技術・ 新産業の創出

施策2 宮城が誇る地域資源を活用した観光産業と地域を支える商業・サービス業の振興

施策3 地域の底力となる農林水産業の国内外への展開

政策２ 産業人材の育成と産業基盤の活用によって持続的な成長の基礎をつくる

目標指標における実績値の推移
目標指標一覧

政策推進の基本方向1 富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進
旧ビジョ

ンからの

継続及び

新規

初初期期値値 単単位位
実実績績値値のの推推移移 前前期期

目目標標値値

2,803
8,0457,876

-0.6-0.2
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施策4 時代と地域が求める産業人材の育成と活躍できる環境の整備

施策5 時代に対応した宮城・東北の価値を高める産業基盤の整備・活用
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R3
4 合計特殊出生率 継続 11..2233 －－ 1.15 11..44

5 児童生徒の自己肯定感（自分には良いところがあると思うと答えた児童生徒の
割合小学６年生）(%)

新規 7788..88 %% 73.8 8833..00

6 児童生徒の自己肯定感（自分には良いところがあると思うと答えた児童生徒の
割合中学３年生）(%)

新規 6699..88 %% 72.7 7766..00

37 みやぎ結婚支援センター登録者数（人） 新規 220011 人人 1,586 2,427 A 1,768 A 11,,000000
38 育児休業取得率（男性）（%） 継続 55..00 %% 14.6 25.9 A 40.7 A 1133..00
39 育児休業取得率（女性）（%） 継続 7777..33 %% 92.9 95.2 A 94.5 A 9955..00
40 「みやぎっこ応援の店」登録店舗数（店）［累計］ 新規 22,,118811 店店 2,375 2,525 B 2,878 A 33,,000000
41 認定こども園の設置数（箇所） 新規 7777 箇箇所所 149 180 A 203 A 115500
42 保育所等利用待機児童数（人） 継続 334400 人人 75 41 A 41 A 00

43 県内における子ども食堂の数（箇所）［累計］ 新規 7700 箇箇所所 103 139 A 154 A 118800
44 里親委託率（%） 新規 3377..66 ％％ 40.7 32.8 D 34.7 D 5511..44
45 朝食を毎日食べる児童の割合（小学6年生）（%） 新規 9966..55 ％％ 95.3 94.2 D 93.9 D 9977..00

46 市町村における子育てサポーター及び子育てサポーターリーダーの活動者数
（人）

継続 330000 人人 410 404 A 417 A 330000

47 「家庭教育支援チーム」の活動件数（件） 新規 7799 件件 210 268 A 314 A 110011

48 地域学校協働本部がカバーする学校の割合（公立小・中学校）（仙台市を除
く）（%）

新規 5544..33 ％％ 63.9 67.4 A 74.6 A 7700..00

49 保幼小接続のための「スタートカリキュラム」を作成している市町村立小学校の
割合（仙台市を除く）（%）

新規 1177..66 ％％ 20.8 21.0 D 27.9 D 5500..00

50 「将来の夢や目標を持っている」と答えた児童生徒の割合（小学5年生）（%） 新規 9900..66 ％％ 88.3 87.7 D 88.5 D 9922..00
「将来の夢や目標を持っている」と答えた児童生徒の割合（中学１年生）（%） 新規 8811..33 ％％ 79.6 78.3 D ― ― ― ― 8833..00
「将来の夢や目標を持っている」と答えた児童生徒の割合（中学2年生）（%） 新規 ――  ％％ ― ― ― 71.0 B 7733..00

52 「人の役に立つ人間になりたいと思う」と答えた児童生徒の割合（小学6年生）
（%）

新規 9955..33 ％％ 95.6 94.4 B 95.6 A 9955..00

53 「人の役に立つ人間になりたいと思う」と答えた児童生徒の割合（中学3年生）
（%）

新規 9933..88 ％％ 95.1 95.2 A 95.0 A 9944..00

54 インターンシップやアカデミックインターンシップ等に取り組んでいる県立高等学
校の割合（%）

新規 7722..77 ％％ 39.0 70.1 D 70.1 D 8800..00

55 新規高卒者の就職決定率の全国平均値とのかい離（ポイント） 継続 11..11 ポポイインントト 1.3 0.5 D 1.2 A 11..00
56 児童生徒の家庭等での学習時間（小学6年生：30分以上の児童の割合）（%） 継続 9944..00 ％％ 90.1 88.0 D 86.4 D 9944..88

57 児童生徒の家庭等での学習時間（中学3年生：1時間以上の生徒の割合）
（%）

継続 6644..22 ％％ 70.7 66.2 C 59.4 D 7700..00

58 児童生徒の家庭等での学習時間（高校2年生：2時間以上の生徒の割合）
（%）

継続 1199..22 ％％ 13.7 14.3 D 12.2 D 2200..00

59 「話し合う活動を通じて、自分の考えを深めたり、広げたりすることができている
と思う」と答えた児童生徒の割合（小学6年生）（%）

新規 7733..22 ％％ 78.6 78.0 A 79.5 A 7777..00

60 「話し合う活動を通じて、自分の考えを深めたり、広げたりすることができている
と思う」と答えた児童生徒の割合（中学3年生）（%）

新規 7733..22 ％％ 77.5 79.8 A 80.9 A 7777..00

61 全国平均正答率とのかい離（小学6年生）（ポイント） 新規 --33..00 ポポイインントト -3.5 -4.5 D -3.5 D 00..00
62 全国平均正答率とのかい離（中学3年生）（ポイント） 新規 --33..55 ポポイインントト -3.5 -3.5 D -4.5 D 00..00
63 大学等への現役進学達成率の全国平均値とのかい離（ポイント） 継続 00..22 ポポイインントト 0.9 1.1 A 1.2 A 11..55

64 児童生徒の体力・運動能力調査における体力合計点の全国平均値とのかい離
（小学5年生）（男）（ポイント）

継続 --00..3366 ポポイインントト -0.37 -0.84 D -0.31 D 00..11

65 児童生徒の体力・運動能力調査における体力合計点の全国平均値とのかい離
（小学5年生）（女）（ポイント）

継続 --00..3333 ポポイインントト -0.44 -0.49 D -0.42 D 00..11

66 児童生徒の体力・運動能力調査における体力合計点の全国平均値とのかい離
（中学2年生）（男）（ポイント）

継続 00..0088 ポポイインントト 0.23 0.09 A 0.87 A 00..11

67 児童生徒の体力・運動能力調査における体力合計点の全国平均値とのかい離
（中学2年生）（女）（ポイント）

継続 --11..0011 ポポイインントト -1.04 -1.21 D -0.62 D 00..11

68 保護者等に対して学校公開を実施している学校（小・中）の割合（小学校）
（%）

新規 6622..44 ％％ 40.8 42.0 D 48.5 D 8811..00

69 保護者等に対して学校公開を実施している学校（小・中）の割合（中学校）
（%）

新規 4488..55 ％％ 37.1 37.7 D 35.7 D 6611..00

70 学校関係者評価を広く公表している県立高等学校の割合（%） 継続 7777..99 ％％ 72.7 75.3 D 81.8 C 8855..00

71 特別支援学校の児童生徒が居住地の小・中学校の児童生徒と交流及び共同
学習した割合（%）

継続 1122..66 ％％ 28.3 31.3 A 34.1 A 3366..00

72 「学校は楽しいと思う」と答えた児童生徒の割合（小学5年生）（%） 新規 8833..00 ％％ 85.8 81.2 D 86.9 A 8888..00
「学校は楽しいと思う」と答えた児童生徒の割合（中学1年生）（%） 新規 7799..44 ％％ 87.5 82.7 A ― ― ― ― 8822..00
「学校は楽しいと思う」と答えた児童生徒の割合（中学２年生）（%） 新規 ――  ％％ ― ― ― 86.2 B 8866..55

74 不登校児童生徒のうち学習支援を受けている児童生徒の割合（小学生）（%） 新規 6688..55 ％％ 75.8 90.2 A 93.7 A 9900..00
75 不登校児童生徒のうち学習支援を受けている児童生徒の割合（中学生）（%） 新規 7722..66 ％％ 79.2 86.8 A 89.5 A 9944..00
76 授業中にＩＣＴを活用して指導することができる教員の割合（%） 新規 6666..55 ％％ 67.2 70.1 A 72.9 A 7722..55
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政策3 子ども・子育てを社会全体で切れ目なく応援する環境をつくる
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施策6 結婚・出産・子育てを応援する環境の整備

施策7 家庭・地域・学校の連携・協働による子どもを支える体制の構築 

政策４ 社会を生き、未来を切りひらく力をはぐくむ教育環境をつくる 

つ
く
る
4

施策8 多様で変化する社会に適応し、活躍できる力の育成

施策9 安心して学び続けることができる教育体制の整備

前前期期
目目標標値値

初初期期値値

51

73

政策推進の基本方向2 社会全体で支える宮城の子ども・子育て
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R3
7 人口の社会増減（人） 新規 --11,,998833 人人 -728 00
8 暮らしの満足度（宮城で暮らして良かったと思う県民の割合）（％） 新規 8866..88 ％％ 86.4 8888..00
9 健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）（男性）（年） 新規 7722..3399 年年 72.90 7733..2211

10 健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）（女性）（年） 新規 7744..4433 年年 75.10 7755..2255

77 雇用支援拠点における支援者の就職件数（人）［累計］ 新規 00 人人 566 1,303 C 3,792 A 44,,221155
78 高年齢者雇用率（%） 継続 1155 ％％ 15.3 15.5 D 15.8 D 1177..88
79 障害者雇用率（%） 継続 22..1111 ％％ 2.21 2.21 A 2.29 C 22..5500
80 女性のチカラを活かすゴールド認証企業数（社） 新規 3344 社社 36 39 B 43 A 4466
81 地方創生推進交付金の活用事業数(市町村分)（事業）［累計］ 新規 116622 事事業業 191 219 B 276 A 228833
82 「みやぎ移住サポートセンター」を通じたUIJターン移住者数（人）［累計］ 新規 334488 人人 551 668 A 806 A 779900
83 都市と農村の交流活動事業に参加した人数（人） 新規 228844 人人 201 394 A 491 A 331100
84 多言語による生活情報の提供実施市町村数（市町村）［累計］ 継続 2277 市市町町村村 29 34 A 35 A 3355
85 外国人雇用者数（技能実習生を除く）（人） 新規 99,,111188 人人 9,496 10,907 C 11,711 D 1155,,003333

86 みやぎ県民文化創造の祭典参加者の意識の変化（文化芸術が身近な所で
様々な分野に活用され地域の活性化に役立っていると思う人の割合）（%）

新規 2277..55 ％％ 85.0 73.3 A 77.3 A 6600..00

87 みやぎ県民文化創造の祭典参加者の意識の変化（不安を抱える方々の心のケ
アのために文化芸術の果たす役割が大切だと思う人の割合）（%）

新規 6666..55 ％％ 92.7 82.2 A 81.4 A 8800..00

88 総合型地域スポーツクラブの市町村における育成率（%） 継続 7777..11 ％％ 77.1 77.1 D 77.1 D 110000
89 生涯学習プラットフォーム閲覧数（セッション数）（件） 新規 00 件件 5,488 14,045 D 22,712 C 4488,,000000
90 市町村社会教育講座の参加者数（人口千人当たり）（人） 継続 774444 人人 279 320 D 373 D 775566

91 メタボリックシンドローム該当者及び予備群の割合（%） 新規 3300..99 ％％ 31.4 32.6 D 32.2 D 2299..44
92 12歳児のむし歯のない人の割合（%） 新規 6611..33 ％％ 65.1 64.6 A 69.9 A 6666..33
93 自殺死亡率（人口10万対） 継続 1177..55 －－ 17.3 17.3 D 17.6 D 1133..11
94 県の施策による自治体病院等（県立病院を除く）への医師配置数（人） 継続 111144 人人 123 105 D 108 D 117799
95 新規看護職員充足率（%） 継続 7777..66 ％％ 77.6 78.3 D 75.7 D 110000..00
96 特別養護老人ホーム入所定員数（人）［累計］ 継続 1122,,446644 人人 12,490 12,826 C 13,056 C 1133,,556644
97 チームオレンジの立ち上げ市町村数（か所）［累計］ 新規 00 箇箇所所 2 4 D 7 D 2266
98 介護職員数（人）［累計］ 継続 3322,,887700 人人 33,061 33,507 D 34,027 D 4400,,117777

99 低床バス導入率（%） 新規 6622..88 ％％ 64.0 70.9 A 72.3 B 7766..33
100 グループホーム利用者数（人） 継続 22,,553366 人人 2,963 2,963 A 3,177 A 33,,114466
101 入院中の精神障害者の地域生活への移行（入院後３ヶ月時点の退院率）（%） 継続 5599..00 ％％ 58.3 58.6 D 58.4 D 6699..00

102 入院中の精神障害者の地域生活への移行（精神病床における入院後1年時点
の退院率）（%）

継続 8866..00 ％％ 87.2 86.1 D 84.2 D 9922..00

103 入院中の精神障害者の地域生活への移行（入院期間1年以上の長期在院者
数）（人）

継続 33,,009922 人人 2,767 2,627 A 2,759 C 22,,550066

104 就労継続支援Ｂ型事業所等における工賃の平均月額（円） 継続 1177,,447777 円円 18,240 18,169 D 21,078 C 2255,,000000

105 １人当たり年間公共交通機関利用回数（回） 継続 112211 回回 121 90 B 105 B 110066
106 商店街の活性化状況（営業店舗増減率）（%） 新規 9999..00 ％％ 99.0 99.0 A 94.6 B 9955..00
107 刑法犯認知件数（件） 継続 1100,,119933 件件 9,398 9,897 A 11,583 B 1100,,119933
108 交通事故死者数（人） 継続 4444 人人 42 37 A 47 B 4444

施策14 暮らし続けられる安全安心な地域の形成

R4 R5 R6

84.5
-1,452

75.10
72.90
83.4
637

政策推進の基本方向３ 誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり
旧ビジョ

ンからの

継続及び

新規

初初期期値値 単単位位
実実績績値値のの推推移移 前前期期

目目標標値値
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政策5 一人ひとりがいきいきと豊かに生活できる環境をつくる

つ
く
る
5

施策10 就労や地域活動を通じた多様な主体の社会参画の促進

施策11 文化芸術・スポーツ活動と生涯学習の振興

政策6 健康で、安全安心に暮らせる地域をつくる

つ
く
る
６

施策12 生涯を通じた健康づくりと持続可能な医療・介護サービスの提供

施策13 障害の有無に関わらず安心して暮らせる社会の実現

75.10
72.90

－　　－153



R3
11 県内の温室効果ガス排出量（千t-CO2) 新規 1188,,994433 千千tt--CCOO22 18,156 1155,,223366

12 防災意識（全国地域別最高値と比較した県民の防災意識の高さ）（％） 新規 8844..22 ％％ 93.7 9900..00

109 環境に配慮されたマークのある商品を選ぶことを意識する人の割合（%） 新規 4466..22 %% 33.0 33.0 D 33.0 D 6600..00
110 森林整備面積（ha/年） 新規 33,,661199 hhaa 3,221 3,373 D 3,373 D 55,,995500
111 再生可能エネルギー等の導入量（熱量換算）（ＴＪ） 継続 3333,,447733 TTJJ 37,100 37,264 B 40,420 A 4422,,224488
112 一般廃棄物リサイクル率（%） 継続 2255..55 ％％ 24.2 24.3 D 22.8 D 2277..77
113 産業廃棄物リサイクル率（%） 継続 3355..66 ％％ 34.5 36.9 A 37.9 A 3355..00
114 県民一人一日当たりの一般廃棄物排出量（g/人･日） 継続 998822 gg//人人・・日日 977 976 D 972 D 994466
115 産業廃棄物排出量（千ｔ） 継続 1100,,996622 千千tt 10,248 10,488 A 10,478 A 1100,,448811

116 豊かな生態系（植生自然度と河川生物生息状況）（点） 新規 77..00 点点 6.9 6.7 D 6.7 D 77..33
117 森林認証取得面積（ha）［累計］ 新規 1133,,332200 hhaa 13,330 13,325 D 11,974 D 2200,,000000
118 野生鳥獣の捕獲数（イノシシ）（頭） 新規 1100,,779911 頭頭 8,815 6,382 D 10,546 D 1155,,000000
119 野生鳥獣の捕獲数（ニホンジカ）（頭） 新規 33,,555511 頭頭 5,798 4,872 A 4,271 A 44,,220000
120 農村環境保全等の協働活動に参加した人数（人）［累計］ 継続 5588,,110022 人人 61,014 62,507 A 66,042 A 6666,,550000
121 日本型直接支払制度取組面積（ha） 新規 7755,,220088 hhaa 75,502 76,291 A 76,759 A 7744,,220000
122 みやぎ海岸林再生みんなの森林づくり活動参加者数（人） 新規 11,,990000 人人 2,238 3,836 A 5,067 A 22,,885500
123 景観行政に主体的に取り組んでいる市町村数（市町村）［累計］ 継続 1177 市市町町村村 17 18 A 18 C 1199

124 女性防災リーダー養成者数（宮城県防災指導員（登録辞退者等を除く）（人）
［累計］

新規 885566 人人 1,150 1,350 A 1,543 A 11,,335500

125 自主防災組織の組織率（%） 継続 8833..11 ％％ 83.1 83.2 D 80.7 D 8877..00
126 地域住民と連携した避難訓練を実施している学校の割合（%） 新規 4477..88 ％％ 42.0 42.4 D 46.7 D 7700..00
127 緊急輸送道路の橋梁耐震化率（%）［累計］ 新規 6688..00 ％％ 71.0 72.0 A 73.7 A 7755..00
128 河川整備率（%） 新規 3377..44 ％％ 38.0 38.1 A 38.6 A 3388..77
129 土砂災害警戒区域等におけるハード対策実施箇所数（箇所）［累計］ 継続 663355 箇箇所所 639 641 A 648 A 664477
130 土砂災害警戒区域等におけるソフト対策実施箇所数（箇所）［累計］ 継続 88,,222299 箇箇所所 8,313 8,423 D 8,487 D 1133,,005588

131 橋梁の長寿命化対策率（%）［累計］ 新規 77..00 ％％ 18.0 31.0 A 44.3 A 4488..00
132 港湾施設の長寿命化対策率（%）［累計］ 新規 3300..66 ％％ 30.6 44.4 B 58.3 A 5588..33
133 アドプトプログラム認定団体数（団体）［累計］ 継続 664411 団団体体 686 714 A 727 A 668844

・

・

・

■ 一般的事項

■ 注

政策推進の基本方向４ 強靭で自然と調和した県土づくり 
旧ビジョ

ンからの

継続及び

新規

政
策
推
進
の
基
本
方
向
4
 
強
靭
で
自
然
と
調
和
し
た
県
土
づ
く
り

つ
く
る
8

施策17 大規模化・多様化する災害への対策の強化

施策18 生活を支える社会資本の整備，維持・管理体制の充実 

102.8

16,602

104.6

18,156

R6

政策7 自然と人間が共存共栄する社会をつくる

つ
く
る
7

施策15 環境負荷の少ない地域経済システム・生活スタイルの確立

施策16 豊かな自然と共生・調和する社会の構築

前前期期
目目標標値値R4 R5

各評価年度の実績値について、該当年度の実績値が測定できないもの等については、確認可能な直近の実績値（速報値を含む）を記載しています。今後、最新
値の更新に伴い、数値を訂正する場合があります。
初期値と前期目標値について、基本的に計画期間中は固定としますが、出典元の調査方法見直しなどやむを得ない事情により途中で変更する場合があります。

柱4

政策8  世代を超えて安全で信頼のある強くしなやかな県土をつくる

初初期期値値 単単位位
実実績績値値のの推推移移

指標５１及び指標７３について、出典元調査において令和５年度実施分より対象学年を「中学１年生」から「中学２年生」に変更したことに伴い、R3～R4の
評価は「中学１年生」対象、R5～R6の評価は「中学２年生」対象の実績値を２段書きで掲載することとしています。

1 柱 1 政策 施策 2 柱 1 政策 施策

名称 名称

3 柱 1 政策 施策 4 柱 2 政策 施策

名称 名称

5 柱 2 政策 施策 6 柱 2 政策 施策

名称 名称
児童生徒の自己肯定感（自分には良いところがある
と思うと答えた児童生徒の割合小学６年生）(%)

番号（柱）番号（柱）

実績値の推移（グラフ）
※各評価年度の実績値について、該当年度の実績値が測定できないものについては、測定可能な直近の実績値（速報値を含む）を記載しています。今後、最
新値への更新に伴い、数値を訂正する場合があります。

合計特殊出生率

経済成長率（計画期間中における平均名目成長率の
国の成長率との差）（ポイント）

労働生産性（就業者一人当たりの県内総生産）（千
円）

柱1「富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進」は、
各産業における生産性や付加価値の向上により県内総生産
の増加を図る取組が多く盛り込まれており、これらの取組
は、本県経済の成長に影響すると考えられることから、宮
城県民経済計算の経済成長率を目標指標として設定した。

柱1「富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進」は、
先端技術の活用等による生産性の向上や次世代放射光施設
の活用等による付加価値の向上を図る取組が多く盛り込ま
れており、これらの取組は、労働生産性に影響すると考え
られることから、宮城県民経済計算の労働生産性を目標指
標として設定した。

番号（柱） 番号（柱）

一人当たりの県民所得（千円）

柱1「富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進」は、
生産性の向上、高付加価値化及び企業誘致、地域の魅力向
上により質の高い雇用を創出する取組が多く盛り込まれて
おり、これらの取組は、一人当たりの県民所得に影響する
と考えられることから、宮城県民経済計算の一人当たりの
県民所得を目標指標として設定した。

柱2「社会全体で支える宮城の子ども・子育て」は、結婚・
出産・子育てを応援する環境の整備や、未来の宮城を担う
全ての子どもの健やかな成長を後押しする取組が多く盛り
込まれており、これらの取組は、県内での出生行動に影響
すると考えられることから、厚生労働省人口動態統計のう
ち、合計特殊出生率を目標指標として設定した。

番号（柱） 番号（柱）

児童生徒の自己肯定感（自分には良いところがある
と思うと答えた児童生徒の割合中学３年生）(%)

柱2「社会全体で支える宮城の子ども・子育て」は、夢や志
を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力をはぐくむ
教育を展開する取組が多く盛り込まれており、未来の宮城
を担う全ての子どもたちが、健やかに成長し安心して学び
続けるためには、自己肯定感が重要であることから、全国
学力・学習状況調査において、「自分には良いところがあ
る」と答えた児童（番号6は生徒）の割合を目標指標として
設定した。

柱2「社会全体で支える宮城の子ども・子育て」は、夢や志
を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力をはぐくむ
教育を展開する取組が多く盛り込まれており、未来の宮城
を担う全ての子どもたちが、健やかに成長し安心して学び
続けるためには、自己肯定感が重要であることから、全国
学力・学習状況調査において、「自分には良いところがあ
る」と答えた児童（番号6は生徒）の割合を目標指標として
設定した。
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1 柱 1 政策 施策 2 柱 1 政策 施策

名称 名称

3 柱 1 政策 施策 4 柱 2 政策 施策

名称 名称

5 柱 2 政策 施策 6 柱 2 政策 施策

名称 名称
児童生徒の自己肯定感（自分には良いところがある
と思うと答えた児童生徒の割合小学６年生）(%)

番号（柱）番号（柱）

実績値の推移（グラフ）
※各評価年度の実績値について、該当年度の実績値が測定できないものについては、測定可能な直近の実績値（速報値を含む）を記載しています。今後、最
新値への更新に伴い、数値を訂正する場合があります。

合計特殊出生率

経済成長率（計画期間中における平均名目成長率の
国の成長率との差）（ポイント）

労働生産性（就業者一人当たりの県内総生産）（千
円）

柱1「富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進」は、
各産業における生産性や付加価値の向上により県内総生産
の増加を図る取組が多く盛り込まれており、これらの取組
は、本県経済の成長に影響すると考えられることから、宮
城県民経済計算の経済成長率を目標指標として設定した。

柱1「富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進」は、
先端技術の活用等による生産性の向上や次世代放射光施設
の活用等による付加価値の向上を図る取組が多く盛り込ま
れており、これらの取組は、労働生産性に影響すると考え
られることから、宮城県民経済計算の労働生産性を目標指
標として設定した。

番号（柱） 番号（柱）

一人当たりの県民所得（千円）

柱1「富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進」は、
生産性の向上、高付加価値化及び企業誘致、地域の魅力向
上により質の高い雇用を創出する取組が多く盛り込まれて
おり、これらの取組は、一人当たりの県民所得に影響する
と考えられることから、宮城県民経済計算の一人当たりの
県民所得を目標指標として設定した。

柱2「社会全体で支える宮城の子ども・子育て」は、結婚・
出産・子育てを応援する環境の整備や、未来の宮城を担う
全ての子どもの健やかな成長を後押しする取組が多く盛り
込まれており、これらの取組は、県内での出生行動に影響
すると考えられることから、厚生労働省人口動態統計のう
ち、合計特殊出生率を目標指標として設定した。

番号（柱） 番号（柱）

児童生徒の自己肯定感（自分には良いところがある
と思うと答えた児童生徒の割合中学３年生）(%)

柱2「社会全体で支える宮城の子ども・子育て」は、夢や志
を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力をはぐくむ
教育を展開する取組が多く盛り込まれており、未来の宮城
を担う全ての子どもたちが、健やかに成長し安心して学び
続けるためには、自己肯定感が重要であることから、全国
学力・学習状況調査において、「自分には良いところがあ
る」と答えた児童（番号6は生徒）の割合を目標指標として
設定した。

柱2「社会全体で支える宮城の子ども・子育て」は、夢や志
を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力をはぐくむ
教育を展開する取組が多く盛り込まれており、未来の宮城
を担う全ての子どもたちが、健やかに成長し安心して学び
続けるためには、自己肯定感が重要であることから、全国
学力・学習状況調査において、「自分には良いところがあ
る」と答えた児童（番号6は生徒）の割合を目標指標として
設定した。
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7 柱 3 政策 施策 8 柱 3 政策 施策

名称 名称

9 柱 3 政策 施策 10 柱 3 政策 施策

名称 名称

11 柱 4 政策 施策 12 柱 4 政策 施策

名称 名称

柱3「誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり」
は、生涯を通じた健康づくりの取組が盛り込まれており、
これらの取組は、健康寿命に影響すると考えられ、平均寿
命と健康寿命との差の縮小は、医療費や介護給付費など社
会保障費の増大や個人の生活の質の低下を防ぎ、県民が健
康で安心に暮らせる地域社会づくりにつながることから、
厚生労働省発表の「日常生活に制限のない期間の平均」を
目標指標として設定した。

柱3「誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり」
は、生涯を通じた健康づくりの取組が盛り込まれており、
これらの取組は、健康寿命に影響すると考えられ、平均寿
命と健康寿命との差の縮小は、医療費や介護給付費など社
会保障費の増大や個人の生活の質の低下を防ぎ、県民が健
康で安心に暮らせる地域社会づくりにつながることから、
厚生労働省発表の「日常生活に制限のない期間の平均」を
目標指標として設定した。

柱4「強靭で自然と調和した県土づくり」は、再生可能エネ
ルギーの地産地消や水素エネルギー等の利活用の促進、県
民総ぐるみの省エネルギー活動など、「脱炭素社会の実
現」に向けた取組が多く盛り込まれており、これらの取組
は、地球温暖化の原因となる温室効果ガス削減に影響する
ことから、県内で排出される温室効果ガスを二酸化炭素換
算した指標を目標値として設定した。

柱4「強靭で自然と調和した県土づくり」は、「防災リー
ダーの育成推進」や「自主防災組織の活性化」の取組が盛
り込まれており、これらの取組は、県民の防災意識に影響
すると考えられることから、県民意識調査の結果を基にし
た「防災意識（全国地域別最高値と比較した県民の防災意
識の高さ）」を目標指標として設定した。

防災意識（全国地域別最高値と比較した県民の防災
意識の高さ）（％）

番号（柱） 番号（柱）

番号（柱） 番号（柱）

健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）（男
性）（年）

健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）（女
性）（年）

人口の社会増減（人）
暮らしの満足度（宮城で暮らして良かったと思う県
民の割合）（％）

柱3「誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり」
は、魅力ある地域づくりや移住定住など、「地域に人をと
どめる」「地域に人を呼び込む」取組が多く盛り込まれて
おり、これらの取組は、人口の社会減の解消に影響すると
考えられることから、住民基本台帳に基づく人口移動調査
の結果を目標指標として設定した。

柱3「誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり」
は、「安全安心」や「地域づくり」の取組が盛り込まれて
おり、これらの取組は、県民の暮らしの満足度に影響する
と考えられることから、県民意識調査の質問項目「暮らし
の満足度（あなたは、宮城で暮らして良かったと思います
か）」の結果を目標指標として設定した。

番号（柱） 番号（柱）

県内の温室効果ガス排出量（千t-CO2)

-1983

-728

637

-1452

0

-2,000

-1,000

0

1,000

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

86.8 86.4

83.4
84.5

88.0

82.0

84.0

86.0

88.0

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

72.39

72.90 72.90 72.90
73.21

72.00

73.00

74.00

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

74.43

75.10
75.10

75.10 75.25

74.00

75.00

76.00

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

18,943
18,156 18,156

16,602
15,236

14,000

16,000

18,000

20,000

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

84.2

93.7

104.6 102.8

90.0
80.0

90.0

100.0

110.0

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

番号 1 柱 1 政策 1 施策 1 番号 2 柱 1 政策 1 施策 1

名称 名称

番号 3 柱 1 政策 1 施策 1 番号 4 柱 1 政策 1 施策 1

名称 名称

番号 5 柱 1 政策 1 施策 1 番号 6 柱 1 政策 1 施策 1

名称 名称製造品出荷額等（食料品製造業を除く）（億円）

施策1は、ものづくり産業の振興に取り組むものであり、特
に自動車関連産業や高度電子機械関連産業ついて重点的な
支援対象であることから、食料品製造業を除いた製造品出
荷額等を目標指標として設定した。

県が海外進出や販路開拓支援を実施した企業数
（者）［累計］

施策1は、県内企業の海外への拠点設立や海外企業との商談
機会創出を支援するものであり、こうした取組は国内需要
の低下が見込まれる中、より多くの企業が海外との取引を
拡大することを促進するものであり、施策の達成度を図る
ものとして、県の支援策を活用した企業の数を目標指標と
した。

産学官連携数（件）

企業立地件数（件）［累計］ 企業集積等による雇用機会の創出数（人）［累計］

施策1は、産学官が連携してものづくり産業等の発展と研究
開発拠点等の集積による新技術・新産業の創出に取り組む
ものであり、こうした取組は企業立地件数に影響すると考
えられることから、経済産業省工場立地動向調査における
企業立地件数を目標値として設定した。

施策1は、産学官連携によるものづくり産業等の発展を目指
すものであり、先進的技術の活用を通じた県内企業の生産
性の向上とイノベーションの創出を図るための成果指標と
して産学官連携数を用いることとした。数値は、KCみやぎ
参画機関への相談から産学連携につながった指標としてKC
みやぎ参画学術機関と企業との共同研究及び受託研究件数
とした。

知的財産の支援（知的財産関連成約）件数（件）
［累計］

施策1は、産学官が連携してものづくり産業等の発展と研究
開発拠点等の集積による新技術・新産業の創出に取り組む
ものであり、こうした取組は産業集積による雇用創出数に
影響すると考えられることから、県の企業誘致における優
遇制度である、みやぎ企業立地奨励金交付企業における雇
用創出数を目標値として設定した。

施策1は、ものづくり産業の先進的技術を活用した商品・
サービスの創出等を支援するものであり、スタートアップ
や海外市場への展開、成長分野など他分野への進出等の事
業化には、知的財産の権利化や活用が重要であるとことか
ら、県内企業等に対する知的財産に関する支援の件数を目
標指標として設定した。

347 375
396

410

465

340
360
380
400
420
440
460
480

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

18,677 20,948

23,711

26,527
25,250

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

2,234 2,407 2,504

3,463

2,594

2,000
2,200
2,400
2,600
2,800
3,000
3,200
3,400

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

264
278

286
290

299

260

270

280

290

300

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

40,080 38,676 36,864

47,669

41,289

36,000
38,000
40,000
42,000
44,000
46,000
48,000

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

20 42
66

97
114

0
20
40
60
80

100
120

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

－　　－156



7 柱 3 政策 施策 8 柱 3 政策 施策

名称 名称

9 柱 3 政策 施策 10 柱 3 政策 施策

名称 名称

11 柱 4 政策 施策 12 柱 4 政策 施策

名称 名称

柱3「誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり」
は、生涯を通じた健康づくりの取組が盛り込まれており、
これらの取組は、健康寿命に影響すると考えられ、平均寿
命と健康寿命との差の縮小は、医療費や介護給付費など社
会保障費の増大や個人の生活の質の低下を防ぎ、県民が健
康で安心に暮らせる地域社会づくりにつながることから、
厚生労働省発表の「日常生活に制限のない期間の平均」を
目標指標として設定した。

柱3「誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり」
は、生涯を通じた健康づくりの取組が盛り込まれており、
これらの取組は、健康寿命に影響すると考えられ、平均寿
命と健康寿命との差の縮小は、医療費や介護給付費など社
会保障費の増大や個人の生活の質の低下を防ぎ、県民が健
康で安心に暮らせる地域社会づくりにつながることから、
厚生労働省発表の「日常生活に制限のない期間の平均」を
目標指標として設定した。

柱4「強靭で自然と調和した県土づくり」は、再生可能エネ
ルギーの地産地消や水素エネルギー等の利活用の促進、県
民総ぐるみの省エネルギー活動など、「脱炭素社会の実
現」に向けた取組が多く盛り込まれており、これらの取組
は、地球温暖化の原因となる温室効果ガス削減に影響する
ことから、県内で排出される温室効果ガスを二酸化炭素換
算した指標を目標値として設定した。

柱4「強靭で自然と調和した県土づくり」は、「防災リー
ダーの育成推進」や「自主防災組織の活性化」の取組が盛
り込まれており、これらの取組は、県民の防災意識に影響
すると考えられることから、県民意識調査の結果を基にし
た「防災意識（全国地域別最高値と比較した県民の防災意
識の高さ）」を目標指標として設定した。

防災意識（全国地域別最高値と比較した県民の防災
意識の高さ）（％）

番号（柱） 番号（柱）

番号（柱） 番号（柱）

健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）（男
性）（年）

健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）（女
性）（年）

人口の社会増減（人）
暮らしの満足度（宮城で暮らして良かったと思う県
民の割合）（％）

柱3「誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり」
は、魅力ある地域づくりや移住定住など、「地域に人をと
どめる」「地域に人を呼び込む」取組が多く盛り込まれて
おり、これらの取組は、人口の社会減の解消に影響すると
考えられることから、住民基本台帳に基づく人口移動調査
の結果を目標指標として設定した。

柱3「誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり」
は、「安全安心」や「地域づくり」の取組が盛り込まれて
おり、これらの取組は、県民の暮らしの満足度に影響する
と考えられることから、県民意識調査の質問項目「暮らし
の満足度（あなたは、宮城で暮らして良かったと思います
か）」の結果を目標指標として設定した。

番号（柱） 番号（柱）

県内の温室効果ガス排出量（千t-CO2)

-1983

-728

637

-1452

0

-2,000

-1,000

0

1,000

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

86.8 86.4

83.4
84.5

88.0

82.0

84.0

86.0

88.0

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

72.39

72.90 72.90 72.90
73.21

72.00

73.00

74.00

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

74.43

75.10
75.10

75.10 75.25

74.00

75.00

76.00

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

18,943
18,156 18,156

16,602
15,236

14,000

16,000

18,000

20,000

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

84.2

93.7

104.6 102.8

90.0
80.0

90.0

100.0

110.0

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

番号 1 柱 1 政策 1 施策 1 番号 2 柱 1 政策 1 施策 1

名称 名称

番号 3 柱 1 政策 1 施策 1 番号 4 柱 1 政策 1 施策 1

名称 名称

番号 5 柱 1 政策 1 施策 1 番号 6 柱 1 政策 1 施策 1

名称 名称製造品出荷額等（食料品製造業を除く）（億円）

施策1は、ものづくり産業の振興に取り組むものであり、特
に自動車関連産業や高度電子機械関連産業ついて重点的な
支援対象であることから、食料品製造業を除いた製造品出
荷額等を目標指標として設定した。

県が海外進出や販路開拓支援を実施した企業数
（者）［累計］

施策1は、県内企業の海外への拠点設立や海外企業との商談
機会創出を支援するものであり、こうした取組は国内需要
の低下が見込まれる中、より多くの企業が海外との取引を
拡大することを促進するものであり、施策の達成度を図る
ものとして、県の支援策を活用した企業の数を目標指標と
した。

産学官連携数（件）

企業立地件数（件）［累計］ 企業集積等による雇用機会の創出数（人）［累計］

施策1は、産学官が連携してものづくり産業等の発展と研究
開発拠点等の集積による新技術・新産業の創出に取り組む
ものであり、こうした取組は企業立地件数に影響すると考
えられることから、経済産業省工場立地動向調査における
企業立地件数を目標値として設定した。

施策1は、産学官連携によるものづくり産業等の発展を目指
すものであり、先進的技術の活用を通じた県内企業の生産
性の向上とイノベーションの創出を図るための成果指標と
して産学官連携数を用いることとした。数値は、KCみやぎ
参画機関への相談から産学連携につながった指標としてKC
みやぎ参画学術機関と企業との共同研究及び受託研究件数
とした。

知的財産の支援（知的財産関連成約）件数（件）
［累計］

施策1は、産学官が連携してものづくり産業等の発展と研究
開発拠点等の集積による新技術・新産業の創出に取り組む
ものであり、こうした取組は産業集積による雇用創出数に
影響すると考えられることから、県の企業誘致における優
遇制度である、みやぎ企業立地奨励金交付企業における雇
用創出数を目標値として設定した。

施策1は、ものづくり産業の先進的技術を活用した商品・
サービスの創出等を支援するものであり、スタートアップ
や海外市場への展開、成長分野など他分野への進出等の事
業化には、知的財産の権利化や活用が重要であるとことか
ら、県内企業等に対する知的財産に関する支援の件数を目
標指標として設定した。

347 375
396

410

465

340
360
380
400
420
440
460
480

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

18,677 20,948

23,711

26,527
25,250

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

2,234 2,407 2,504

3,463

2,594

2,000
2,200
2,400
2,600
2,800
3,000
3,200
3,400

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

264
278

286
290

299

260

270

280

290

300

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

40,080 38,676 36,864

47,669

41,289

36,000
38,000
40,000
42,000
44,000
46,000
48,000

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

20 42
66

97
114

0
20
40
60
80

100
120

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

－　　－157



番号 7 柱 1 政策 1 施策 2 番号 8 柱 1 政策 1 施策 2

名称 名称

番号 9 柱 1 政策 1 施策 2 番号 10 柱 1 政策 1 施策 2

名称 名称

番号 11 柱 1 政策 1 施策 2 番号 12 柱 1 政策 1 施策 3

名称 名称サービス業の付加価値額（億円）

施策2は、地域の特色ある資源を活用したブランド品の創出
によるサービスの高付加価値化に取り組むものであり、こ
うした取組はサービス関連業種の県内総生産に影響すると
考えられることから、県民経済計算における県内総生産
（名目）のサービス関連業の合計値を目標指標として設定
した。

農業産出額（億円）

施策3のうち、農業分野においては、先進的技術等を活用し
た生産性の向上や多様な担い手・大規模な経営体、意欲あ
る家族経営体の確保・育成等により、県産品の安定的生産
や6次産業化等による経営の多角化等に取り組むものであ
り、こうした取組が農業産出額につながると考えられるこ
とから、農林水産省生産農業所得統計における農業産出額
を目標指標として設定した。

観光消費額（億円）

施策2は、付加価値の高い観光コンテンツの創出や効果的な情報発
信等に取り組むものであり、観光客や観光消費額の増加につながる
と考えられる。観光消費額は、宿泊代、飲食代、土産代、交通費な
ど、観光客の消費活動により地域にもたらされる直接的な経済効果
であり、観光客の増減や動態に応じて変化するものである。観光産
業はすそ野が広いことから、地域経済への波及効果や、観光施策が
県経済に与える影響を客観的に評価する上で重要であるため、宮城
県観光統計概要の観光消費額を目標指標として設定した。

宿泊観光客数（万人泊）

施策2は、付加価値の高い観光コンテンツの創出や受入体制整備等
により多様なニーズに対応した満足度の高い観光地づくりに取り組
むものであり、こうした取組は宿泊観光客数に影響すると考えられ
る。宿泊観光客数は、宿泊者数の実情を把握する客観的な数値であ
り、宿泊滞在の消費行動による、地域経済への効果を推し量ること
ができる数値である。みやぎ観光戦略プランにおいても、観光振興
の度合を示す上で重要な基本指標の一つであることから、宮城県観
光統計概要の宿泊観光客数を目標指標として設定した。

観光客入込数（万人）

施策2は、付加価値の高い観光コンテンツの創出・磨き上げや効果
的な情報発信等により交流人口の拡大等に取り組むものである。観
光客入込数は、観光による交流人口を把握する数値であり、観光消
費額や経済波及効果を算定するための基礎数値として、観光振興の
度合を示す指標の一つであることから、宮城県観光統計概要におけ
る観光客入込数を目標指標として設定した。ただし、観光客の母数
の減少が想定される人口減少社会において、今後も観光客入込数を
目標指標として採用し続けるか、検討する必要がある。

外国人延べ宿泊者数（万人泊）

施策2は、国内外の多様なニーズに対応した満足度の高い観
光地づくりにより、外国人を含めた観光客の増加に取り組
むものであり、こうした取組は外国人延べ宿泊者数に影響
するものと考えられる。国は2030年に訪日外国人旅行者数
を6,000万人とする目標値を定めており、観光需要が減少す
る中でも、宿泊滞在に伴う消費行動により、地域経済への
貢献も推し量られることから、観光庁宿泊旅行統計におけ
る外国人延べ宿泊者数を目標指標として設定した。
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番号 13 柱 1 政策 1 施策 3 番号 14 柱 1 政策 1 施策 3

名称 名称

番号 15 柱 1 政策 1 施策 3 番号 16 柱 1 政策 1 施策 3

名称 名称

番号 17 柱 1 政策 1 施策 3 番号 18 柱 1 政策 1 施策 3

名称 名称木材・木製品出荷額（億円）

施策3は、県産材の利用拡大や丸太の流通の合理化等に取り
組むものであり、こうした取組は木材・木製品出荷額に影
響すると考えられることから、総務省・経済産業省経済セ
ンサス等における木材・木製品出荷額を目標指標として設
定した。

製造品出荷額等（食料品製造業）（億円）

施策3は、新たな製品開発等により県産品の品質向上とブラ
ンドイメージの浸透を図るとともに、国内外における販路
開拓を支援することで、農林水産業と食品製造業等をつな
ぐバリューチェーンの構築に取り組むものであり、こうし
た取組は食品製造業の出荷額に影響するものと考えられる
ことから、経済産業省工業統計調査及び経済構造実態調査
（R4年度分以降）における製造品出荷額（食料品製造業）
を目標指標として設定した。

水産加工品出荷額（億円）

施策3は、水産加工品の商品開発や国内外への販路拡大等に
取り組むものであり、こうした取組は水産加工品出荷額に
影響すると考えられることから、工業統計における水産加
工品出荷額を目標指標として設定した。

林業産出額（億円）

施策3は、県産材の利用拡大や丸太の流通の合理化等に取り
組むものであり、こうした取組は林業産出額に影響すると
考えられることから、農林水産省農林水産統計における林
業産出額を目標指標として設定した。

園芸産出額（億円）

施策3は、農林水産業の持続的発展や食産業の振興、農林水
産業と食品製造業等を繋ぐバリューチェーンの構築を図る
ものであり、これらの実現に向けては、園芸品目を核とし
た取組も有効な手段となる。こうした取組は、園芸産出額
に影響すると考えられることから、農林水産省生産農業所
得統計における野菜（含いも類）、花き、果樹の合計値を
目標指標として設定した。なお、園芸産出額は、第3期みや
ぎ食と農の県民条例基本計画における目標値でもある。

漁業産出額（億円）

施策3は、水産物の安定生産や付加価値向上等を図るもので
あり、こうした取組は漁業生産額に影響すると考えられる
ことから、漁業・養殖業生産統計における漁業産出額を目
標指標として設定した。
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番号 7 柱 1 政策 1 施策 2 番号 8 柱 1 政策 1 施策 2

名称 名称

番号 9 柱 1 政策 1 施策 2 番号 10 柱 1 政策 1 施策 2

名称 名称

番号 11 柱 1 政策 1 施策 2 番号 12 柱 1 政策 1 施策 3

名称 名称サービス業の付加価値額（億円）

施策2は、地域の特色ある資源を活用したブランド品の創出
によるサービスの高付加価値化に取り組むものであり、こ
うした取組はサービス関連業種の県内総生産に影響すると
考えられることから、県民経済計算における県内総生産
（名目）のサービス関連業の合計値を目標指標として設定
した。

農業産出額（億円）

施策3のうち、農業分野においては、先進的技術等を活用し
た生産性の向上や多様な担い手・大規模な経営体、意欲あ
る家族経営体の確保・育成等により、県産品の安定的生産
や6次産業化等による経営の多角化等に取り組むものであ
り、こうした取組が農業産出額につながると考えられるこ
とから、農林水産省生産農業所得統計における農業産出額
を目標指標として設定した。

観光消費額（億円）

施策2は、付加価値の高い観光コンテンツの創出や効果的な情報発
信等に取り組むものであり、観光客や観光消費額の増加につながる
と考えられる。観光消費額は、宿泊代、飲食代、土産代、交通費な
ど、観光客の消費活動により地域にもたらされる直接的な経済効果
であり、観光客の増減や動態に応じて変化するものである。観光産
業はすそ野が広いことから、地域経済への波及効果や、観光施策が
県経済に与える影響を客観的に評価する上で重要であるため、宮城
県観光統計概要の観光消費額を目標指標として設定した。

宿泊観光客数（万人泊）

施策2は、付加価値の高い観光コンテンツの創出や受入体制整備等
により多様なニーズに対応した満足度の高い観光地づくりに取り組
むものであり、こうした取組は宿泊観光客数に影響すると考えられ
る。宿泊観光客数は、宿泊者数の実情を把握する客観的な数値であ
り、宿泊滞在の消費行動による、地域経済への効果を推し量ること
ができる数値である。みやぎ観光戦略プランにおいても、観光振興
の度合を示す上で重要な基本指標の一つであることから、宮城県観
光統計概要の宿泊観光客数を目標指標として設定した。

観光客入込数（万人）

施策2は、付加価値の高い観光コンテンツの創出・磨き上げや効果
的な情報発信等により交流人口の拡大等に取り組むものである。観
光客入込数は、観光による交流人口を把握する数値であり、観光消
費額や経済波及効果を算定するための基礎数値として、観光振興の
度合を示す指標の一つであることから、宮城県観光統計概要におけ
る観光客入込数を目標指標として設定した。ただし、観光客の母数
の減少が想定される人口減少社会において、今後も観光客入込数を
目標指標として採用し続けるか、検討する必要がある。

外国人延べ宿泊者数（万人泊）

施策2は、国内外の多様なニーズに対応した満足度の高い観
光地づくりにより、外国人を含めた観光客の増加に取り組
むものであり、こうした取組は外国人延べ宿泊者数に影響
するものと考えられる。国は2030年に訪日外国人旅行者数
を6,000万人とする目標値を定めており、観光需要が減少す
る中でも、宿泊滞在に伴う消費行動により、地域経済への
貢献も推し量られることから、観光庁宿泊旅行統計におけ
る外国人延べ宿泊者数を目標指標として設定した。
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番号 13 柱 1 政策 1 施策 3 番号 14 柱 1 政策 1 施策 3

名称 名称

番号 15 柱 1 政策 1 施策 3 番号 16 柱 1 政策 1 施策 3

名称 名称

番号 17 柱 1 政策 1 施策 3 番号 18 柱 1 政策 1 施策 3

名称 名称木材・木製品出荷額（億円）

施策3は、県産材の利用拡大や丸太の流通の合理化等に取り
組むものであり、こうした取組は木材・木製品出荷額に影
響すると考えられることから、総務省・経済産業省経済セ
ンサス等における木材・木製品出荷額を目標指標として設
定した。

製造品出荷額等（食料品製造業）（億円）

施策3は、新たな製品開発等により県産品の品質向上とブラ
ンドイメージの浸透を図るとともに、国内外における販路
開拓を支援することで、農林水産業と食品製造業等をつな
ぐバリューチェーンの構築に取り組むものであり、こうし
た取組は食品製造業の出荷額に影響するものと考えられる
ことから、経済産業省工業統計調査及び経済構造実態調査
（R4年度分以降）における製造品出荷額（食料品製造業）
を目標指標として設定した。

水産加工品出荷額（億円）

施策3は、水産加工品の商品開発や国内外への販路拡大等に
取り組むものであり、こうした取組は水産加工品出荷額に
影響すると考えられることから、工業統計における水産加
工品出荷額を目標指標として設定した。

林業産出額（億円）

施策3は、県産材の利用拡大や丸太の流通の合理化等に取り
組むものであり、こうした取組は林業産出額に影響すると
考えられることから、農林水産省農林水産統計における林
業産出額を目標指標として設定した。

園芸産出額（億円）

施策3は、農林水産業の持続的発展や食産業の振興、農林水
産業と食品製造業等を繋ぐバリューチェーンの構築を図る
ものであり、これらの実現に向けては、園芸品目を核とし
た取組も有効な手段となる。こうした取組は、園芸産出額
に影響すると考えられることから、農林水産省生産農業所
得統計における野菜（含いも類）、花き、果樹の合計値を
目標指標として設定した。なお、園芸産出額は、第3期みや
ぎ食と農の県民条例基本計画における目標値でもある。

漁業産出額（億円）

施策3は、水産物の安定生産や付加価値向上等を図るもので
あり、こうした取組は漁業生産額に影響すると考えられる
ことから、漁業・養殖業生産統計における漁業産出額を目
標指標として設定した。
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番号 19 柱 1 政策 1 施策 3 番号 20 柱 1 政策 1 施策 3

名称 名称
国際水準GAP導入・認証総数（農業）（件数）［累
計］

付加価値額（食料品製造業）（億円）

施策3は、農林水産物や加工品などの県産品の付加価値向上
に取り組むものであることから、経済産業省工業統計調査
及び経済構造実態調査（R4年度分以降）における付加価値
額（食料品製造業）を目標指標として設定した。

施策3は、農林水産業が国内外へ展開するために、国際認証
の取得や新たな販路開拓等に取り組むものであり、これら
の取組の推進を計るために「第三者機関によるGAP認証取得
数と国際水準GAP実施者の合計」を指標として設定した。な
お、国際水準GAPは国が新たに推進方策として定めたもので
あり、食品安全・環境保全・労働安全・人権保護・農場経
営管理の5分野において生産工程管理の取組を実施する。
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番号 21 柱 1 政策 2 施策 4 番号 22 柱 1 政策 2 施策 4

名称 名称

番号 23 柱 1 政策 2 施策 4 番号 24 柱 1 政策 2 施策 4

名称 名称

番号 25 柱 1 政策 2 施策 4 番号 26 柱 1 政策 2 施策 4

名称 名称第一次産業における新規就業者数（林業）（人） 所定外労働時間数（時間）

施策4は、林業の人材確保・育成等に取り組むものであり、
こうした取組は林業の新規就業者数に影響すると考えられ
ることから、宮城県林業振興課業務資料における新規就業
者数（林業）を目標指標として設定した。

施策4「時代と地域が求める産業人材の育成と活躍できる環
境の整備」に向けて、仕事と育児や介護の両立などのた
め、柔軟で多様な働き方が選択できる社会の実現のための
社会環境を整備していくことが必要である。
所定外労働時間の縮減を図ることは、仕事と育児や介護等
を行う労働者の支援の一つとなるため、厚生労働省「毎月
勤労統計調査」における「所定外労働時間数」を目標指標
として設定した。

第一次産業における新規就業者数（農業）（人） 第一次産業における新規就業者数（水産業）（人）

就業率（%） 高校生の県内製造業就職率（%）

施策4は、県内への就職・就業の促進や人材が活躍できる環
境の整備に取り組むものであり、こうした取組は県内の就
業者数に影響すると考えられることから、総務省統計局
「労働力調査」における、15歳以上人口に占める就業者の
割合である就業率を目標指標として設定した。

施策4は、教育機関と産業界が連携し、県内での就職・就業
を促進するとともに、産業人材の育成に取り組むものであ
り、こうした取組は、若者の県内ものづくり企業の人材確
保に影響すると考えられることから、学校基本調査におけ
る高校生の県内製造業就職率を目標指標として設定した。

施策4は、農業の持続的発展に向け、地域農業の担い手確
保・育成に取り組むものであり、農家戸数の減少や高齢化
が進行する中、新規就農者の確保が重要であることから、
県が行う新規就農者調査の結果を目標指標として設定し
た。

施策4は、産業人材の確保・育成に取り組むものであり、こ
うした取組は新規漁業就業者数に影響すると考えられるこ
とから、県が調査する新規沿岸漁業就業者数を目標指標と
して設定した。

60.1 60.0 59.7 60.4
62.0

55.0

60.0

65.0

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

32.6

34.7
35.6 35.8

35.0

30.0

32.0

34.0

36.0

38.0

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

158

174

109

190

160

100
120
140
160
180
200

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

35
31

18

31

43

10

20

30

40

50

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

48 42
52

33

88

30

50

70

90

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

10.2
9.5

9.7 9.4

8.7

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

－　　－160



番号 19 柱 1 政策 1 施策 3 番号 20 柱 1 政策 1 施策 3

名称 名称
国際水準GAP導入・認証総数（農業）（件数）［累
計］

付加価値額（食料品製造業）（億円）

施策3は、農林水産物や加工品などの県産品の付加価値向上
に取り組むものであることから、経済産業省工業統計調査
及び経済構造実態調査（R4年度分以降）における付加価値
額（食料品製造業）を目標指標として設定した。

施策3は、農林水産業が国内外へ展開するために、国際認証
の取得や新たな販路開拓等に取り組むものであり、これら
の取組の推進を計るために「第三者機関によるGAP認証取得
数と国際水準GAP実施者の合計」を指標として設定した。な
お、国際水準GAPは国が新たに推進方策として定めたもので
あり、食品安全・環境保全・労働安全・人権保護・農場経
営管理の5分野において生産工程管理の取組を実施する。
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番号 21 柱 1 政策 2 施策 4 番号 22 柱 1 政策 2 施策 4

名称 名称

番号 23 柱 1 政策 2 施策 4 番号 24 柱 1 政策 2 施策 4

名称 名称

番号 25 柱 1 政策 2 施策 4 番号 26 柱 1 政策 2 施策 4

名称 名称第一次産業における新規就業者数（林業）（人） 所定外労働時間数（時間）

施策4は、林業の人材確保・育成等に取り組むものであり、
こうした取組は林業の新規就業者数に影響すると考えられ
ることから、宮城県林業振興課業務資料における新規就業
者数（林業）を目標指標として設定した。

施策4「時代と地域が求める産業人材の育成と活躍できる環
境の整備」に向けて、仕事と育児や介護の両立などのた
め、柔軟で多様な働き方が選択できる社会の実現のための
社会環境を整備していくことが必要である。
所定外労働時間の縮減を図ることは、仕事と育児や介護等
を行う労働者の支援の一つとなるため、厚生労働省「毎月
勤労統計調査」における「所定外労働時間数」を目標指標
として設定した。

第一次産業における新規就業者数（農業）（人） 第一次産業における新規就業者数（水産業）（人）

就業率（%） 高校生の県内製造業就職率（%）

施策4は、県内への就職・就業の促進や人材が活躍できる環
境の整備に取り組むものであり、こうした取組は県内の就
業者数に影響すると考えられることから、総務省統計局
「労働力調査」における、15歳以上人口に占める就業者の
割合である就業率を目標指標として設定した。

施策4は、教育機関と産業界が連携し、県内での就職・就業
を促進するとともに、産業人材の育成に取り組むものであ
り、こうした取組は、若者の県内ものづくり企業の人材確
保に影響すると考えられることから、学校基本調査におけ
る高校生の県内製造業就職率を目標指標として設定した。

施策4は、農業の持続的発展に向け、地域農業の担い手確
保・育成に取り組むものであり、農家戸数の減少や高齢化
が進行する中、新規就農者の確保が重要であることから、
県が行う新規就農者調査の結果を目標指標として設定し
た。

施策4は、産業人材の確保・育成に取り組むものであり、こ
うした取組は新規漁業就業者数に影響すると考えられるこ
とから、県が調査する新規沿岸漁業就業者数を目標指標と
して設定した。
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番号 27 柱 1 政策 2 施策 4 番号 28 柱 1 政策 2 施策 4

名称 名称

番号 29 柱 1 政策 2 施策 4 番号 30 柱 1 政策 2 施策 4

名称 名称

番号 31 柱 1 政策 2 施策 5 番号 32 柱 1 政策 2 施策 5

名称 名称
スマートインターチェンジ等の設置数（箇所）［累
計］

仙台塩釜港（仙台港区）におけるコンテナ貨物の取
扱量（実入）（万TEU）

施策5は、東北6県・新潟の官民が連携して東北のゲート
ウェイ機能の強化や交流人口の拡大等に取り組むものであ
り、こうした取組の推進には高速道路の利便性向上が重要
であることから、高速道路へのアクセスポイントとなるス
マートインターチェンジ等の設置数を目標指標として設定
した。

施策5は、東北6県・新潟の官民が連携して東北のゲート
ウェイ機能の強化や交流人口の拡大等に取り組むものであ
り、こうした取組は港湾貨物の需要開拓、新規航路開設な
どによる港湾貨物取扱量増加に影響すると考えられること
から、港湾貨物取扱量の中でも、全国的に取扱量が増加し
ているコンテナ貨物の取扱量を目標指標として設定した。

開業率（%） 認定農業者数（経営体）

施策4は、個人や企業の創業や新分野進出、事業承継などの
取組を支援し、産業のイノベーションや新陳代謝を促すこ
とで地域産業の持続可能性向上を図るものであり、こうし
た取組は、企業の開業率の向上に影響すると考えられるこ
とから、中小企業庁の定義により算出される県内企業の開
業率を目標指標として設定した。

施策4は、農業の持続的発展に向け、地域農業の担い手確
保・育成に取り組むものであり、本県農業を持続的に発展
させていくためには、効率的かつ安定的な農業経営を行う
認定農業者の確保・育成が重要であることから、県が行う
認定農業者数の調査結果を目標指標として設定した。（※
認定農業者とは農業経営基盤強化促進法に基づく農業経営
改善計画を作成し、その計画について市町村等からの認定
を受けた農業者のことである。）

年次有給休暇の取得日数（日）
キャリアアップに向けた人材育成等を目的としたプ
ログラム推進件数（件）

施策4「時代と地域が求める産業人材の育成と活躍できる環
境の整備」に向けて、仕事と育児や介護等の両立などのた
め、柔軟で多様な働き方が選択できる社会の実現のための
社会環境を整備していくことが必要である。
年次有給休暇の取得促進を図ることは、仕事と育児や介護
等を行う労働者の支援の一つとなるため、宮城県雇用対策
課「労働実態調査」における「年次有給休暇の取得日数」
を目標指標として設定した。

施策4は、高等教育機関や行政、産業界などが連携し、学び
なおしなどの教育システムやキャリアアップに向けた体制
整備、利用拡大に取り組むものであり、こうした取組は、
産学官の人材育成施策数に反映すると考えられることか
ら、「みやぎ産業人材育成プラットフォーム」の参画機関
が実施する人材の育成を目的とした各セミナーや養成講座
の取組件数を目標指標として設定した。

8.5
9.6

10.0

11.3

10.1

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

59 59 59

66

62

55

60

65

70

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

3.6 3.7 3.3 3.2

4.8

3.0

4.0

5.0

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

6,279

6,038

5,838 5,732

6,300

5,600

5,800

6,000

6,200

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

7 7

8 8 8

6

7

8

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

19.7

18.3
17.3

18.1

17.0

18.0

19.0

20.0

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

番号 33 柱 1 政策 2 施策 5 番号 34 柱 1 政策 2 施策 5

名称 名称

番号 35 柱 1 政策 2 施策 5 番号 36 柱 1 政策 2 施策 5

名称 名称仙台空港国際線乗降客数（万人） 東北６県及び新潟県の延べ宿泊者数（万人泊）

施策5は、東北6県・新潟の官民が連携して東北のゲート
ウェイ機能の強化や交流人口の拡大等に取り組むものであ
り、こうした取組は訪日外国人客の仙台空港利用者数に影
響すると考えられることから、仙台空港国際線乗降客数を
目標指標として設定した。

施策5は、東北6県・新潟の官民が連携して交流人口の拡大
等に取り組むものであり、こうした取組は観光客等の延べ
宿泊者数に影響すると考えられることから、観光庁宿泊旅
行統計における延べ宿泊者数の東北6県及び新潟県の合計値
を目標指標として設定した。

仙台塩釜港（仙台港区）の取扱貨物量（コンテナ貨
物を除く）（万トン）

仙台空港乗降客数（万人）

施策5は、東北6県・新潟の官民が連携して東北のゲート
ウェイ機能の強化や交流人口の拡大等に取り組むものであ
り、こうした取組は港湾貨物の需要開拓、新規航路開設な
どによる港湾貨物取扱量増加に影響すると考えられること
から、港湾貨物取扱量を目標指標として設定した。

施策5は、東北6県・新潟の官民が連携して東北のゲート
ウェイ機能の強化や交流人口の拡大等に取り組むものであ
り、こうした取組は仙台空港の利用者数に影響すると考え
られることから、仙台空港乗降客数を目標指標として設定
した。
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番号 27 柱 1 政策 2 施策 4 番号 28 柱 1 政策 2 施策 4

名称 名称

番号 29 柱 1 政策 2 施策 4 番号 30 柱 1 政策 2 施策 4

名称 名称

番号 31 柱 1 政策 2 施策 5 番号 32 柱 1 政策 2 施策 5

名称 名称
スマートインターチェンジ等の設置数（箇所）［累
計］

仙台塩釜港（仙台港区）におけるコンテナ貨物の取
扱量（実入）（万TEU）

施策5は、東北6県・新潟の官民が連携して東北のゲート
ウェイ機能の強化や交流人口の拡大等に取り組むものであ
り、こうした取組の推進には高速道路の利便性向上が重要
であることから、高速道路へのアクセスポイントとなるス
マートインターチェンジ等の設置数を目標指標として設定
した。

施策5は、東北6県・新潟の官民が連携して東北のゲート
ウェイ機能の強化や交流人口の拡大等に取り組むものであ
り、こうした取組は港湾貨物の需要開拓、新規航路開設な
どによる港湾貨物取扱量増加に影響すると考えられること
から、港湾貨物取扱量の中でも、全国的に取扱量が増加し
ているコンテナ貨物の取扱量を目標指標として設定した。

開業率（%） 認定農業者数（経営体）

施策4は、個人や企業の創業や新分野進出、事業承継などの
取組を支援し、産業のイノベーションや新陳代謝を促すこ
とで地域産業の持続可能性向上を図るものであり、こうし
た取組は、企業の開業率の向上に影響すると考えられるこ
とから、中小企業庁の定義により算出される県内企業の開
業率を目標指標として設定した。

施策4は、農業の持続的発展に向け、地域農業の担い手確
保・育成に取り組むものであり、本県農業を持続的に発展
させていくためには、効率的かつ安定的な農業経営を行う
認定農業者の確保・育成が重要であることから、県が行う
認定農業者数の調査結果を目標指標として設定した。（※
認定農業者とは農業経営基盤強化促進法に基づく農業経営
改善計画を作成し、その計画について市町村等からの認定
を受けた農業者のことである。）

年次有給休暇の取得日数（日）
キャリアアップに向けた人材育成等を目的としたプ
ログラム推進件数（件）

施策4「時代と地域が求める産業人材の育成と活躍できる環
境の整備」に向けて、仕事と育児や介護等の両立などのた
め、柔軟で多様な働き方が選択できる社会の実現のための
社会環境を整備していくことが必要である。
年次有給休暇の取得促進を図ることは、仕事と育児や介護
等を行う労働者の支援の一つとなるため、宮城県雇用対策
課「労働実態調査」における「年次有給休暇の取得日数」
を目標指標として設定した。

施策4は、高等教育機関や行政、産業界などが連携し、学び
なおしなどの教育システムやキャリアアップに向けた体制
整備、利用拡大に取り組むものであり、こうした取組は、
産学官の人材育成施策数に反映すると考えられることか
ら、「みやぎ産業人材育成プラットフォーム」の参画機関
が実施する人材の育成を目的とした各セミナーや養成講座
の取組件数を目標指標として設定した。
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番号 33 柱 1 政策 2 施策 5 番号 34 柱 1 政策 2 施策 5

名称 名称

番号 35 柱 1 政策 2 施策 5 番号 36 柱 1 政策 2 施策 5

名称 名称仙台空港国際線乗降客数（万人） 東北６県及び新潟県の延べ宿泊者数（万人泊）

施策5は、東北6県・新潟の官民が連携して東北のゲート
ウェイ機能の強化や交流人口の拡大等に取り組むものであ
り、こうした取組は訪日外国人客の仙台空港利用者数に影
響すると考えられることから、仙台空港国際線乗降客数を
目標指標として設定した。

施策5は、東北6県・新潟の官民が連携して交流人口の拡大
等に取り組むものであり、こうした取組は観光客等の延べ
宿泊者数に影響すると考えられることから、観光庁宿泊旅
行統計における延べ宿泊者数の東北6県及び新潟県の合計値
を目標指標として設定した。

仙台塩釜港（仙台港区）の取扱貨物量（コンテナ貨
物を除く）（万トン）

仙台空港乗降客数（万人）

施策5は、東北6県・新潟の官民が連携して東北のゲート
ウェイ機能の強化や交流人口の拡大等に取り組むものであ
り、こうした取組は港湾貨物の需要開拓、新規航路開設な
どによる港湾貨物取扱量増加に影響すると考えられること
から、港湾貨物取扱量を目標指標として設定した。

施策5は、東北6県・新潟の官民が連携して東北のゲート
ウェイ機能の強化や交流人口の拡大等に取り組むものであ
り、こうした取組は仙台空港の利用者数に影響すると考え
られることから、仙台空港乗降客数を目標指標として設定
した。
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番号 37 柱 2 政策 3 施策 6 番号 38 柱 2 政策 3 施策 6

名称 名称

番号 39 柱 2 政策 3 施策 6 番号 40 柱 2 政策 3 施策 6

名称 名称

番号 41 柱 2 政策 3 施策 6 番号 42 柱 2 政策 3 施策 6

名称 名称

施策6は、結婚・出産・子育てを応援する環境の整備に取り
組むものであり、保護者の就労状況を問わず利用が可能
で、かつ幼児教育と保育を一体的に提供する認定こども園
は、子育て世帯への支援の充実及び子どもの教育・保育の
質の向上に資する施設であることから、設置数を目標指標
として設定した。

施策6は、結婚・出産・子育てを応援する環境の整備に取り
組むものであり、女性の就業率上昇等に伴う保育所等利用
ニーズ増加への対応は、仕事と育児の両立や子育て支援な
どの子育て環境に影響することから、保育所等利用待機児
童数を目標指標として設定した。

育児休業取得率（男性）（%）

認定こども園の設置数（箇所） 保育所等利用待機児童数（人）

育児休業取得率（女性）（%） 「みやぎっこ応援の店」登録店舗数（店）［累計］

施策6は、結婚・出産・子育てを応援する環境の整備に取り
組むものであり、こうした取組は、結婚を希望する県民の
結婚に向けた活動の活発化に影響すると考えられることか
ら、「みやぎ結婚支援センター」登録者数を目標指標とし
て設定した。

施策6は、結婚・出産・子育てを応援する環境の整備を進め
る取組であり、そのためには、夫婦が協力しあいながら、
仕事と子育てを両立できるような社会環境を整備していく
ことが必要である。出産後の一定期間育児に専念し、また
職場に復帰できる育児休業の取得促進を図ることは、労働
者の子育て等の支援となることから、宮城県雇用対策課
「労働実態調査」における「男性の育児休業取得率」を目
標指標として設定した。

施策6は、結婚・出産・子育てを応援する環境の整備を進め
る取組であり、そのためには、夫婦が協力しあいながら、
仕事と子育てを両立できるような社会環境を整備していく
ことが必要である。出産後の一定期間育児に専念し、また
職場に復帰できる育児休業の取得促進を図ることは、労働
者の子育て等の支援となることから、宮城県雇用対策課
「労働実態調査」における「女性の育児休業取得率」を目
標指標として設定した。

施策6は、結婚・出産・子育てを応援する環境の整備に取り
組むものであり、こうした取組は、社会全体で子育てを応
援する気運の醸成に影響すると考えられることから、「み
やぎっこ応援の店」（みやぎ子育て支援パスポート事業協
賛店舗）の登録店舗数を目標指標として設定した。

みやぎ結婚支援センター登録者数（人）
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番号 43 柱 2 政策 3 施策 7 番号 44 柱 2 政策 3 施策 7

名称 名称

番号 45 柱 2 政策 3 施策 7 番号 46 柱 2 政策 3 施策 7

名称 名称

番号 47 柱 2 政策 3 施策 7 番号 48 柱 2 政策 3 施策 7

名称 名称

里親委託率（%）

施策7は、家庭・地域・学校の連携・協働による子どもを支
える体制の構築に取り組むものであり、こうした取組は、
子どもの居場所づくりなど子どもの貧困対策に影響すると
考えられることから、県内における子ども食堂の数（箇
所）を目標指標として設定した。

施策7は、家庭・地域・学校の連携・協働による子どもを支
える体制の構築に取り組むものであり、社会的養育を必要
とする子どもを適切に保護するとともに、できる限り家庭
的な環境で養育できるよう社会的養育施策の充実・強化に
影響すると考えられることから、「宮城県社会的養育推進
計画」においても目標値としている里親委託率を目標指標
として設定した。

施策7は、子どもの基本的生活習慣の定着に向けて取り組む
ものであり、こうした取組は、子どもたちの朝食摂取率に
影響することから、「朝食を毎日食べる児童の割合（小学6
年生）」を目標指標として設定した。

施策7は、地域で家庭教育支援を行う子育てサポーターや子
育てサポーターリーダー等の人材の育成に取り組むもので
あり、こうした取組は家庭教育に関する不安や悩みについ
ての相談相手など安心して子育てできる環境構築、市町村
で開催される「親の学びの講座等」の企画・立案・運営な
どの充実に繋がると考えられることから、各地域における
活動者数を目標指標として設定した。

地域学校協働本部がカバーする学校の割合（公立
小・中学校）（仙台市を除く）（%）

施策7は、家庭教育支援チームが県内各地において、親の学
びの場の提供や相談に取り組むものであり、こうした取組
は親同士のつながりや、気軽に悩みが相談できる関係を構
築することにつながることから、宮城県家庭教育支援チー
ム並びに市町村家庭教育支援チームの活動件数を目標指標
として設定した。

施策7は、家庭・地域・学校が連携・協働して子どもを育て
るために、学校を核とした地域づくりを推進する「地域学
校協働活動」に取り組むものであり、この活動を支えるの
が地域住民により地域と学校をつなぐ組織「地域学校協働
本部」であることから、地域学校協働本部がカバーする学
校の割合を目標指標として設定した。

市町村における子育てサポーター及び子育てサポー
ターリーダーの活動者数（人）

朝食を毎日食べる児童の割合（小学6年生）（%）

「家庭教育支援チーム」の活動件数（件）

県内における子ども食堂の数（箇所）［累計］
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番号 37 柱 2 政策 3 施策 6 番号 38 柱 2 政策 3 施策 6

名称 名称

番号 39 柱 2 政策 3 施策 6 番号 40 柱 2 政策 3 施策 6

名称 名称

番号 41 柱 2 政策 3 施策 6 番号 42 柱 2 政策 3 施策 6

名称 名称

施策6は、結婚・出産・子育てを応援する環境の整備に取り
組むものであり、保護者の就労状況を問わず利用が可能
で、かつ幼児教育と保育を一体的に提供する認定こども園
は、子育て世帯への支援の充実及び子どもの教育・保育の
質の向上に資する施設であることから、設置数を目標指標
として設定した。

施策6は、結婚・出産・子育てを応援する環境の整備に取り
組むものであり、女性の就業率上昇等に伴う保育所等利用
ニーズ増加への対応は、仕事と育児の両立や子育て支援な
どの子育て環境に影響することから、保育所等利用待機児
童数を目標指標として設定した。

育児休業取得率（男性）（%）

認定こども園の設置数（箇所） 保育所等利用待機児童数（人）

育児休業取得率（女性）（%） 「みやぎっこ応援の店」登録店舗数（店）［累計］

施策6は、結婚・出産・子育てを応援する環境の整備に取り
組むものであり、こうした取組は、結婚を希望する県民の
結婚に向けた活動の活発化に影響すると考えられることか
ら、「みやぎ結婚支援センター」登録者数を目標指標とし
て設定した。

施策6は、結婚・出産・子育てを応援する環境の整備を進め
る取組であり、そのためには、夫婦が協力しあいながら、
仕事と子育てを両立できるような社会環境を整備していく
ことが必要である。出産後の一定期間育児に専念し、また
職場に復帰できる育児休業の取得促進を図ることは、労働
者の子育て等の支援となることから、宮城県雇用対策課
「労働実態調査」における「男性の育児休業取得率」を目
標指標として設定した。

施策6は、結婚・出産・子育てを応援する環境の整備を進め
る取組であり、そのためには、夫婦が協力しあいながら、
仕事と子育てを両立できるような社会環境を整備していく
ことが必要である。出産後の一定期間育児に専念し、また
職場に復帰できる育児休業の取得促進を図ることは、労働
者の子育て等の支援となることから、宮城県雇用対策課
「労働実態調査」における「女性の育児休業取得率」を目
標指標として設定した。

施策6は、結婚・出産・子育てを応援する環境の整備に取り
組むものであり、こうした取組は、社会全体で子育てを応
援する気運の醸成に影響すると考えられることから、「み
やぎっこ応援の店」（みやぎ子育て支援パスポート事業協
賛店舗）の登録店舗数を目標指標として設定した。

みやぎ結婚支援センター登録者数（人）
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番号 43 柱 2 政策 3 施策 7 番号 44 柱 2 政策 3 施策 7

名称 名称

番号 45 柱 2 政策 3 施策 7 番号 46 柱 2 政策 3 施策 7

名称 名称

番号 47 柱 2 政策 3 施策 7 番号 48 柱 2 政策 3 施策 7

名称 名称

里親委託率（%）

施策7は、家庭・地域・学校の連携・協働による子どもを支
える体制の構築に取り組むものであり、こうした取組は、
子どもの居場所づくりなど子どもの貧困対策に影響すると
考えられることから、県内における子ども食堂の数（箇
所）を目標指標として設定した。

施策7は、家庭・地域・学校の連携・協働による子どもを支
える体制の構築に取り組むものであり、社会的養育を必要
とする子どもを適切に保護するとともに、できる限り家庭
的な環境で養育できるよう社会的養育施策の充実・強化に
影響すると考えられることから、「宮城県社会的養育推進
計画」においても目標値としている里親委託率を目標指標
として設定した。

施策7は、子どもの基本的生活習慣の定着に向けて取り組む
ものであり、こうした取組は、子どもたちの朝食摂取率に
影響することから、「朝食を毎日食べる児童の割合（小学6
年生）」を目標指標として設定した。

施策7は、地域で家庭教育支援を行う子育てサポーターや子
育てサポーターリーダー等の人材の育成に取り組むもので
あり、こうした取組は家庭教育に関する不安や悩みについ
ての相談相手など安心して子育てできる環境構築、市町村
で開催される「親の学びの講座等」の企画・立案・運営な
どの充実に繋がると考えられることから、各地域における
活動者数を目標指標として設定した。

地域学校協働本部がカバーする学校の割合（公立
小・中学校）（仙台市を除く）（%）

施策7は、家庭教育支援チームが県内各地において、親の学
びの場の提供や相談に取り組むものであり、こうした取組
は親同士のつながりや、気軽に悩みが相談できる関係を構
築することにつながることから、宮城県家庭教育支援チー
ム並びに市町村家庭教育支援チームの活動件数を目標指標
として設定した。

施策7は、家庭・地域・学校が連携・協働して子どもを育て
るために、学校を核とした地域づくりを推進する「地域学
校協働活動」に取り組むものであり、この活動を支えるの
が地域住民により地域と学校をつなぐ組織「地域学校協働
本部」であることから、地域学校協働本部がカバーする学
校の割合を目標指標として設定した。

市町村における子育てサポーター及び子育てサポー
ターリーダーの活動者数（人）

朝食を毎日食べる児童の割合（小学6年生）（%）

「家庭教育支援チーム」の活動件数（件）

県内における子ども食堂の数（箇所）［累計］
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番号 49 柱 2 政策 4 施策 8 番号 50 柱 2 政策 4 施策 8

名称 名称

番号 51 柱 2 政策 4 施策 8 番号 52 柱 2 政策 4 施策 8

名称 名称

75

2799

番号 53 柱 2 政策 4 施策 8 番号 54 柱 2 政策 4 施策 8

名称 名称
「人の役に立つ人間になりたいと思う」と答えた児
童生徒の割合（中学3年生）（%）

インターンシップやアカデミックインターンシップ
等に取り組んでいる県立高等学校の割合（%）

施策8は、将来の生き方を考え、高い志を持った児童生徒の
育成に取り組むものであり、集団や社会の中で果たすべき
役割を考えることが大切であることから、全国学力・学習
状況調査において「人の役に立つ人間になりたいと思う」
と答えた生徒の割合を目標指標として設定した。

施策8では、将来の生き方を考え、高い志を持った生徒を育
成するため、また、生徒の学力向上、就職率や進学率の向
上、早期離職率を低下させるために、キャリア教育に取り
組むものである。
キャリア教育の中でも一般的なインターンシップ及び大学
進学を見据えた大学訪問などのアカデミック・インターン
シップ等の取組も合わせ、目標指標として設定した。

「将来の夢や目標を持っている」と答えた児童生徒
の割合（中学2年生）（%）

「人の役に立つ人間になりたいと思う」と答えた児
童生徒の割合（小学6年生）（%）

施策8は、将来の生き方を考え、高い志を持った生徒の育成
に取り組むものであり、豊かな人間性や社会性の育成を図
ることが大切であることから、宮城県児童生徒学習意識等
調査において「将来の夢や目標をもっている」と答えた生
徒の割合を目標指標として設定した。
※令和６年度評価より、実績値の調査対象学年を「中学１年生」か
ら「中学２年生」に変更。

施策8は、将来の生き方を考え、高い志を持った児童生徒の
育成に取り組むものであり、集団や社会の中で果たすべき
役割を考えることが大切であることから、全国学力・学習
状況調査において「人の役に立つ人間になりたいと思う」
と答えた児童の割合を目標指標として設定した。

保幼小接続のための「スタートカリキュラム」を作成して
いる市町村立小学校の割合（仙台市を除く）（%）

「将来の夢や目標を持っている」と答えた児童生徒
の割合（小学5年生）（%）

施策8は、幼児教育センターにおいて、幼児教育と小学校教
育との円滑な接続等に向けて、幼稚園・保育所・認定こど
も園等の幼児教育施設側だけでなく、小学校に対する取組
の充実も図っていくものであり、こうした取組は、スター
トカリキュラムの作成率に影響すると考えられることか
ら、「保幼小接続のための『スタートカリキュラム』を作
成している市町村立小学校の割合」を目標指標として設定
した。

施策8は、将来の生き方を考え、高い志を持った児童の育成
に取り組むものであり、豊かな人間性や社会性の育成を図
ることが大切であることから、宮城県児童生徒学習意識等
調査において「将来の夢や目標をもっている」と答えた児
童の割合を目標指標として設定した。
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番号 55 柱 2 政策 4 施策 8 番号 56 柱 2 政策 4 施策 8

名称 名称

番号 57 柱 2 政策 4 施策 8 番号 58 柱 2 政策 4 施策 8

名称 名称

番号 59 柱 2 政策 4 施策 8 番号 60 柱 2 政策 4 施策 8

名称 名称
「話し合う活動を通じて、自分の考えを深めたり、広げたりするこ
とができていると思う」と答えた児童生徒の割合（小学6年生）
（%）

「話し合う活動を通じて、自分の考えを深めたり、広げたりするこ
とができていると思う」と答えた児童生徒の割合（中学3年生）
（%）

施策8は、児童生徒の理解の質を高めるため、一人ひとりの能力や
特性に応じた学びや社会とつながる協働的な学びに取り組むもので
あることから、全国学力・学習状況調査における話し合う活動にお
ける自分の考えを深めたり広げたりすることについて肯定的に捉え
ている児童の割合を目標指標として設定した。なお、全国学力・学
習状況調査結果の公表において、平成29年度から仙台市を除いた数
値も公表していることから、仙台市を含めない数値を指標とする。

施策8は、児童生徒の理解の質を高めるため、一人ひとりの能力や
特性に応じた学びや社会とつながる協働的な学びに取り組むもので
あることから、全国学力・学習状況調査における話し合う活動にお
ける自分の考えを深めたり広げたりすることについて肯定的に捉え
ている生徒の割合を目標指標として設定した。なお、全国学力・学
習状況調査結果の公表において、平成29年度から仙台市を除いた数
値も公表していることから、仙台市を含めない数値を指標とする。

児童生徒の家庭等での学習時間（中学3年生：1時間
以上の生徒の割合）（%）

児童生徒の家庭等での学習時間（高校2年生：2時間
以上の生徒の割合）（%）

施策8は、確かな学力の育成を図るため、授業改善の促進を図ると
ともに、学習習慣の定着化に取り組むものであり、学力の向上に
は、家庭等での学習習慣の確立が必要であることから、家庭学習習
慣の定着状況を測るために、全国学力・学習状況調査における平日
に家庭等で1時間以上学習に取り組んでいる生徒の割合を目標指標
として設定した。なお、全国学力・学習状況調査結果の公表におい
て、平成29年度から仙台市を除いた数値も公表していることから、
仙台市を含めない数値を指標とする。

施策8は、高校教育の質を保証し、学力向上を図るとともに、就職
率や進学率の向上に取り組むものである。そのためには、教師によ
る「分かる授業」の実現とともに、生徒による自主的・継続的な学
習が必要であり、家庭等における学習状況を把握する指標として、
これまで、高校2年生における「平日に家庭等での学習時間が2時間
以上の生徒の割合」を目標指標として設定した。なお、家庭等での
学習には、学校での放課後学習、課外学習、塾などでの学習を含む
こととしている。

新規高卒者の就職決定率の全国平均値とのかい離
（ポイント）

児童生徒の家庭等での学習時間（小学6年生：30分以
上の児童の割合）（%）

施策8では、生徒が将来の生き方を自分で考え、自らの人生
を主体的に築き上げられるよう、また、職業観・勤労観を
養うためキャリア教育を充実させることが必要である。さ
らに、生徒の希望進路の実現に向け、適切な支援をしてい
くことも重要となることから、教育の成果測定として、就
職希望の生徒の内定状況を目標指標として設定した。（全
国平均とのかい離を目標指標とする。）

施策8は、確かな学力の育成を図るため、授業改善の促進を図ると
ともに、学習習慣の定着化に取り組むものであり、学力の向上に
は、家庭等での学習習慣の確立が必要であることから、家庭学習習
慣の定着状況を測るために、全国学力・学習状況調査における平日
に家庭等で30分以上学習に取り組んでいる児童の割合を目標指標と
して設定した。なお、全国学力・学習状況調査結果の公表におい
て、平成29年度から仙台市を除いた数値も公表していることから、
仙台市を含めない数値を指標とする。
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番号 49 柱 2 政策 4 施策 8 番号 50 柱 2 政策 4 施策 8

名称 名称

番号 51 柱 2 政策 4 施策 8 番号 52 柱 2 政策 4 施策 8

名称 名称

75

2799

番号 53 柱 2 政策 4 施策 8 番号 54 柱 2 政策 4 施策 8

名称 名称
「人の役に立つ人間になりたいと思う」と答えた児
童生徒の割合（中学3年生）（%）

インターンシップやアカデミックインターンシップ
等に取り組んでいる県立高等学校の割合（%）

施策8は、将来の生き方を考え、高い志を持った児童生徒の
育成に取り組むものであり、集団や社会の中で果たすべき
役割を考えることが大切であることから、全国学力・学習
状況調査において「人の役に立つ人間になりたいと思う」
と答えた生徒の割合を目標指標として設定した。

施策8では、将来の生き方を考え、高い志を持った生徒を育
成するため、また、生徒の学力向上、就職率や進学率の向
上、早期離職率を低下させるために、キャリア教育に取り
組むものである。
キャリア教育の中でも一般的なインターンシップ及び大学
進学を見据えた大学訪問などのアカデミック・インターン
シップ等の取組も合わせ、目標指標として設定した。

「将来の夢や目標を持っている」と答えた児童生徒
の割合（中学2年生）（%）

「人の役に立つ人間になりたいと思う」と答えた児
童生徒の割合（小学6年生）（%）

施策8は、将来の生き方を考え、高い志を持った生徒の育成
に取り組むものであり、豊かな人間性や社会性の育成を図
ることが大切であることから、宮城県児童生徒学習意識等
調査において「将来の夢や目標をもっている」と答えた生
徒の割合を目標指標として設定した。
※令和６年度評価より、実績値の調査対象学年を「中学１年生」か
ら「中学２年生」に変更。

施策8は、将来の生き方を考え、高い志を持った児童生徒の
育成に取り組むものであり、集団や社会の中で果たすべき
役割を考えることが大切であることから、全国学力・学習
状況調査において「人の役に立つ人間になりたいと思う」
と答えた児童の割合を目標指標として設定した。

保幼小接続のための「スタートカリキュラム」を作成して
いる市町村立小学校の割合（仙台市を除く）（%）

「将来の夢や目標を持っている」と答えた児童生徒
の割合（小学5年生）（%）

施策8は、幼児教育センターにおいて、幼児教育と小学校教
育との円滑な接続等に向けて、幼稚園・保育所・認定こど
も園等の幼児教育施設側だけでなく、小学校に対する取組
の充実も図っていくものであり、こうした取組は、スター
トカリキュラムの作成率に影響すると考えられることか
ら、「保幼小接続のための『スタートカリキュラム』を作
成している市町村立小学校の割合」を目標指標として設定
した。

施策8は、将来の生き方を考え、高い志を持った児童の育成
に取り組むものであり、豊かな人間性や社会性の育成を図
ることが大切であることから、宮城県児童生徒学習意識等
調査において「将来の夢や目標をもっている」と答えた児
童の割合を目標指標として設定した。
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番号 55 柱 2 政策 4 施策 8 番号 56 柱 2 政策 4 施策 8

名称 名称

番号 57 柱 2 政策 4 施策 8 番号 58 柱 2 政策 4 施策 8

名称 名称

番号 59 柱 2 政策 4 施策 8 番号 60 柱 2 政策 4 施策 8

名称 名称
「話し合う活動を通じて、自分の考えを深めたり、広げたりするこ
とができていると思う」と答えた児童生徒の割合（小学6年生）
（%）

「話し合う活動を通じて、自分の考えを深めたり、広げたりするこ
とができていると思う」と答えた児童生徒の割合（中学3年生）
（%）

施策8は、児童生徒の理解の質を高めるため、一人ひとりの能力や
特性に応じた学びや社会とつながる協働的な学びに取り組むもので
あることから、全国学力・学習状況調査における話し合う活動にお
ける自分の考えを深めたり広げたりすることについて肯定的に捉え
ている児童の割合を目標指標として設定した。なお、全国学力・学
習状況調査結果の公表において、平成29年度から仙台市を除いた数
値も公表していることから、仙台市を含めない数値を指標とする。

施策8は、児童生徒の理解の質を高めるため、一人ひとりの能力や
特性に応じた学びや社会とつながる協働的な学びに取り組むもので
あることから、全国学力・学習状況調査における話し合う活動にお
ける自分の考えを深めたり広げたりすることについて肯定的に捉え
ている生徒の割合を目標指標として設定した。なお、全国学力・学
習状況調査結果の公表において、平成29年度から仙台市を除いた数
値も公表していることから、仙台市を含めない数値を指標とする。

児童生徒の家庭等での学習時間（中学3年生：1時間
以上の生徒の割合）（%）

児童生徒の家庭等での学習時間（高校2年生：2時間
以上の生徒の割合）（%）

施策8は、確かな学力の育成を図るため、授業改善の促進を図ると
ともに、学習習慣の定着化に取り組むものであり、学力の向上に
は、家庭等での学習習慣の確立が必要であることから、家庭学習習
慣の定着状況を測るために、全国学力・学習状況調査における平日
に家庭等で1時間以上学習に取り組んでいる生徒の割合を目標指標
として設定した。なお、全国学力・学習状況調査結果の公表におい
て、平成29年度から仙台市を除いた数値も公表していることから、
仙台市を含めない数値を指標とする。

施策8は、高校教育の質を保証し、学力向上を図るとともに、就職
率や進学率の向上に取り組むものである。そのためには、教師によ
る「分かる授業」の実現とともに、生徒による自主的・継続的な学
習が必要であり、家庭等における学習状況を把握する指標として、
これまで、高校2年生における「平日に家庭等での学習時間が2時間
以上の生徒の割合」を目標指標として設定した。なお、家庭等での
学習には、学校での放課後学習、課外学習、塾などでの学習を含む
こととしている。

新規高卒者の就職決定率の全国平均値とのかい離
（ポイント）

児童生徒の家庭等での学習時間（小学6年生：30分以
上の児童の割合）（%）

施策8では、生徒が将来の生き方を自分で考え、自らの人生
を主体的に築き上げられるよう、また、職業観・勤労観を
養うためキャリア教育を充実させることが必要である。さ
らに、生徒の希望進路の実現に向け、適切な支援をしてい
くことも重要となることから、教育の成果測定として、就
職希望の生徒の内定状況を目標指標として設定した。（全
国平均とのかい離を目標指標とする。）

施策8は、確かな学力の育成を図るため、授業改善の促進を図ると
ともに、学習習慣の定着化に取り組むものであり、学力の向上に
は、家庭等での学習習慣の確立が必要であることから、家庭学習習
慣の定着状況を測るために、全国学力・学習状況調査における平日
に家庭等で30分以上学習に取り組んでいる児童の割合を目標指標と
して設定した。なお、全国学力・学習状況調査結果の公表におい
て、平成29年度から仙台市を除いた数値も公表していることから、
仙台市を含めない数値を指標とする。
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番号 61 柱 2 政策 4 施策 8 番号 62 柱 2 政策 4 施策 8

名称 名称

番号 63 柱 2 政策 4 施策 8 番号 64 柱 2 政策 4 施策 8

名称 名称

番号 65 柱 2 政策 4 施策 8 番号 66 柱 2 政策 4 施策 8

名称 名称
児童生徒の体力・運動能力調査における体力合計点の全国
平均値とのかい離（小学5年生）（女）（ポイント）

児童生徒の体力・運動能力調査における体力合計点の全国
平均値とのかい離（中学2年生）（男）（ポイント）

施策8は、健康な身体づくりや体力・運動能力の向上に取り
組むものであり、体力・運動能力に関する複数の項目で総
合的な向上具合を確認する必要があることから、スポーツ
庁全国体力・運動能力調査の実技に関する調査8項目（握
力・上体起こし・長座体前屈・反復横とび・20ｍシャトル
ラン・50ｍ走・立ち幅跳び・ソフトボール投げ）の体力合
計点の平均値を目標指標として設定した。

施策8は、健康な身体づくりや体力・運動能力の向上に取り
組むものであり、体力・運動能力に関する複数の項目で総
合的な向上具合を確認する必要があることから、スポーツ
庁全国体力・運動能力調査の実技に関する調査8項目（握
力・上体起こし・長座体前屈・反復横とび・20ｍシャトル
ラン・50ｍ走（又は持久走）・立ち幅跳び・ソフトボール
投げ）の体力合計点の平均値を目標指標として設定した。

大学等への現役進学達成率の全国平均値とのかい離
（ポイント）

児童生徒の体力・運動能力調査における体力合計点の全国
平均値とのかい離（小学5年生）（男）（ポイント）

施策8は、生徒たちが地域や宮城の将来を支える人材となる
よう、高校教育の質の保証をし、学力の向上を図り、希望
する大学等への進学を達成を目指すものである。
本県では高校卒業時における進学志願者数のうち、実際に
大学等に進学した生徒数の割合を「進学達成率」として算
出し、達成状況を把握するとともに、全国値との差（かい
離ポイント）を目標指標として設定した。

施策8は、健康な身体づくりや体力・運動能力の向上に取り
組むものであり、体力・運動能力に関する複数の項目で総
合的な向上具合を確認する必要があることから、スポーツ
庁全国体力・運動能力調査の実技に関する調査8項目（握
力・上体起こし・長座体前屈・反復横とび・20ｍシャトル
ラン・50ｍ走・立ち幅跳び・ソフトボール投げ）の体力合
計点の平均値を目標指標として設定した。

全国平均正答率とのかい離（小学6年生）（ポイン
ト）

全国平均正答率とのかい離（中学3年生）（ポイン
ト）

施策8は、学力の全体的な底上げを図るため、学習の系統性を重視
した指導の充実や学力調査を活用したPDCAサイクルの確立に取り組
むものであることから、経年で測定することが可能であり、難易度
の変動の影響を受けにくい数値として、全国学力・学習状況調査に
おける全国平均正答率との「かい離ポイント（2科目のかい離の平
均）」を目標指標として設定した。なお、平成29年度から仙台市を
除いた数値も公表していることから、仙台市を含めない数値を指標
とする。

施策8は、学力の全体的な底上げを図るため、学習の系統性を重視
した指導の充実や学力調査を活用したPDCAサイクルの確立に取り組
むものであることから、経年で測定することが可能であり、難易度
の変動の影響を受けにくい数値として、全国学力・学習状況調査に
おける全国平均正答率との「かい離ポイント（2科目のかい離の平
均）」を目標指標として設定した。なお、平成29年度から仙台市を
除いた数値も公表していることから、仙台市を含めない数値を指標
とする。
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番号 67 柱 2 政策 4 施策 8 番号 68 柱 2 政策 4 施策 9

名称 名称

番号 69 柱 2 政策 4 施策 9 番号 70 柱 2 政策 4 施策 9

名称 名称

番号 71 柱 2 政策 4 施策 9 番号 72 柱 2 政策 4 施策 9

名称 名称

保護者等に対して学校公開を実施している学校
（小・中）の割合（中学校）（%）

児童生徒の体力・運動能力調査における体力合計点の全国
平均値とのかい離（中学2年生）（女）（ポイント）

保護者等に対して学校公開を実施している学校
（小・中）の割合（小学校）（%）

施策8は、健康な身体づくりや体力・運動能力の向上に取り
組むものであり、体力・運動能力に関する複数の項目で総
合的な向上具合を確認する必要があることから、スポーツ
庁全国体力・運動能力調査の実技に関する調査8項目（握
力・上体起こし・長座体前屈・反復横とび・20ｍシャトル
ラン・50ｍ走（又は持久走）・立ち幅跳び・ソフトボール
投げ）の体力合計点の平均値を目標指標として設定した。

施策9は、学校におけるカリキュラムマネジメントの基礎と
なる学校評価の充実と活用に取り組むものであり、そのた
めには各学校において教育活動に対する理解と協力を得る
ために、教育方針・授業・活動等の情報を保護者等に対し
て積極的に公開し、学校教育の現状への理解を深めていく
ことが重要であることから、教育課程実施状況等に関する
調査における、保護者等に対して10日以上学校公開を実施
している学校の割合を目標指標として設定した。

施策9は、学校におけるカリキュラムマネジメントの基礎と
なる学校評価の充実と活用に取り組むものであり、そのた
めには各学校において教育活動に対する理解と協力を得る
ために、教育方針・授業・活動等の情報を保護者等に対し
て積極的に公開し、学校教育の現状への理解を深めていく
ことが重要であることから、教育課程実施状況等に関する
調査における、保護者等に対して10日以上学校公開を実施
している学校の割合を目標指標として設定した。

施策9は、学校におけるカリキュラムマネジメントの基礎と
なる学校評価の充実と活用に取り組むものであり、評価の
公表は保護者や地域住民等の外部から教育活動への理解と
協力を得るために重要であることから、生徒、保護者及び
教員へのアンケート調査に基づく学校評価の結果が適正で
あるかどうかについて、学校評議員等の外部により検証さ
れた結果を公表している学校の割合を目標指標として設定
した。

学校関係者評価を広く公表している県立高等学校の
割合（%）

特別支援学校の児童生徒が居住地の小・中学校の児
童生徒と交流及び共同学習した割合（%）

施策9は、障害の有無によらず、全ての児童生徒の心豊かな
生活と共生社会の実現に取り組むものであり、居住地域で
の学習を希望する特別支援学校の児童生徒が、居住地校に
おいて交流及び共同学習を行う居住地校学習推進事業の実
績値を目標指数として設定した。

施策9は、児童生徒が安心して学校生活を送ることができる
よう、行きたくなる学校づくりを推進するものであり、こ
のことにより全ての児童生徒が自己有用感と充実感を持
ち、楽しく過ごすことのできる学校づくりにつながると考
えられることから、宮城県児童生徒学習意識等調査におけ
る「学校は楽しいと思う」に肯定的な回答をした児童の割
合を目標指数として設定した。

「学校は楽しいと思う」と答えた児童生徒の割合
（小学5年生）（%）
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番号 61 柱 2 政策 4 施策 8 番号 62 柱 2 政策 4 施策 8

名称 名称

番号 63 柱 2 政策 4 施策 8 番号 64 柱 2 政策 4 施策 8

名称 名称

番号 65 柱 2 政策 4 施策 8 番号 66 柱 2 政策 4 施策 8

名称 名称
児童生徒の体力・運動能力調査における体力合計点の全国
平均値とのかい離（小学5年生）（女）（ポイント）

児童生徒の体力・運動能力調査における体力合計点の全国
平均値とのかい離（中学2年生）（男）（ポイント）

施策8は、健康な身体づくりや体力・運動能力の向上に取り
組むものであり、体力・運動能力に関する複数の項目で総
合的な向上具合を確認する必要があることから、スポーツ
庁全国体力・運動能力調査の実技に関する調査8項目（握
力・上体起こし・長座体前屈・反復横とび・20ｍシャトル
ラン・50ｍ走・立ち幅跳び・ソフトボール投げ）の体力合
計点の平均値を目標指標として設定した。

施策8は、健康な身体づくりや体力・運動能力の向上に取り
組むものであり、体力・運動能力に関する複数の項目で総
合的な向上具合を確認する必要があることから、スポーツ
庁全国体力・運動能力調査の実技に関する調査8項目（握
力・上体起こし・長座体前屈・反復横とび・20ｍシャトル
ラン・50ｍ走（又は持久走）・立ち幅跳び・ソフトボール
投げ）の体力合計点の平均値を目標指標として設定した。

大学等への現役進学達成率の全国平均値とのかい離
（ポイント）

児童生徒の体力・運動能力調査における体力合計点の全国
平均値とのかい離（小学5年生）（男）（ポイント）

施策8は、生徒たちが地域や宮城の将来を支える人材となる
よう、高校教育の質の保証をし、学力の向上を図り、希望
する大学等への進学を達成を目指すものである。
本県では高校卒業時における進学志願者数のうち、実際に
大学等に進学した生徒数の割合を「進学達成率」として算
出し、達成状況を把握するとともに、全国値との差（かい
離ポイント）を目標指標として設定した。

施策8は、健康な身体づくりや体力・運動能力の向上に取り
組むものであり、体力・運動能力に関する複数の項目で総
合的な向上具合を確認する必要があることから、スポーツ
庁全国体力・運動能力調査の実技に関する調査8項目（握
力・上体起こし・長座体前屈・反復横とび・20ｍシャトル
ラン・50ｍ走・立ち幅跳び・ソフトボール投げ）の体力合
計点の平均値を目標指標として設定した。

全国平均正答率とのかい離（小学6年生）（ポイン
ト）

全国平均正答率とのかい離（中学3年生）（ポイン
ト）

施策8は、学力の全体的な底上げを図るため、学習の系統性を重視
した指導の充実や学力調査を活用したPDCAサイクルの確立に取り組
むものであることから、経年で測定することが可能であり、難易度
の変動の影響を受けにくい数値として、全国学力・学習状況調査に
おける全国平均正答率との「かい離ポイント（2科目のかい離の平
均）」を目標指標として設定した。なお、平成29年度から仙台市を
除いた数値も公表していることから、仙台市を含めない数値を指標
とする。

施策8は、学力の全体的な底上げを図るため、学習の系統性を重視
した指導の充実や学力調査を活用したPDCAサイクルの確立に取り組
むものであることから、経年で測定することが可能であり、難易度
の変動の影響を受けにくい数値として、全国学力・学習状況調査に
おける全国平均正答率との「かい離ポイント（2科目のかい離の平
均）」を目標指標として設定した。なお、平成29年度から仙台市を
除いた数値も公表していることから、仙台市を含めない数値を指標
とする。

-3.0 

-3.5 
-4.5 

-3.5 

0.0 

-5.0
-4.0
-3.0
-2.0
-1.0
0.0

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

-3.5 
-3.5 -3.5 

-4.5 

0.0 

-5.0

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0
初期値 R3 R4 R5 R6目標値

0.2

0.9
1.1 1.2 1.5

0.0

0.5

1.0

1.5

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

-0.36 -0.37 

-0.84 

-0.31 

0.1 

-1.00

-0.50

0.00

0.50

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

-0.33 -0.44 -0.49 -0.42 

0.1 

-0.50

0.00

0.50

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

0.08 0.23 0.09 

0.87 

0.1 
0.00
0.10
0.20
0.30
0.40
0.50
0.60
0.70
0.80
0.90

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

番号 67 柱 2 政策 4 施策 8 番号 68 柱 2 政策 4 施策 9

名称 名称

番号 69 柱 2 政策 4 施策 9 番号 70 柱 2 政策 4 施策 9

名称 名称

番号 71 柱 2 政策 4 施策 9 番号 72 柱 2 政策 4 施策 9

名称 名称

保護者等に対して学校公開を実施している学校
（小・中）の割合（中学校）（%）

児童生徒の体力・運動能力調査における体力合計点の全国
平均値とのかい離（中学2年生）（女）（ポイント）

保護者等に対して学校公開を実施している学校
（小・中）の割合（小学校）（%）

施策8は、健康な身体づくりや体力・運動能力の向上に取り
組むものであり、体力・運動能力に関する複数の項目で総
合的な向上具合を確認する必要があることから、スポーツ
庁全国体力・運動能力調査の実技に関する調査8項目（握
力・上体起こし・長座体前屈・反復横とび・20ｍシャトル
ラン・50ｍ走（又は持久走）・立ち幅跳び・ソフトボール
投げ）の体力合計点の平均値を目標指標として設定した。

施策9は、学校におけるカリキュラムマネジメントの基礎と
なる学校評価の充実と活用に取り組むものであり、そのた
めには各学校において教育活動に対する理解と協力を得る
ために、教育方針・授業・活動等の情報を保護者等に対し
て積極的に公開し、学校教育の現状への理解を深めていく
ことが重要であることから、教育課程実施状況等に関する
調査における、保護者等に対して10日以上学校公開を実施
している学校の割合を目標指標として設定した。

施策9は、学校におけるカリキュラムマネジメントの基礎と
なる学校評価の充実と活用に取り組むものであり、そのた
めには各学校において教育活動に対する理解と協力を得る
ために、教育方針・授業・活動等の情報を保護者等に対し
て積極的に公開し、学校教育の現状への理解を深めていく
ことが重要であることから、教育課程実施状況等に関する
調査における、保護者等に対して10日以上学校公開を実施
している学校の割合を目標指標として設定した。

施策9は、学校におけるカリキュラムマネジメントの基礎と
なる学校評価の充実と活用に取り組むものであり、評価の
公表は保護者や地域住民等の外部から教育活動への理解と
協力を得るために重要であることから、生徒、保護者及び
教員へのアンケート調査に基づく学校評価の結果が適正で
あるかどうかについて、学校評議員等の外部により検証さ
れた結果を公表している学校の割合を目標指標として設定
した。

学校関係者評価を広く公表している県立高等学校の
割合（%）

特別支援学校の児童生徒が居住地の小・中学校の児
童生徒と交流及び共同学習した割合（%）

施策9は、障害の有無によらず、全ての児童生徒の心豊かな
生活と共生社会の実現に取り組むものであり、居住地域で
の学習を希望する特別支援学校の児童生徒が、居住地校に
おいて交流及び共同学習を行う居住地校学習推進事業の実
績値を目標指数として設定した。

施策9は、児童生徒が安心して学校生活を送ることができる
よう、行きたくなる学校づくりを推進するものであり、こ
のことにより全ての児童生徒が自己有用感と充実感を持
ち、楽しく過ごすことのできる学校づくりにつながると考
えられることから、宮城県児童生徒学習意識等調査におけ
る「学校は楽しいと思う」に肯定的な回答をした児童の割
合を目標指数として設定した。

「学校は楽しいと思う」と答えた児童生徒の割合
（小学5年生）（%）
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番号 73 柱 2 政策 4 施策 9 番号 74 柱 2 政策 4 施策 9

名称 名称

番号 75 柱 2 政策 4 施策 9 番号 76 柱 2 政策 4 施策 9

名称 名称

「学校は楽しいと思う」と答えた児童生徒の割合
（中学２年生）（%）

施策9は、児童生徒が安心して学校生活を送ることができるよう、
行きたくなる学校づくりを推進するものであり、このことにより全
ての児童生徒が自己有用感と充実感を持ち、楽しく過ごすことので
きる学校づくりにつながると考えられることから、宮城県児童生徒
学習意識等調査における「学校は楽しいと思う」に肯定的な回答を
した生徒の割合を目標指数として設定した。
※令和６年度評価より、実績値の調査対象学年を「中学１年生」か
ら「中学２年生」に変更。

施策9は、学校内外における不登校支援体制の構築を進め、
不登校児童生徒や休みがちな児童生徒に対する多様な教育
機会の確保を図るものであり、こうした取組は教育機会確
保法における個々の不登校児童の状況に応じた支援の推進
につながることから、宮城県児童生徒長期欠席状況調査に
おける「不登校児童のうち学習支援を受けている児童の割
合」を目標指数として設定した。

授業中にＩＣＴを活用して指導することができる教
員の割合（%）

不登校児童生徒のうち学習支援を受けている児童生
徒の割合（小学生）（%）

不登校児童生徒のうち学習支援を受けている児童生
徒の割合（中学生）（%）

施策9は、学校内外における不登校支援体制の構築を進め、
不登校児童生徒や休みがちな児童生徒に対する多様な教育
機会の確保を図るものであり、こうした取組は教育機会確
保法における個々の不登校児童の状況に応じた支援の推進
につながることから、宮城県児童生徒長期欠席状況調査に
おける「不登校児童のうち学習支援を受けている生徒の割
合」を目標指数として設定した。

施策9は、県立学校にICT支援員を派遣するものであり、こ
うした取組により授業における教員のICTを活用した指導力
の底上げにつながると考えられることから、文部科学省
「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」にお
ける「教員のICT活用指導力の状況」のうち、「授業にICT
を活用して指導する能力」の値を目標指標として設定し
た。
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番号 77 柱 3 政策 5 施策 10 番号 78 柱 3 政策 5 施策 10

名称 名称

番号 79 柱 3 政策 5 施策 10 番号 80 柱 3 政策 5 施策 10

名称 名称

番号 81 柱 3 政策 5 施策 10 番号 82 柱 3 政策 5 施策 10

名称 名称
地方創生推進交付金の活用事業数(市町村分)（事
業）［累計］

「みやぎ移住サポートセンター」を通じたUIJターン
移住者数（人）［累計］

施策10は、地域活動の促進や地域コミュニティの機能強
化、活性化に取り組むものであり、こうした地方公共団体
が行う自主的・主体的な取組は、国の地方創生推進交付金
を活用して実施されることが多いことから、県が国の委任
事務として行う市町村に対する地方創生推進交付金の交付
決定事業数の合計値を目標指標としたもの。

施策10は、移住・定住や関係人口の増加に取り組むもので
あり、こうした取組は首都圏からの移住者数に影響すると
考えられることから、東京に設置されている「みやぎ移住
サポートセンター」に宮城県への移住について相談し、実
際に移住した移住者数を目標指標として設定した。

障害者雇用率（%） 女性のチカラを活かすゴールド認証企業数（社）

施策10は、障害者等の就労を通じた多様な主体の社会参画
の促進に取り組むものであり、こうした取組は県内企業の
障害者雇用にも影響すると考えられることから、障害者雇
用促進法に基づく障害者雇用率を目標指標として設定し
た。

施策10は、産学官の関係機関等と連携し、女性や高齢者、
障害者、外国人、ひきこもり状態にある人など、多様な人
がそれぞれの状況に応じた働きやすい環境の整備を進め、
就労を通じた社会参画を促進するものであり、こうした取
組は、誰もが働きやすく、仕事と家庭の両立がしやすい職
場づくりを進めている企業数に影響すると考えられること
から、「女性のチカラを活かすゴールド認証企業」を目標
指標として設定した。

雇用支援拠点における支援者の就職件数（人）［累
計］

高年齢者雇用率（%）

施策10は、企業の人手不足や働き方の多様化により生じる
求職・求人双方の様々なニーズに対して、雇用支援拠点を
通じたきめ細かな対応により、多様な人材の活躍推進に取
り組むものであり、こうした取組はハローワーク等を経由
した就職件数に影響すると考えられることから、雇用支援
拠点における支援者の就職件数を目標指標として設定し
た。

施策10は、高年齢者等の就労を通じた多様な主体の社会参
加を促進する取組であり、定年退職後も働く意欲や、培っ
た経験・能力の活用を望む高齢者が増加しており、自らの
生きがいの充実及び社会参加を希望する高年齢者の活用推
進が必要であるため、高年齢者の就業状況を測ることがで
きる指標として厚生労働省「高年齢者雇用状況等報告」に
おける常用労働者全体に占める60歳以上の常用労働者の割
合を目標指標として設定した。
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番号 73 柱 2 政策 4 施策 9 番号 74 柱 2 政策 4 施策 9

名称 名称

番号 75 柱 2 政策 4 施策 9 番号 76 柱 2 政策 4 施策 9

名称 名称

「学校は楽しいと思う」と答えた児童生徒の割合
（中学２年生）（%）

施策9は、児童生徒が安心して学校生活を送ることができるよう、
行きたくなる学校づくりを推進するものであり、このことにより全
ての児童生徒が自己有用感と充実感を持ち、楽しく過ごすことので
きる学校づくりにつながると考えられることから、宮城県児童生徒
学習意識等調査における「学校は楽しいと思う」に肯定的な回答を
した生徒の割合を目標指数として設定した。
※令和６年度評価より、実績値の調査対象学年を「中学１年生」か
ら「中学２年生」に変更。

施策9は、学校内外における不登校支援体制の構築を進め、
不登校児童生徒や休みがちな児童生徒に対する多様な教育
機会の確保を図るものであり、こうした取組は教育機会確
保法における個々の不登校児童の状況に応じた支援の推進
につながることから、宮城県児童生徒長期欠席状況調査に
おける「不登校児童のうち学習支援を受けている児童の割
合」を目標指数として設定した。

授業中にＩＣＴを活用して指導することができる教
員の割合（%）

不登校児童生徒のうち学習支援を受けている児童生
徒の割合（小学生）（%）

不登校児童生徒のうち学習支援を受けている児童生
徒の割合（中学生）（%）

施策9は、学校内外における不登校支援体制の構築を進め、
不登校児童生徒や休みがちな児童生徒に対する多様な教育
機会の確保を図るものであり、こうした取組は教育機会確
保法における個々の不登校児童の状況に応じた支援の推進
につながることから、宮城県児童生徒長期欠席状況調査に
おける「不登校児童のうち学習支援を受けている生徒の割
合」を目標指数として設定した。

施策9は、県立学校にICT支援員を派遣するものであり、こ
うした取組により授業における教員のICTを活用した指導力
の底上げにつながると考えられることから、文部科学省
「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」にお
ける「教員のICT活用指導力の状況」のうち、「授業にICT
を活用して指導する能力」の値を目標指標として設定し
た。
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番号 77 柱 3 政策 5 施策 10 番号 78 柱 3 政策 5 施策 10

名称 名称

番号 79 柱 3 政策 5 施策 10 番号 80 柱 3 政策 5 施策 10

名称 名称

番号 81 柱 3 政策 5 施策 10 番号 82 柱 3 政策 5 施策 10

名称 名称
地方創生推進交付金の活用事業数(市町村分)（事
業）［累計］

「みやぎ移住サポートセンター」を通じたUIJターン
移住者数（人）［累計］

施策10は、地域活動の促進や地域コミュニティの機能強
化、活性化に取り組むものであり、こうした地方公共団体
が行う自主的・主体的な取組は、国の地方創生推進交付金
を活用して実施されることが多いことから、県が国の委任
事務として行う市町村に対する地方創生推進交付金の交付
決定事業数の合計値を目標指標としたもの。

施策10は、移住・定住や関係人口の増加に取り組むもので
あり、こうした取組は首都圏からの移住者数に影響すると
考えられることから、東京に設置されている「みやぎ移住
サポートセンター」に宮城県への移住について相談し、実
際に移住した移住者数を目標指標として設定した。

障害者雇用率（%） 女性のチカラを活かすゴールド認証企業数（社）

施策10は、障害者等の就労を通じた多様な主体の社会参画
の促進に取り組むものであり、こうした取組は県内企業の
障害者雇用にも影響すると考えられることから、障害者雇
用促進法に基づく障害者雇用率を目標指標として設定し
た。

施策10は、産学官の関係機関等と連携し、女性や高齢者、
障害者、外国人、ひきこもり状態にある人など、多様な人
がそれぞれの状況に応じた働きやすい環境の整備を進め、
就労を通じた社会参画を促進するものであり、こうした取
組は、誰もが働きやすく、仕事と家庭の両立がしやすい職
場づくりを進めている企業数に影響すると考えられること
から、「女性のチカラを活かすゴールド認証企業」を目標
指標として設定した。

雇用支援拠点における支援者の就職件数（人）［累
計］

高年齢者雇用率（%）

施策10は、企業の人手不足や働き方の多様化により生じる
求職・求人双方の様々なニーズに対して、雇用支援拠点を
通じたきめ細かな対応により、多様な人材の活躍推進に取
り組むものであり、こうした取組はハローワーク等を経由
した就職件数に影響すると考えられることから、雇用支援
拠点における支援者の就職件数を目標指標として設定し
た。

施策10は、高年齢者等の就労を通じた多様な主体の社会参
加を促進する取組であり、定年退職後も働く意欲や、培っ
た経験・能力の活用を望む高齢者が増加しており、自らの
生きがいの充実及び社会参加を希望する高年齢者の活用推
進が必要であるため、高年齢者の就業状況を測ることがで
きる指標として厚生労働省「高年齢者雇用状況等報告」に
おける常用労働者全体に占める60歳以上の常用労働者の割
合を目標指標として設定した。
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番号 83 柱 3 政策 5 施策 10 番号 84 柱 3 政策 5 施策 10

名称 名称

番号 85 柱 3 政策 5 施策 10 番号 86 柱 3 政策 5 施策 11

名称 名称

番号 87 柱 3 政策 5 施策 11 番号 88 柱 3 政策 5 施策 11

名称 名称
みやぎ県民文化創造の祭典参加者の意識の変化（不安を抱える方々の心のケア
のために文化芸術の果たす役割が大切だと思う人の割合）（%）

総合型地域スポーツクラブの市町村における育成率
（%）

施策11は、県内各地で開催される文化芸術活動の支援等に
取り組むものであり、こうした取組は参加した者の意識の
変化に影響を与えると考えられることから、県民意識調査
の結果を初期値とし、みやぎ県民文化創造の祭典参加者ア
ンケートの結果を目標指標として設定した。

施策11は、本県のスポーツ推進計画に基づき、広域スポーツセン
ターが中心となり、総合型地域スポーツクラブの設立・育成の支援
を積極的に行っていく取組であり、国のスポーツ基本計画において
も、住民が主体的に参画する地域のスポーツ環境を整備するため、
総合型地域スポーツクラブの創設を政策目標とし、各市町村に少な
くとも1つは総合型地域スポーツクラブが育成されることを目指し
ていることから、県内全市町村の育成率を目標指標として設定し
た。

外国人雇用者数（技能実習生を除く）（人）
みやぎ県民文化創造の祭典参加者の意識の変化（文化芸術が身近な所で様々な
分野に活用され地域の活性化に役立っていると思う人の割合）（%）

施策10は、外国人雇用者等の就労を通じた多様な主体の社
会参加を促進する取組であり、人手不足、グローバル化対
応に向け、外国人材を適切に活用・確保していく必要があ
る。よって、外国人材の就業状況を測ることができる指標
として、厚生労働省「外国人雇用状況」における外国人雇
用者数（技能実習生を除く）を目標指標として設定した。

施策11は、県内各地で開催される文化芸術活動の支援等に
取り組むものであり、こうした取組は参加した者の意識の
変化に影響を与えると考えられることから、県民意識調査
の結果を初期値とし、みやぎ県民文化創造の祭典参加者ア
ンケートの結果を目標指標として設定した。

都市と農村の交流活動事業に参加した人数（人）
多言語による生活情報の提供実施市町村数（市町
村）［累計］

施策10は、農村の地域づくりに関わる多様な人材との交流
や地域活動等を通じて関係人口の拡大・創出に取り組むも
のであり、こうした取組で農村の持つ価値や魅力が再評価
され、多様なライフスタイルの普及や、地域活性化に貢献
する動きがみられることから、交流活動事業で企画・運営
する援農ボランティアやフィールドワーク等のイベントに
参加した人の合計値を目標指標として設定した。

施策10は、外国人が活躍しやすい社会の構築に取組むもの
であり、地域で暮らすために必要な生活情報が多言語で提
供されることは、外国人の暮らしやすさに直結すると考え
られることから、県内全ての市町村での実施を目標値とし
て設定した。
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番号 89 柱 3 政策 5 施策 11 番号 90 柱 3 政策 5 施策 11

名称 名称
生涯学習プラットフォーム閲覧数（セッション数）
（件）

市町村社会教育講座の参加者数（人口千人当たり）
（人）

施策11は、県内で開催されるあらゆる生涯学習に関する講
座等の情報や、学びを活かす場の情報を県民に分かりやす
く一元的に提供するWEBサイトとして構築した生涯学習プ
ラットフォーム（生涯学習WEBサイト）の活用を図るもので
あり、閲覧数（セッション数）により活用状況を計れるこ
とから、閲覧数（セッション数）を目標指標として設定し
た。

施策11は、県民誰もが、生涯にわたり、主体的に学び続け
ることで、充実した人生を送り、互いに高め合い、学習成
果を幅広く生かしていく地域社会の形成を目指すための取
組であり、社会教育講座の参加者数の把握が生涯学習・社
会教育事業・講座等の創意工夫・充実につながると考えら
れることから、市町村別社会教育事業実績調査のうち社会
教育講座等事業開設状況から、参加者数の合計値を目標指
標として設定した。
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番号 83 柱 3 政策 5 施策 10 番号 84 柱 3 政策 5 施策 10

名称 名称

番号 85 柱 3 政策 5 施策 10 番号 86 柱 3 政策 5 施策 11

名称 名称

番号 87 柱 3 政策 5 施策 11 番号 88 柱 3 政策 5 施策 11

名称 名称
みやぎ県民文化創造の祭典参加者の意識の変化（不安を抱える方々の心のケア
のために文化芸術の果たす役割が大切だと思う人の割合）（%）

総合型地域スポーツクラブの市町村における育成率
（%）

施策11は、県内各地で開催される文化芸術活動の支援等に
取り組むものであり、こうした取組は参加した者の意識の
変化に影響を与えると考えられることから、県民意識調査
の結果を初期値とし、みやぎ県民文化創造の祭典参加者ア
ンケートの結果を目標指標として設定した。

施策11は、本県のスポーツ推進計画に基づき、広域スポーツセン
ターが中心となり、総合型地域スポーツクラブの設立・育成の支援
を積極的に行っていく取組であり、国のスポーツ基本計画において
も、住民が主体的に参画する地域のスポーツ環境を整備するため、
総合型地域スポーツクラブの創設を政策目標とし、各市町村に少な
くとも1つは総合型地域スポーツクラブが育成されることを目指し
ていることから、県内全市町村の育成率を目標指標として設定し
た。

外国人雇用者数（技能実習生を除く）（人）
みやぎ県民文化創造の祭典参加者の意識の変化（文化芸術が身近な所で様々な
分野に活用され地域の活性化に役立っていると思う人の割合）（%）

施策10は、外国人雇用者等の就労を通じた多様な主体の社
会参加を促進する取組であり、人手不足、グローバル化対
応に向け、外国人材を適切に活用・確保していく必要があ
る。よって、外国人材の就業状況を測ることができる指標
として、厚生労働省「外国人雇用状況」における外国人雇
用者数（技能実習生を除く）を目標指標として設定した。

施策11は、県内各地で開催される文化芸術活動の支援等に
取り組むものであり、こうした取組は参加した者の意識の
変化に影響を与えると考えられることから、県民意識調査
の結果を初期値とし、みやぎ県民文化創造の祭典参加者ア
ンケートの結果を目標指標として設定した。

都市と農村の交流活動事業に参加した人数（人）
多言語による生活情報の提供実施市町村数（市町
村）［累計］

施策10は、農村の地域づくりに関わる多様な人材との交流
や地域活動等を通じて関係人口の拡大・創出に取り組むも
のであり、こうした取組で農村の持つ価値や魅力が再評価
され、多様なライフスタイルの普及や、地域活性化に貢献
する動きがみられることから、交流活動事業で企画・運営
する援農ボランティアやフィールドワーク等のイベントに
参加した人の合計値を目標指標として設定した。

施策10は、外国人が活躍しやすい社会の構築に取組むもの
であり、地域で暮らすために必要な生活情報が多言語で提
供されることは、外国人の暮らしやすさに直結すると考え
られることから、県内全ての市町村での実施を目標値とし
て設定した。
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番号 89 柱 3 政策 5 施策 11 番号 90 柱 3 政策 5 施策 11

名称 名称
生涯学習プラットフォーム閲覧数（セッション数）
（件）

市町村社会教育講座の参加者数（人口千人当たり）
（人）

施策11は、県内で開催されるあらゆる生涯学習に関する講
座等の情報や、学びを活かす場の情報を県民に分かりやす
く一元的に提供するWEBサイトとして構築した生涯学習プ
ラットフォーム（生涯学習WEBサイト）の活用を図るもので
あり、閲覧数（セッション数）により活用状況を計れるこ
とから、閲覧数（セッション数）を目標指標として設定し
た。

施策11は、県民誰もが、生涯にわたり、主体的に学び続け
ることで、充実した人生を送り、互いに高め合い、学習成
果を幅広く生かしていく地域社会の形成を目指すための取
組であり、社会教育講座の参加者数の把握が生涯学習・社
会教育事業・講座等の創意工夫・充実につながると考えら
れることから、市町村別社会教育事業実績調査のうち社会
教育講座等事業開設状況から、参加者数の合計値を目標指
標として設定した。
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番号 91 柱 3 政策 6 施策 12 番号 92 柱 3 政策 6 施策 12

名称 名称

番号 93 柱 3 政策 6 施策 12 番号 94 柱 3 政策 6 施策 12

名称 名称

番号 95 柱 3 政策 6 施策 12 番号 96 柱 3 政策 6 施策 12

名称 名称新規看護職員充足率（%） 特別養護老人ホーム入所定員数（人）［累計］

施策12は、本県において人口10万対看護師数は全国平均を下回って
いる状況が続いており、県全域及び二次医療圏では増加傾向にある
ものの、仙台市を除く地域は全国平均に比べ低く、また、病院、診
療所、施設等により充足率に差が出ている状況にあるため、県ナー
スセンターが毎年実施している「看護職員需要施設調査」におい
て、充足状況を把握し、看護職員の確保・定着及び資質向上に向
け、県民に質の高い看護を提供するための対策を講じる必要がある
ことから、新規看護職員充足率を目標指標として設定した。

施策12は、住み慣れた地域で安心した生活を送るため、ま
た、介護家族の負担を軽減するため、在宅系及び施設系
サービスの充実に取り組むものであり、こうした取組は、
特別養護老人ホーム等の介護保険施設における施設整備に
影響するため、特別養護老人ホームの入所定員数を目標指
標として設定した。

自殺死亡率（人口10万対）
県の施策による自治体病院等（県立病院を除く）へ
の医師配置数（人）

施策12は、生涯を通じた心身の健康づくり等に取り組むも
のであり、こうした取組の成果は自殺死亡率の低下に影響
すると考えられることから、人口動態調査における自殺死
亡率を目標指標として設定した。

施策12は、本県において仙台医療圏を除く3つの二次医療圏が医師
少数区域となっているため、医師の確保及び医師偏在解消に取り組
むものであり、平成17年度から取り組んできた宮城県ドクターバン
ク事業や、宮城県医学生修学資金等貸付事業、自治医科大学卒業医
師の配置などのほか、令和6年度から県内の医療機関に勤務する東
北医科薬科大学卒業医師により、医師の県内定着につなげていく必
要があることから、県の施策による自治体病院等への医師配置数を
目標指標として設定した。

メタボリックシンドローム該当者及び予備群の割合
（%）

12歳児のむし歯のない人の割合（%）

施策12は、食生活や運動習慣、喫煙等の生活習慣の改善を
通じて健康づくりに関する環境整備に取り組むもので、こ
うした取組により、動脈硬化の進行や心疾患、脳血管疾患
などを起こしやすくするメタボリックシンドロームの該当
者及び予備群割合を減らし、県民が望ましい生活習慣を身
につけ、より長く元気に活躍する社会の実現のために厚生
労働省発表の「メタボリックシンドローム該当者及び予備
群の割合」を目標指標として設定した。

施策12について、う蝕は、学齢期の子どもにとって代表的
な疾病であり、小児の健全な育成のためにう蝕予防は重要
である。12歳児のう蝕有病状況は、学齢期の歯科保健の代
表的な指標のひとつであり、その有用性は高いことや、乳
幼児期、学童期、思春期を対象とした県事業の評価に適す
る年代に配慮し、12歳児のむし歯のない人の割合を目標指
標として設定した。
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番号 97 柱 3 政策 6 施策 12 番号 98 柱 3 政策 6 施策 12

名称 名称

番号 99 柱 3 政策 6 施策 13 番号 100 柱 3 政策 6 施策 13

名称 名称

番号 101 柱 3 政策 6 施策 13 番号 102 柱 3 政策 6 施策 13

名称 名称
入院中の精神障害者の地域生活への移行（入院後
３ヶ月時点の退院率）（%）

入院中の精神障害者の地域生活への移行（精神病床
における入院後1年時点の退院率）（%）

施策13は、障害等があっても日常生活や社会生活において
居場所や役割を持ちいきいきと暮らせる社会づくり等に取
り組むものであり、こうした取組は精神科病院において入
院患者が早期に退院し、地域生活へ移行することにつなが
ると考えられることから、第6期障害福祉計画・第2期障害
児福祉計画において数値目標として位置づけている入院中
の精神障害者の入院後3ヶ月時点の退院率を目標指標として
設定した。

施策13は、障害等があっても日常生活や社会生活において
居場所や役割を持ちいきいきと暮らせる社会づくり等に取
り組むものであり、こうした取組は精神科病院において入
院患者が早期に退院し、地域生活へ移行することにつなが
ると考えられることから、第6期障害福祉計画・第2期障害
児福祉計画において数値目標として位置づけている精神病
床における入院後1年時点の退院率を目標指標として設定し
た。

低床バス導入率（%） グループホーム利用者数（人）

施策13は、高齢者や障害者などが自由に移動できる取組が
盛り込まれており、低床バスの導入は、移動等円滑化を促
進し、あらゆる人が利用しやすい交通の確保につながるこ
とから、低床バス導入率を目標指標として設定した。

施策13は、障害等があっても日常生活や社会生活において
居場所や役割を持ちいきいきと暮らせる社会づくり等に取
り組むものであり、こうした取組は共同生活援助（グルー
プホーム）等の障害福祉サービスの充実に影響すると考え
られることから、第6期障害福祉計画・第2期障害児福祉計
画において数値目標として位置づけているグループホーム
利用者数を目標指標として設定した。

チームオレンジの立ち上げ市町村数（か所）［累
計］

介護職員数（人）［累計］

施策12は、認知症の人や家族のニーズに対し早期からの適
切な支援を提供するために必要な取組であり、身近な地域
で迅速にニーズを把握し適切な支援につなぐ仕組みである
チームオレンジと連動することで、より効果的に課題解決
できると考えられることから、認知症施策推進大綱におけ
る2025年までの全市町村整備を目標指標として設定した。

施策12は、団塊の世代が75歳以上となる2025年に向け、今
後ますます利用の増加が見込まれる介護サービスの担い手
となる介護職員の確保・養成・定着の推進に取り組むもの
であり、こうした取組は介護職員数に寄与すると考えられ
ることから、介護職員数の累計値を目標指標として設定し
た。
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番号 91 柱 3 政策 6 施策 12 番号 92 柱 3 政策 6 施策 12

名称 名称

番号 93 柱 3 政策 6 施策 12 番号 94 柱 3 政策 6 施策 12

名称 名称

番号 95 柱 3 政策 6 施策 12 番号 96 柱 3 政策 6 施策 12

名称 名称新規看護職員充足率（%） 特別養護老人ホーム入所定員数（人）［累計］

施策12は、本県において人口10万対看護師数は全国平均を下回って
いる状況が続いており、県全域及び二次医療圏では増加傾向にある
ものの、仙台市を除く地域は全国平均に比べ低く、また、病院、診
療所、施設等により充足率に差が出ている状況にあるため、県ナー
スセンターが毎年実施している「看護職員需要施設調査」におい
て、充足状況を把握し、看護職員の確保・定着及び資質向上に向
け、県民に質の高い看護を提供するための対策を講じる必要がある
ことから、新規看護職員充足率を目標指標として設定した。

施策12は、住み慣れた地域で安心した生活を送るため、ま
た、介護家族の負担を軽減するため、在宅系及び施設系
サービスの充実に取り組むものであり、こうした取組は、
特別養護老人ホーム等の介護保険施設における施設整備に
影響するため、特別養護老人ホームの入所定員数を目標指
標として設定した。

自殺死亡率（人口10万対）
県の施策による自治体病院等（県立病院を除く）へ
の医師配置数（人）

施策12は、生涯を通じた心身の健康づくり等に取り組むも
のであり、こうした取組の成果は自殺死亡率の低下に影響
すると考えられることから、人口動態調査における自殺死
亡率を目標指標として設定した。

施策12は、本県において仙台医療圏を除く3つの二次医療圏が医師
少数区域となっているため、医師の確保及び医師偏在解消に取り組
むものであり、平成17年度から取り組んできた宮城県ドクターバン
ク事業や、宮城県医学生修学資金等貸付事業、自治医科大学卒業医
師の配置などのほか、令和6年度から県内の医療機関に勤務する東
北医科薬科大学卒業医師により、医師の県内定着につなげていく必
要があることから、県の施策による自治体病院等への医師配置数を
目標指標として設定した。

メタボリックシンドローム該当者及び予備群の割合
（%）

12歳児のむし歯のない人の割合（%）

施策12は、食生活や運動習慣、喫煙等の生活習慣の改善を
通じて健康づくりに関する環境整備に取り組むもので、こ
うした取組により、動脈硬化の進行や心疾患、脳血管疾患
などを起こしやすくするメタボリックシンドロームの該当
者及び予備群割合を減らし、県民が望ましい生活習慣を身
につけ、より長く元気に活躍する社会の実現のために厚生
労働省発表の「メタボリックシンドローム該当者及び予備
群の割合」を目標指標として設定した。

施策12について、う蝕は、学齢期の子どもにとって代表的
な疾病であり、小児の健全な育成のためにう蝕予防は重要
である。12歳児のう蝕有病状況は、学齢期の歯科保健の代
表的な指標のひとつであり、その有用性は高いことや、乳
幼児期、学童期、思春期を対象とした県事業の評価に適す
る年代に配慮し、12歳児のむし歯のない人の割合を目標指
標として設定した。
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番号 97 柱 3 政策 6 施策 12 番号 98 柱 3 政策 6 施策 12

名称 名称

番号 99 柱 3 政策 6 施策 13 番号 100 柱 3 政策 6 施策 13

名称 名称

番号 101 柱 3 政策 6 施策 13 番号 102 柱 3 政策 6 施策 13

名称 名称
入院中の精神障害者の地域生活への移行（入院後
３ヶ月時点の退院率）（%）

入院中の精神障害者の地域生活への移行（精神病床
における入院後1年時点の退院率）（%）

施策13は、障害等があっても日常生活や社会生活において
居場所や役割を持ちいきいきと暮らせる社会づくり等に取
り組むものであり、こうした取組は精神科病院において入
院患者が早期に退院し、地域生活へ移行することにつなが
ると考えられることから、第6期障害福祉計画・第2期障害
児福祉計画において数値目標として位置づけている入院中
の精神障害者の入院後3ヶ月時点の退院率を目標指標として
設定した。

施策13は、障害等があっても日常生活や社会生活において
居場所や役割を持ちいきいきと暮らせる社会づくり等に取
り組むものであり、こうした取組は精神科病院において入
院患者が早期に退院し、地域生活へ移行することにつなが
ると考えられることから、第6期障害福祉計画・第2期障害
児福祉計画において数値目標として位置づけている精神病
床における入院後1年時点の退院率を目標指標として設定し
た。

低床バス導入率（%） グループホーム利用者数（人）

施策13は、高齢者や障害者などが自由に移動できる取組が
盛り込まれており、低床バスの導入は、移動等円滑化を促
進し、あらゆる人が利用しやすい交通の確保につながるこ
とから、低床バス導入率を目標指標として設定した。

施策13は、障害等があっても日常生活や社会生活において
居場所や役割を持ちいきいきと暮らせる社会づくり等に取
り組むものであり、こうした取組は共同生活援助（グルー
プホーム）等の障害福祉サービスの充実に影響すると考え
られることから、第6期障害福祉計画・第2期障害児福祉計
画において数値目標として位置づけているグループホーム
利用者数を目標指標として設定した。

チームオレンジの立ち上げ市町村数（か所）［累
計］

介護職員数（人）［累計］

施策12は、認知症の人や家族のニーズに対し早期からの適
切な支援を提供するために必要な取組であり、身近な地域
で迅速にニーズを把握し適切な支援につなぐ仕組みである
チームオレンジと連動することで、より効果的に課題解決
できると考えられることから、認知症施策推進大綱におけ
る2025年までの全市町村整備を目標指標として設定した。

施策12は、団塊の世代が75歳以上となる2025年に向け、今
後ますます利用の増加が見込まれる介護サービスの担い手
となる介護職員の確保・養成・定着の推進に取り組むもの
であり、こうした取組は介護職員数に寄与すると考えられ
ることから、介護職員数の累計値を目標指標として設定し
た。
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番号 103 柱 3 政策 6 施策 13 番号 104 柱 3 政策 6 施策 13

名称 名称

番号 105 柱 3 政策 6 施策 14 番号 106 柱 3 政策 6 施策 14

名称 名称

番号 107 柱 3 政策 6 施策 14 番号 108 柱 3 政策 6 施策 14

名称 名称刑法犯認知件数（件） 交通事故死者数（人）

施策14は、地域の安全安心の確保のため、地域における子
ども、女性、高齢者等の見守りや犯罪の抑止等に取り組む
ものであり、刑法等に規定する様々な罪種について警察が
認知した事件の件数は、安全安心の確保に係る施策の達成
度を測る目安となることから、刑法犯認知件数を目標指標
として設定した。

施策14は、地域の安全安心の確保のため、道路交通環境の
整備、交通安全思想の普及徹底と安全運転の確保、道路交
通秩序の維持等の道路交通安全対策に取り組むものであ
り、こうした取組により、究極的には交通事故のない社会
を目指すものであることから、施策の達成度を測る目安と
して交通事故死者数を目標指標として設定した。

１人当たり年間公共交通機関利用回数（回） 商店街の活性化状況（営業店舗増減率）（%）

施策14は、公共交通機関等への支援等を通して地域内外の
移動の利便性の確保等に取り組むものであり、こうした取
組は県民の公共交通機関利用回数に影響すると考えられる
ことから、国土交通省旅客地域流動調査等から算出した県
民1人当たり年間公共交通機関利用回数を目標指標として設
定した。

施策14は、地域のにぎわいの中核となる商店街の活性化に
取り組むものであり、こうした取組は商店街の営業店舗数
に影響すると考えられることから、活性化に取り組む商店
街の営業店舗数の増減率を目標指標として設定した。な
お、人口減少や大型店舗の進出によって、これまで毎年1ポ
イント以上の店舗が減少していることから、減少率を緩や
かにすることを目標にしている。

入院中の精神障害者の地域生活への移行（入院期間1
年以上の長期在院者数）（人）

就労継続支援Ｂ型事業所等における工賃の平均月額
（円）

施策13は、障害等があっても日常生活や社会生活において
居場所や役割を持ちいきいきと暮らせる社会づくり等に取
り組むものであり、こうした取組は精神科病院において入
院患者が早期に退院し、地域生活へ移行することにつなが
ると考えられることから、第6期障害福祉計画・第2期障害
児福祉計画において数値目標として位置づけている入院期
間1年以上の長期在院者数を目標指標として設定した。

施策13は、障害等があっても日常生活や社会生活において
居場所や役割を持ちいきいきと暮らせる社会づくり等に取
り組むものであり、こうした取組は工賃（一般就労が困難
で福祉的就労を行う障害のある方が、就労継続支援Ｂ型事
業所を利用して行った作業に対して支払われる報酬や賃
金）の向上に影響すると考えられることから、第四期宮城
県工賃向上支援計画において数値目標として位置づけてい
る工賃の平均月額を目標指標として設定した。
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番号 109 柱 4 政策 7 施策 15 番号 110 柱 4 政策 7 施策 15

名称 名称

番号 111 柱 4 政策 7 施策 15 番号 112 柱 4 政策 7 施策 15

名称 名称

番号 113 柱 4 政策 7 施策 15 番号 114 柱 4 政策 7 施策 15

名称 名称産業廃棄物リサイクル率（%） 県民一人一日当たりの一般廃棄物排出量（g/人･日）

施策15は、環境負荷の少ない生活スタイルの確立のため、
全ての主体が3R活動や廃棄物の適正処理等により、ライフ
サイクル全体で資源循環が進む事を目的としたものであ
り、事業者支援や普及啓発事業を実施していく上で、廃棄
物のリサイクル率を把握するために、第3期宮城県循環型社
会形成推進計画における目標値である「産業廃棄物のリサ
イクル率」を目標値として設定した。

施策15は、環境負荷の少ない生活スタイルの確立のため、
全ての主体が3R活動や廃棄物の適正処理等により、ライフ
サイクル全体で資源循環が進む事を目的としたものであ
り、市町村支援や普及啓発事業を実施していく上で、廃棄
物の排出量を把握するために、第3期宮城県循環型社会形成
推進計画における目標値である「一般廃棄物の県民一人一
日当たりの一般廃棄物排出量」を目標値として設定した。

再生可能エネルギー等の導入量（熱量換算）（Ｔ
Ｊ）

一般廃棄物リサイクル率（%）

施策15は、多様な再生可能エネルギーの地産地消や水素エ
ネルギー等の利活用の促進、県民総ぐるみの省エネルギー
活動など、脱炭素社会の実現に向けて取り組むものであ
り、こうした取組はエネルギー消費量の削減量及び再生可
能エネルギー導入量に影響すると考えられることから、特
に県民が取組やその進捗をイメージしやすく、前年度の実
績を比較的早く推計することが可能である再生可能エネル
ギー導入量を目標として設定した。

施策15は、環境負荷の少ない生活スタイルの確立のため、
全ての主体が3R活動や廃棄物の適正処理等により、ライフ
サイクル全体で資源循環が進む事を目的としたものであ
り、市町村支援や普及啓発事業を実施していく上で、廃棄
物のリサイクル率を把握するために、第3期宮城県循環型社
会形成推進計画における目標値である「一般廃棄物のリサ
イクル率」を目標値として設定した。

環境に配慮されたマークのある商品を選ぶことを意
識する人の割合（%）

森林整備面積（ha/年）

施策15は、環境に関する課題解決の重要性について県民等
の理解を深め、身近な取組や企業のESG経営の促進等に取り
組むものであり、エシカル消費の普及啓発（消費者教育）
などの取組は、消費者自らが人・社会に与える影響等を考
慮した消費行動をすることや環境等に配慮した消費行動へ
の意識上昇に影響すると考えられることから、消費者庁・
消費者意識基本調査による環境に配慮されたマークのある
商品を選ぶことを意識する人の割合を目標指標として設定
した。

施策15は、環境負荷の少ない地域経済システム・生活スタ
イルの確立に向けて取り組むものであり、こうした環境負
荷の軽減は、二酸化炭素吸収源としての森林機能が十分に
発揮されることが不可欠であることから、森林整備面積
（間伐面積及び植栽面積の合計）を目標指標として設定し
た。
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初期値 R3 R4 R5 R6目標値

25.5

24.2 24.3
22.8

27.7

22.0

24.0

26.0

28.0

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

35.6
34.5

36.9

37.9

35.0
34.0

35.0

36.0

37.0

38.0

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

982
977 976

972

946

940
950
960
970
980
990

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

－　　－176



番号 103 柱 3 政策 6 施策 13 番号 104 柱 3 政策 6 施策 13

名称 名称

番号 105 柱 3 政策 6 施策 14 番号 106 柱 3 政策 6 施策 14

名称 名称

番号 107 柱 3 政策 6 施策 14 番号 108 柱 3 政策 6 施策 14

名称 名称刑法犯認知件数（件） 交通事故死者数（人）

施策14は、地域の安全安心の確保のため、地域における子
ども、女性、高齢者等の見守りや犯罪の抑止等に取り組む
ものであり、刑法等に規定する様々な罪種について警察が
認知した事件の件数は、安全安心の確保に係る施策の達成
度を測る目安となることから、刑法犯認知件数を目標指標
として設定した。

施策14は、地域の安全安心の確保のため、道路交通環境の
整備、交通安全思想の普及徹底と安全運転の確保、道路交
通秩序の維持等の道路交通安全対策に取り組むものであ
り、こうした取組により、究極的には交通事故のない社会
を目指すものであることから、施策の達成度を測る目安と
して交通事故死者数を目標指標として設定した。

１人当たり年間公共交通機関利用回数（回） 商店街の活性化状況（営業店舗増減率）（%）

施策14は、公共交通機関等への支援等を通して地域内外の
移動の利便性の確保等に取り組むものであり、こうした取
組は県民の公共交通機関利用回数に影響すると考えられる
ことから、国土交通省旅客地域流動調査等から算出した県
民1人当たり年間公共交通機関利用回数を目標指標として設
定した。

施策14は、地域のにぎわいの中核となる商店街の活性化に
取り組むものであり、こうした取組は商店街の営業店舗数
に影響すると考えられることから、活性化に取り組む商店
街の営業店舗数の増減率を目標指標として設定した。な
お、人口減少や大型店舗の進出によって、これまで毎年1ポ
イント以上の店舗が減少していることから、減少率を緩や
かにすることを目標にしている。

入院中の精神障害者の地域生活への移行（入院期間1
年以上の長期在院者数）（人）

就労継続支援Ｂ型事業所等における工賃の平均月額
（円）

施策13は、障害等があっても日常生活や社会生活において
居場所や役割を持ちいきいきと暮らせる社会づくり等に取
り組むものであり、こうした取組は精神科病院において入
院患者が早期に退院し、地域生活へ移行することにつなが
ると考えられることから、第6期障害福祉計画・第2期障害
児福祉計画において数値目標として位置づけている入院期
間1年以上の長期在院者数を目標指標として設定した。

施策13は、障害等があっても日常生活や社会生活において
居場所や役割を持ちいきいきと暮らせる社会づくり等に取
り組むものであり、こうした取組は工賃（一般就労が困難
で福祉的就労を行う障害のある方が、就労継続支援Ｂ型事
業所を利用して行った作業に対して支払われる報酬や賃
金）の向上に影響すると考えられることから、第四期宮城
県工賃向上支援計画において数値目標として位置づけてい
る工賃の平均月額を目標指標として設定した。

3,092

2,767
2,627

2,759
2,506

2,000

2,500

3,000

3,500

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

17,477 18,240 18,169

21,078

25,000

15,000

20,000

25,000

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

121 121

90
105 106

80

100

120

140

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

99.0 99.0 99.0

94.6 95.0

90.0

95.0

100.0

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

10,193
9,398 9,897

11,583

10,193

9,000

10,000

11,000

12,000

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

44
42

37

47

44

30

40

50

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

番号 109 柱 4 政策 7 施策 15 番号 110 柱 4 政策 7 施策 15

名称 名称

番号 111 柱 4 政策 7 施策 15 番号 112 柱 4 政策 7 施策 15

名称 名称

番号 113 柱 4 政策 7 施策 15 番号 114 柱 4 政策 7 施策 15

名称 名称産業廃棄物リサイクル率（%） 県民一人一日当たりの一般廃棄物排出量（g/人･日）

施策15は、環境負荷の少ない生活スタイルの確立のため、
全ての主体が3R活動や廃棄物の適正処理等により、ライフ
サイクル全体で資源循環が進む事を目的としたものであ
り、事業者支援や普及啓発事業を実施していく上で、廃棄
物のリサイクル率を把握するために、第3期宮城県循環型社
会形成推進計画における目標値である「産業廃棄物のリサ
イクル率」を目標値として設定した。

施策15は、環境負荷の少ない生活スタイルの確立のため、
全ての主体が3R活動や廃棄物の適正処理等により、ライフ
サイクル全体で資源循環が進む事を目的としたものであ
り、市町村支援や普及啓発事業を実施していく上で、廃棄
物の排出量を把握するために、第3期宮城県循環型社会形成
推進計画における目標値である「一般廃棄物の県民一人一
日当たりの一般廃棄物排出量」を目標値として設定した。

再生可能エネルギー等の導入量（熱量換算）（Ｔ
Ｊ）

一般廃棄物リサイクル率（%）

施策15は、多様な再生可能エネルギーの地産地消や水素エ
ネルギー等の利活用の促進、県民総ぐるみの省エネルギー
活動など、脱炭素社会の実現に向けて取り組むものであ
り、こうした取組はエネルギー消費量の削減量及び再生可
能エネルギー導入量に影響すると考えられることから、特
に県民が取組やその進捗をイメージしやすく、前年度の実
績を比較的早く推計することが可能である再生可能エネル
ギー導入量を目標として設定した。

施策15は、環境負荷の少ない生活スタイルの確立のため、
全ての主体が3R活動や廃棄物の適正処理等により、ライフ
サイクル全体で資源循環が進む事を目的としたものであ
り、市町村支援や普及啓発事業を実施していく上で、廃棄
物のリサイクル率を把握するために、第3期宮城県循環型社
会形成推進計画における目標値である「一般廃棄物のリサ
イクル率」を目標値として設定した。

環境に配慮されたマークのある商品を選ぶことを意
識する人の割合（%）

森林整備面積（ha/年）

施策15は、環境に関する課題解決の重要性について県民等
の理解を深め、身近な取組や企業のESG経営の促進等に取り
組むものであり、エシカル消費の普及啓発（消費者教育）
などの取組は、消費者自らが人・社会に与える影響等を考
慮した消費行動をすることや環境等に配慮した消費行動へ
の意識上昇に影響すると考えられることから、消費者庁・
消費者意識基本調査による環境に配慮されたマークのある
商品を選ぶことを意識する人の割合を目標指標として設定
した。

施策15は、環境負荷の少ない地域経済システム・生活スタ
イルの確立に向けて取り組むものであり、こうした環境負
荷の軽減は、二酸化炭素吸収源としての森林機能が十分に
発揮されることが不可欠であることから、森林整備面積
（間伐面積及び植栽面積の合計）を目標指標として設定し
た。

46.2

33.0 33.0 33.0

60.0

30.0

40.0

50.0

60.0

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

3,619 3,221 3,373 3,373

5,950

3,000

4,000

5,000

6,000

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

33,473

37,100
37,264

40,420
42,248

30,000

35,000

40,000

45,000

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

25.5

24.2 24.3
22.8

27.7

22.0

24.0

26.0

28.0

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

35.6
34.5

36.9

37.9

35.0
34.0

35.0

36.0

37.0

38.0

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

982
977 976

972

946

940
950
960
970
980
990

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

－　　－177



番号 115 柱 4 政策 7 施策 15 番号 116 柱 4 政策 7 施策 16

名称 名称

番号 117 柱 4 政策 7 施策 16 番号 118 柱 4 政策 7 施策 16

名称 名称

番号 119 柱 4 政策 7 施策 16 番号 120 柱 4 政策 7 施策 16

名称 名称野生鳥獣の捕獲数（ニホンジカ）（頭）
農村環境保全等の協働活動に参加した人数（人）
［累計］

施策16は、野生鳥獣の適切な保護管理や農作物被害対策と
して、著しく増加している野生鳥獣の生息数を適正な水準
に減少させるべく取り組むものであり、こうした取組は指
定管理鳥獣であるニホンジカの数に影響すると考えられる
ことから、毎年度、第三期宮城県ニホンジカ管理計画に係
る実施計画において取りまとめている捕獲数（狩猟、有害
鳥獣捕獲、指定管理鳥獣捕獲等事業等の合計値）を目標値
として設定した。

施策16は、県内の優れた自然環境を保全・再生するととも
に次世代へ引き継いでいくことを目指す取組であり、この
ためには、より多くの県民（地域住民）に農業・農村の魅
力や農業・農村が有する多面的機能について認識してもら
い、地域環境保全等に対する意識の醸成を図る必要がある
ことから、地域や学校教育と連携した農村環境保全等の協
働活動参加者数を目標指標として設定した。

森林認証取得面積（ha）［累計］ 野生鳥獣の捕獲数（イノシシ）（頭）

施策16は、森林認証に係る普及啓発等に取り組むものであ
り、こうした取組は森林認証取得面積に影響すると考えら
れることから、宮城県林業振興課業務資料における森林認
証取得面積を目標指標として設定した。

施策16は、野生鳥獣の適切な保護管理や農作物被害対策と
して、著しく増加している野生鳥獣の生息数を適正な水準
に減少させるべく取り組むものであり、こうした取組は指
定管理鳥獣であるイノノシの数に影響すると考えられるこ
とから、毎年度、第四期宮城県イノシシ管理計画に係る実
施計画において取りまとめている捕獲数（狩猟、有害鳥獣
捕獲、指定管理鳥獣捕獲等事業等の合計値）を目標値とし
て設定した。

産業廃棄物排出量（千ｔ）
豊かな生態系（植生自然度と河川生物生息状況）
（点）

施策15は、環境負荷の少ない生活スタイルの確立のため、
全ての主体が3R活動や廃棄物の適正処理等により、ライフ
サイクル全体で資源循環が進む事を目的としたものであ
り、事業者支援や普及啓発事業を実施していく上で、廃棄
物の排出量を把握するために、第3期宮城県循環型社会形成
推進計画における目標値である「産業廃棄物の排出量」を
目標値として設定した。

施策16は、森林の保全や水辺環境の保全活動等の取組により、健全
な水循環が維持されることによって、宮城県に本来生息しうる多様
な動植物の生態系が保たれている状態を豊かな生態系の将来像とし
て定義している。県内全域において自然豊かな森林を形成し（植物
環境指標）、かつ、河川に生息する指標種及び重要種が継続的に確
認された場合（河川生物生息環境指標）10点として評価する指標を
目標指標として設定した。豊かな生態系（点）＝（植物環境指標＋
河川生物生息環境指標）／2

10,962

10,248

10,488 10,478 10,481

10,000

10,500

11,000

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

7.0 6.9
6.7 6.7

7.3

6.0

6.5

7.0

7.5

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

13,320 13,330 13,325 11,974

20,000

11,000

13,000

15,000

17,000

19,000

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

10,791
8,815 6,382

10,546

15,000

5,000

10,000

15,000

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

3,551

5,798

4,872 4,271
4,200

3,000

4,000

5,000

6,000

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

58,102
61,014

62,507
66,042

66,500

55,000

60,000

65,000

70,000

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

番号 121 柱 4 政策 7 施策 16 番号 122 柱 4 政策 7 施策 16

名称 名称

番号 123 柱 4 政策 7 施策 16

名称
景観行政に主体的に取り組んでいる市町村数（市町
村）［累計］

日本型直接支払制度取組面積（ha）
みやぎ海岸林再生みんなの森林づくり活動参加者数
（人）

施策16は、食糧の安定供給の確保や農業・農村の有する多
面的機能の維持・発揮の促進に取り組むものであり、その
前提となる県内の農業生産に必要な農用地を確保していく
必要があることから、日本型直接支払制度（多面的機能支
払、中山間地域等直接支払、環境保全型農業直接支払）の
施策により保全している農用地面積の合計値（重複除き）
を目標指標として設定した。

施策16は、豊かな自然と共生・調和する社会の構築につい
て取り組むものであり、こうした取組は、東日本大震災
後、再生した海岸防災林約750haの保育管理について、県民
等が主体的に関わることのできる仕組み（みやぎ海岸林再
生みんなの森林づくり活動）の活動参加者数で計ることが
できると考えられることから、この活動参加者数を目標指
標として設定した。

施策16は、地域や関係機関との連携により交流を促進し、
地域特有の景観形成や魅力発信に取り組むものであり、市
町村による景観形成の取組に影響すると考えられることか
ら、景観行政団体への移行や独自ガイドライン等の制定、
地域住民と連携した景観形成の検討などを行っている市町
村を景観行政に主体的に取り組んでいる市町村と定義し、
目標指標として設定した。

75,208
75,502

76,291
76,759

74,200
74,000

75,000

76,000

77,000

初期値 R3 R4 R5 R6目標値
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3,000

4,000
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初期値 R3 R4 R5 R6目標値

17 17
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初期値 R3 R4 R5 R6目標値

－　　－178



番号 115 柱 4 政策 7 施策 15 番号 116 柱 4 政策 7 施策 16

名称 名称

番号 117 柱 4 政策 7 施策 16 番号 118 柱 4 政策 7 施策 16

名称 名称

番号 119 柱 4 政策 7 施策 16 番号 120 柱 4 政策 7 施策 16

名称 名称野生鳥獣の捕獲数（ニホンジカ）（頭）
農村環境保全等の協働活動に参加した人数（人）
［累計］

施策16は、野生鳥獣の適切な保護管理や農作物被害対策と
して、著しく増加している野生鳥獣の生息数を適正な水準
に減少させるべく取り組むものであり、こうした取組は指
定管理鳥獣であるニホンジカの数に影響すると考えられる
ことから、毎年度、第三期宮城県ニホンジカ管理計画に係
る実施計画において取りまとめている捕獲数（狩猟、有害
鳥獣捕獲、指定管理鳥獣捕獲等事業等の合計値）を目標値
として設定した。

施策16は、県内の優れた自然環境を保全・再生するととも
に次世代へ引き継いでいくことを目指す取組であり、この
ためには、より多くの県民（地域住民）に農業・農村の魅
力や農業・農村が有する多面的機能について認識してもら
い、地域環境保全等に対する意識の醸成を図る必要がある
ことから、地域や学校教育と連携した農村環境保全等の協
働活動参加者数を目標指標として設定した。

森林認証取得面積（ha）［累計］ 野生鳥獣の捕獲数（イノシシ）（頭）

施策16は、森林認証に係る普及啓発等に取り組むものであ
り、こうした取組は森林認証取得面積に影響すると考えら
れることから、宮城県林業振興課業務資料における森林認
証取得面積を目標指標として設定した。

施策16は、野生鳥獣の適切な保護管理や農作物被害対策と
して、著しく増加している野生鳥獣の生息数を適正な水準
に減少させるべく取り組むものであり、こうした取組は指
定管理鳥獣であるイノノシの数に影響すると考えられるこ
とから、毎年度、第四期宮城県イノシシ管理計画に係る実
施計画において取りまとめている捕獲数（狩猟、有害鳥獣
捕獲、指定管理鳥獣捕獲等事業等の合計値）を目標値とし
て設定した。

産業廃棄物排出量（千ｔ）
豊かな生態系（植生自然度と河川生物生息状況）
（点）

施策15は、環境負荷の少ない生活スタイルの確立のため、
全ての主体が3R活動や廃棄物の適正処理等により、ライフ
サイクル全体で資源循環が進む事を目的としたものであ
り、事業者支援や普及啓発事業を実施していく上で、廃棄
物の排出量を把握するために、第3期宮城県循環型社会形成
推進計画における目標値である「産業廃棄物の排出量」を
目標値として設定した。

施策16は、森林の保全や水辺環境の保全活動等の取組により、健全
な水循環が維持されることによって、宮城県に本来生息しうる多様
な動植物の生態系が保たれている状態を豊かな生態系の将来像とし
て定義している。県内全域において自然豊かな森林を形成し（植物
環境指標）、かつ、河川に生息する指標種及び重要種が継続的に確
認された場合（河川生物生息環境指標）10点として評価する指標を
目標指標として設定した。豊かな生態系（点）＝（植物環境指標＋
河川生物生息環境指標）／2
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番号 121 柱 4 政策 7 施策 16 番号 122 柱 4 政策 7 施策 16

名称 名称

番号 123 柱 4 政策 7 施策 16

名称
景観行政に主体的に取り組んでいる市町村数（市町
村）［累計］

日本型直接支払制度取組面積（ha）
みやぎ海岸林再生みんなの森林づくり活動参加者数
（人）

施策16は、食糧の安定供給の確保や農業・農村の有する多
面的機能の維持・発揮の促進に取り組むものであり、その
前提となる県内の農業生産に必要な農用地を確保していく
必要があることから、日本型直接支払制度（多面的機能支
払、中山間地域等直接支払、環境保全型農業直接支払）の
施策により保全している農用地面積の合計値（重複除き）
を目標指標として設定した。

施策16は、豊かな自然と共生・調和する社会の構築につい
て取り組むものであり、こうした取組は、東日本大震災
後、再生した海岸防災林約750haの保育管理について、県民
等が主体的に関わることのできる仕組み（みやぎ海岸林再
生みんなの森林づくり活動）の活動参加者数で計ることが
できると考えられることから、この活動参加者数を目標指
標として設定した。

施策16は、地域や関係機関との連携により交流を促進し、
地域特有の景観形成や魅力発信に取り組むものであり、市
町村による景観形成の取組に影響すると考えられることか
ら、景観行政団体への移行や独自ガイドライン等の制定、
地域住民と連携した景観形成の検討などを行っている市町
村を景観行政に主体的に取り組んでいる市町村と定義し、
目標指標として設定した。
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番号 124 柱 4 政策 8 施策 17 番号 125 柱 4 政策 8 施策 17

名称 名称

番号 126 柱 4 政策 8 施策 17 番号 127 柱 4 政策 8 施策 17

名称 名称

番号 128 柱 4 政策 8 施策 17 番号 129 柱 4 政策 8 施策 17

名称 名称河川整備率（%）
土砂災害警戒区域等におけるハード対策実施箇所数
（箇所）［累計］

施策17は、大規模・多様化する自然災害に備え、洪水・土
砂災害防止、耐震化や高潮対策等の整備に取り組むもので
あり、河川分野においては、集中豪雨の多発や都市化の進
展に伴う被害リスクの増大に対し、流域が一体となり総合
的な浸水対策を実施することにより安心安全な市民生活の
確保を図る必要が有ることから、河川整備事業の進捗状況
を示す河川整備率を目標指標として設定した。

施策17は、大規模・多様化する自然災害に備え、洪水・土
砂災害防止、耐震化や高潮対策等の整備に取り組むもので
あり、県内においても、豪雨により発生した土砂災害で大
きな被害を受けるなど、自然災害対策に対する社会の要請
が非常に高まっており、早急な対策が求められていること
から、土砂災害警戒区域等におけるハード対策実施箇所数
を目標指標として設定した。

地域住民と連携した避難訓練を実施している学校の
割合（%）

緊急輸送道路の橋梁耐震化率（%）［累計］

施策17は、「宮城県学校防災体制在り方検討会議」の提言
を受け、地域ぐるみの学校防災体制の構築に取り組むもの
であり、学校と地域が連携した避難訓練の実施が、地域ぐ
るみの学校防災体制の構築につながると考えるため、地域
住民と連携した避難訓練を実施している学校の割合を目標
指標として設定した。

施策17は、大規模・多様化する自然災害に備え、洪水・土
砂災害防止、耐震化や高潮対策等の整備に取り組むもので
あり、高い確率で発生が懸念されている大規模地震時にお
いても安全で円滑な道路交通ネットワークの構築が重要で
あることから、緊急輸送道路上の橋梁耐震化率を目標指標
として設定した。

女性防災リーダー養成者数（宮城県防災指導員（登
録辞退者等を除く）（人）［累計］

自主防災組織の組織率（%）

施策17は、地域防災体制の活性化に取り組むものであり、
こうした取組は、災害対応の意思決定過程への女性の参画
や、男女のニーズの違いへの配慮等において「女性の視
点」が大変重要となると考えられることから、宮城県防災
指導員（登録辞退者等を除く）における「女性防災リー
ダー養成者数」を目標指標として設定した。

施策17は、地域防災体制の活性化に取り組むものであり、
こうした取組は、自主防災活動等による地域防災力の充
実・強化が大変重要となると考えられることから、消防庁
の震災対策現況調査における「自主防災組織の組織率」を
目標指標として設定した。
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番号 130 柱 4 政策 8 施策 17 番号 131 柱 4 政策 8 施策 18

名称 名称

番号 132 柱 4 政策 8 施策 18 番号 133 柱 4 政策 8 施策 18

名称 名称港湾施設の長寿命化対策率（%）［累計］ アドプトプログラム認定団体数（団体）［累計］

施策18は、予防保全型の長寿命化対策を図り、維持管理の
平準化とライフサイクルコストの低減を図るとともに、企
業や地域住民と連携・協働した社会資本の維持・共有に取
り組むものであり、県管理港湾施設の急速な老朽化に対応
する必要があることから、港湾施設の長寿命化対策率を目
標指標として設定した。

施策18は、予防保全型の長寿命化対策を図り、維持管理の
平準化とライフサイクルコストの低減を図るとともに、企
業や地域住民と連携・協働した社会資本の維持・共有に取
り組むものであり、民間と行政とのパートナーシップの構
築及び住民参加のまちづくりの推進に影響すると考えられ
ることから、アドプトプログラム認定団体数を目標指標と
して設定した。

土砂災害警戒区域等におけるソフト対策実施箇所数
（箇所）［累計］

橋梁の長寿命化対策率（%）［累計］

施策17は、大規模・多様化する自然災害に備え、洪水・土
砂災害防止、耐震化や高潮対策等の整備に取り組むもので
あり、県内においても、豪雨により発生した土砂災害で大
きな被害を受けるなど、自然災害対策に対する社会の要請
が非常に高まっており、早急な対策が求められていること
から、土砂災害警戒区域等におけるソフト対策実施箇所数
を目標指標として設定した。

施策18は、道路施設の急速な老朽化に対応するために、予
防保全型の長寿命化対策により維持管理の平準化とライフ
サイクルコストの低減を図るとともに、企業や地域住民と
連携・協働した社会資本の維持・共有に取り組むものであ
り、長期にわたって機能を発揮させることが重要であるこ
とから、主要施設である橋梁の長寿命化対策率を目標指標
として設定した。
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番号 124 柱 4 政策 8 施策 17 番号 125 柱 4 政策 8 施策 17

名称 名称

番号 126 柱 4 政策 8 施策 17 番号 127 柱 4 政策 8 施策 17

名称 名称

番号 128 柱 4 政策 8 施策 17 番号 129 柱 4 政策 8 施策 17

名称 名称河川整備率（%）
土砂災害警戒区域等におけるハード対策実施箇所数
（箇所）［累計］

施策17は、大規模・多様化する自然災害に備え、洪水・土
砂災害防止、耐震化や高潮対策等の整備に取り組むもので
あり、河川分野においては、集中豪雨の多発や都市化の進
展に伴う被害リスクの増大に対し、流域が一体となり総合
的な浸水対策を実施することにより安心安全な市民生活の
確保を図る必要が有ることから、河川整備事業の進捗状況
を示す河川整備率を目標指標として設定した。

施策17は、大規模・多様化する自然災害に備え、洪水・土
砂災害防止、耐震化や高潮対策等の整備に取り組むもので
あり、県内においても、豪雨により発生した土砂災害で大
きな被害を受けるなど、自然災害対策に対する社会の要請
が非常に高まっており、早急な対策が求められていること
から、土砂災害警戒区域等におけるハード対策実施箇所数
を目標指標として設定した。

地域住民と連携した避難訓練を実施している学校の
割合（%）

緊急輸送道路の橋梁耐震化率（%）［累計］

施策17は、「宮城県学校防災体制在り方検討会議」の提言
を受け、地域ぐるみの学校防災体制の構築に取り組むもの
であり、学校と地域が連携した避難訓練の実施が、地域ぐ
るみの学校防災体制の構築につながると考えるため、地域
住民と連携した避難訓練を実施している学校の割合を目標
指標として設定した。

施策17は、大規模・多様化する自然災害に備え、洪水・土
砂災害防止、耐震化や高潮対策等の整備に取り組むもので
あり、高い確率で発生が懸念されている大規模地震時にお
いても安全で円滑な道路交通ネットワークの構築が重要で
あることから、緊急輸送道路上の橋梁耐震化率を目標指標
として設定した。

女性防災リーダー養成者数（宮城県防災指導員（登
録辞退者等を除く）（人）［累計］

自主防災組織の組織率（%）

施策17は、地域防災体制の活性化に取り組むものであり、
こうした取組は、災害対応の意思決定過程への女性の参画
や、男女のニーズの違いへの配慮等において「女性の視
点」が大変重要となると考えられることから、宮城県防災
指導員（登録辞退者等を除く）における「女性防災リー
ダー養成者数」を目標指標として設定した。

施策17は、地域防災体制の活性化に取り組むものであり、
こうした取組は、自主防災活動等による地域防災力の充
実・強化が大変重要となると考えられることから、消防庁
の震災対策現況調査における「自主防災組織の組織率」を
目標指標として設定した。
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番号 130 柱 4 政策 8 施策 17 番号 131 柱 4 政策 8 施策 18

名称 名称

番号 132 柱 4 政策 8 施策 18 番号 133 柱 4 政策 8 施策 18

名称 名称港湾施設の長寿命化対策率（%）［累計］ アドプトプログラム認定団体数（団体）［累計］

施策18は、予防保全型の長寿命化対策を図り、維持管理の
平準化とライフサイクルコストの低減を図るとともに、企
業や地域住民と連携・協働した社会資本の維持・共有に取
り組むものであり、県管理港湾施設の急速な老朽化に対応
する必要があることから、港湾施設の長寿命化対策率を目
標指標として設定した。

施策18は、予防保全型の長寿命化対策を図り、維持管理の
平準化とライフサイクルコストの低減を図るとともに、企
業や地域住民と連携・協働した社会資本の維持・共有に取
り組むものであり、民間と行政とのパートナーシップの構
築及び住民参加のまちづくりの推進に影響すると考えられ
ることから、アドプトプログラム認定団体数を目標指標と
して設定した。

土砂災害警戒区域等におけるソフト対策実施箇所数
（箇所）［累計］

橋梁の長寿命化対策率（%）［累計］

施策17は、大規模・多様化する自然災害に備え、洪水・土
砂災害防止、耐震化や高潮対策等の整備に取り組むもので
あり、県内においても、豪雨により発生した土砂災害で大
きな被害を受けるなど、自然災害対策に対する社会の要請
が非常に高まっており、早急な対策が求められていること
から、土砂災害警戒区域等におけるソフト対策実施箇所数
を目標指標として設定した。

施策18は、道路施設の急速な老朽化に対応するために、予
防保全型の長寿命化対策により維持管理の平準化とライフ
サイクルコストの低減を図るとともに、企業や地域住民と
連携・協働した社会資本の維持・共有に取り組むものであ
り、長期にわたって機能を発揮させることが重要であるこ
とから、主要施設である橋梁の長寿命化対策率を目標指標
として設定した。

8,229 8,313 8,423 8,487

13,058

8,000

10,000

12,000

14,000

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

7.0
18.0

31.0

44.3
48.0

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

30.6 30.6

44.4

58.3
58.3

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

641

686 714
727

684

620

670

720

770

初期値 R3 R4 R5 R6目標値

－　　－181



■■
令令
和和
５５
年年
度度
デデ
ジジ
タタ
ルル
田田
園園
都都
市市
国国
家家
構構
想想
交交
付付
金金
事事
業業
（（
地地
方方
創創
生生
推推
進進
タタ
イイ
ププ
・・地地
方方
創創
生生
拠拠
点点
整整
備備
タタ
イイ
ププ
））
のの
実実
施施
状状
況況
にに
つつ
いい
てて
（（
事事
業業
概概
要要
等等
））

1
み
や
ぎ
若
者
活
躍
応
援
事
業

共
同
参
画
社
会
推
進
課

5
1
0

2
障
害
者
雇
用
プ
ラ
ス
ワ
ン
事
業

雇
用
対
策
課

5
1
0

3
地
域
資
源
・キ
ャ
リ
ア
人
材
フ
ル
活
用
事
業

農
山
漁
村
な
り
わ
い
課

7
1
6

4
み
や
ぎ
森
林
・林
業
未
来
創
造
カ
レ
ッ
ジ
設
立
・運
営
事
業

林
業
振
興
課

2
4

1
移
住
・定
住
推
進
事
業

地
域
振
興
課

5
1
0

2
サ
テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス
設
置
推
進
事
業

地
域
振
興
課

5
1
0

3
多
文
化
共
生
推
進
事
業

国
際
政
策
課

5
1
0

4
地
域
と
連
携
し
た
高
等
学
校
魅
力
化
事
業

高
校
教
育
課

3
7

5
地
域
と
連
携
し
た
特
別
支
援
学
校
魅
力
化
支
援
事
業

特
別
支
援
教
育
課

3
7

6
み
や
ぎ
農
山
漁
村
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
推
進
事
業

農
山
漁
村
な
り
わ
い
課

7
1
6

1
ア
グ
リ
テ
ッ
ク
活
用
推
進
事
業
（
農
業
）

農
業
振
興
課

1
3

2
ア
グ
リ
テ
ッ
ク
活
用
推
進
事
業
（
畜
産
）

畜
産
課

1
3

3
み
や
ぎ
の
園
芸
法
人
ス
テ
ー
ジ
ア
ッ
プ
事
業

園
芸
推
進
課

1
3

4
み
や
ぎ
材
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
事
業

林
業
振
興
課

1
3

5
県
産
材
新
流
通
シ
ス
テ
ム
構
築
事
業

林
業
振
興
課

1
3

6
み
や
ぎ
の
食
材
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
構
築
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

食
産
業
振
興
課

1
3

1
高
度
電
子
機
械
産
業
集
積
促
進
事
業

新
産
業
振
興
課

1
1

2
も
の
づ
く
り
海
外
販
路
開
拓
支
援
事
業

国
際
ビ
ジ
ネ
ス
推
進
室

1
1

3
園
芸
作
物
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
構
築
事
業

園
芸
推
進
課

1
3

4
姉
妹
友
好
関
係
等
を
活
用
し
た
海
外
販
路
活
用
事
業

国
際
政
策
課

1
3

5
北
米
及
び
欧
州
に
お
け
る
販
路
開
拓
・定
着
促
進
事
業

国
際
政
策
課

1
3

6
東
南
ア
ジ
ア
宮
城
県
産
品
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
支
援
事
業

国
際
ビ
ジ
ネ
ス
推
進
室

1
3

7
県
産
食
品
海
外
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
サ
ポ
ー
ト
事
業

国
際
ビ
ジ
ネ
ス
推
進
室

1
3

8
対
宮
城
県
直
接
投
資
促
進
事
業

国
際
ビ
ジ
ネ
ス
推
進
室

1
1

1
実
需
対
応
型
み
や
ぎ
米
普
及
事
業

み
や
ぎ
米
推
進
課

1
3

2
食
材
王
国
み
や
ぎ
の
「
食
」
ブ
ラ
ン
ド
化
推
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
事
業
（
県
産
ブ
ラ
ン
ド
品
確
立
支
援
事
業
）

食
産
業
振
興
課

1
3

3
食
育
・地
産
地
消
推
進
事
業

食
産
業
振
興
課

1
3

4
デ
ジ
タ
ル
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
を
核
と
し
た
県
産
品
販
売
促
進
モ
デ
ル
構
築
事
業

食
産
業
振
興
課

1
3

5
地
域
の
魅
力
向
上
事
業

R
3
～
R
5

米
の
生
産
コ
ス
ト
低
減
や
多
収
性
品
種
の
導
入
等
に
よ
り
、実
需
に
対
応
し
た

多
収
米
及
び
銘
柄
米
（
「
だ
て
正
夢
」
、「
金
の
い
ぶ
き
」
）
の
生
産
体
制
を
確
立

す
る
。ま
た
、「
食
材
王
国
み
や
ぎ
」
の
新
た
な
ブ
ラ
ン
ド
化
戦
略
の
策
定
や
デ
ジ

タ
ル
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
を
核
と
し
た
県
産
品
販
売
促
進
等
を
行
う
。こ
れ
ら
の
取

組
に
よ
り
、「
み
や
ぎ
の
食
」
を
核
と
し
た
関
係
人
口
の
創
出
や
多
様
な
主
体
の

連
携
を
実
現
し
、本
県
農
林
水
産
業
・食
品
産
業
の
持
続
的
な
発
展
と
、地
域

の
魅
力
向
上
に
つ
な
げ
る
。

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
派
遣
等
に
よ
る
ス
マ
ー
ト
農
業
技
術
の
普
及
拡
大
、肉
牛
の
ゲ
ノ

ミ
ッ
ク
評
価
に
お
け
る
新
た
な
形
質
評
価
の
実
用
化
等
、園
芸
栽
培
に
お
け
る

高
度
環
境
制
御
技
術
向
上
、県
産
材
の
非
住
宅
分
野
や
マ
ー
ケ
ッ
ト
開
拓
に
向

け
た
製
品
開
発
、I
C
T
化
に
よ
る
新
た
な
流
通
シ
ス
テ
ム
構
築
等
に
取
り
組
む
も

の
。農
林
水
産
業
の
生
産
力
向
上
と
持
続
的
発
展
に
よ
り
質
の
高
い
安
定
し
た

「
し
ご
と
」
を
創
出
し
、新
た
な
担
い
手
を
呼
び
込
み
、地
域
の
維
持
と
産
業
の
発

展
を
図
る
。

4
海
外
か
ら
稼
ぐ
み
や
ぎ
の
地
方
創
生
推
進
事

業
R
3
～
R
5

大
手
川
下
企
業
等
の
ニ
ー
ズ
探
索
か
ら
の
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
や
、農
業
者

等
・流
通
事
業
者
・実
需
者
等
に
よ
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
構
築

支
援
の
他
、米
国
や
欧
州
、ア
ジ
ア
を
対
象
と
し
た
販
路
開
拓
及
び
輸
出
を
目

指
す
企
業
の
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
・ハ
ン
ズ
オ
ン
支
援
、海
外
企
業
の
誘
致
等
に
よ

り
、県
内
企
業
や
農
林
水
産
業
の
生
産
者
等
が
新
た
な
市
場
を
開
拓
し
、競
争

力
を
高
め
る
こ
と
で
、産
業
と
し
て
「
し
ご
と
」
の
魅
力
も
高
め
、稼
ぐ
「
ま
ち
」
を

実
現
し
、「
ひ
と
」
を
呼
び
込
む
好
循
環
の
創
出
を
目
指
す
。

3
農
林
水
産
業
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
促
進
事
業

R
3
～
R
5

1
宮
城
を
支
え
る
「
人
」
づ
く
り
推
進
事
業

R
3
～
R
5

若
年
層
の
人
口
流
出
抑
止
や
県
外
か
ら
の
流
入
、農
福
連
携
等
に
よ
る
障
害

者
雇
用
の
促
進
に
向
け
た
取
組
の
他
、農
林
水
産
分
野
の
担
い
手
不
足
解
消

に
向
け
、農
山
漁
村
地
域
へ
の
人
材
派
遣
や
都
市
部
と
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
人

材
の
育
成
、新
た
な
担
い
手
等
の
事
業
化
支
援
、農
産
物
直
売
所
等
の
機
能

強
化
支
援
に
よ
り
、地
域
を
支
え
る
人
材
確
保
や
次
世
代
育
成
、産
業
の
持
続

的
発
展
や
地
域
の
活
性
化
に
つ
な
げ
る
。

2
多
様
な
人
が
集
ま
り
、活
躍
で
き
る
「
地
域
」

づ
く
り

R
3
～
R
5

移
住
・定
住
の
推
進
や
県
外
企
業
等
の
サ
テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス
設
置
支
援
、民
泊

等
の
小
規
模
宿
泊
施
設
の
普
及
拡
大
等
に
よ
り
、移
住
者
や
関
係
人
口
等
が

地
域
に
集
ま
る
流
れ
を
つ
く
る
。ま
た
、地
域
に
お
け
る
多
文
化
共
生
や
学
校
と

の
協
働
、農
山
漁
村
に
お
け
る
Ｄ
Ｘ
を
推
進
し
、地
域
の
機
能
強
化
に
取
り
組

む
。こ
れ
ら
に
よ
り
、地
域
に
人
が
集
ま
り
、地
域
が
活
性
化
す
る
好
循
環
の
創

出
を
目
指
す
。

施
策

番
号

(メ
イ
ン
)

事
業
を
構
成
す
る
R
5
年
度
推
進
事
業
名

担
当
課
室

政
策

番
号

N
o
.

事
業
名

期
間

事
業
概
要

施
策

番
号

(メ
イ
ン
)

事
業
を
構
成
す
る
R
5
年
度
推
進
事
業
名

担
当
課
室

政
策

番
号

N
o
.

事
業
名

期
間

事
業
概
要

1
総
合
型
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
と
連
携
し
た
子
育
て
支
援
事
業

ス
ポ
ー
ツ
振
興
課

5
1
1

2
み
や
ぎ
女
性
応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

共
同
参
画
社
会
推
進
課

5
1
0

3
Z
世
代
推
し
事
（
お
仕
事
）
は
か
ど
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

雇
用
対
策
課

2
4

4
蛻
変
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

富
県
宮
城
推
進
室

2
4

1
み
や
ぎ
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・環
境
関
連
産
業
振
興
加
速
化
事
業

環
境
政
策
課

7
1
5

2
地
域
経
済
構
造
分
析
推
進
事
業

富
県
宮
城
推
進
室

1
1

3
次
世
代
リ
ー
ダ
ー
育
成
支
援
事
業

新
産
業
振
興
課

1
1

4
中
小
企
業
販
路
開
拓
総
合
支
援
事
業

中
小
企
業
支
援
室

1
1

5
社
会
人
と
の
対
話
に
よ
る
キ
ャ
リ
ア
発
達
支
援
事
業

産
業
人
材
対
策
課

2
4

6
課
題
解
決
型
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
推
進
事
業

産
業
人
材
対
策
課

2
4

7
外
国
人
材
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援
事
業

国
際
政
策
課

2
4

8
外
国
人
材
高
度
化
転
換
支
援
事
業

国
際
政
策
課

2
4

1
「
キ
ラ
リ
！農
ス
タ
イ
ル
」
魅
力
発
信
事
業

農
業
振
興
課

5
1
0

2
「
女
性
が
輝
く
」
み
や
ぎ
の
水
産
加
工
業
創
生
事
業

水
産
業
振
興
課

5
1
0

3
ス
マ
ー
ト
水
産
業
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
魚
市
場
）

水
産
業
振
興
課

1
3

4
ス
マ
ー
ト
水
産
業
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
養
殖
）

水
産
業
基
盤
整
備
課

1
3

5
自
伐
型
林
業
育
成
支
援
モ
デ
ル
事
業

森
林
整
備
課

7
1
6

1
副
・兼
み
や
ぎ
マ
ッ
チ
ン
グ
促
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

雇
用
対
策
課

2
4

2
み
や
ぎ
d
e
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
事
業

産
業
人
材
対
策
課

2
4

3
小
規
模
宿
泊
施
設
普
及
拡
大
事
業

観
光
戦
略
課

1
2

4
シ
ン
・令
和
の
む
ら
づ
く
り
推
進
事
業

農
山
漁
村
な
り
わ
い
課

7
1
6

5
都
市
公
園
プ
レ
イ
リ
ー
ダ
ー
配
置
事
業

都
市
環
境
課

3
6

6
日
本
語
学
校
開
設
準
備
事
業

国
際
政
策
課

2
4

1
「
み
や
ぎ
の
里
山
」
ビ
ジ
ネ
ス
推
進
事
業

林
業
振
興
課

2
4

2
新
た
な
み
や
ぎ
の
水
産
業
を
創
造
す
る
人
材
・経
営
体
育
成
事
業

水
産
業
振
興
課

2
4

3
オ
ー
ダ
ー
メ
イ
ド
型
農
活
支
援
事
業

農
業
振
興
課

2
4

4
み
や
ぎ
の
キ
ラ
リ
輝
く
女
性
応
援
事
業

農
業
振
興
課

5
1
0

5
デ
ジ
タ
ル
田
園
普
及
加
速
化
事
業

農
業
振
興
課

1
3

6
多
様
で
特
色
あ
る
県
畜
産
物
の
生
産
消
費
促
進
事
業

畜
産
課

1
3

7
ス
マ
ー
ト
水
産
業
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
資
源
環
境
）

水
産
業
基
盤
整
備
課

1
3

6
若
者
を
メ
イ
ン
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
し
た
地
域
づ
く
り

に
よ
る
県
内
定
着
促
進
事
業

R
4
～
R
6

女
性
が
働
き
や
す
い
環
境
づ
く
り
、若
年
層
が
魅
力
を
感
じ
る
企
業
の
育
成
、若

者
の
仕
事
と
趣
味
の
両
立
支
援
、総
合
型
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
と
連
携
し
た

子
育
て
支
援
、地
域
課
題
を
解
決
す
る
人
材
の
育
成
等
に
よ
り
、若
者
等
が
暮

ら
し
や
す
い
地
域
づ
く
り
を
行
い
、県
内
定
着
を
促
進
す
る
。そ
の
結
果
、持
続
可

能
な
地
域
社
会
が
形
成
さ
れ
、地
域
が
活
性
化
す
る
好
循
環
の
創
出
に
寄
与

す
る
。

多
様
な
人
材
受
入
の
た
め
の
環
境
整
備
や
就
業
希
望
者
支
援
に
向
け
、就
農

支
援
の
専
門
家
の
配
置
、Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
で
の
広
告
発
信
、合
同
企
業
説
明
会
の
開

催
に
よ
る
マ
ッ
チ
ン
グ
の
推
進
等
を
行
う
。ま
た
、ス
マ
ー
ト
機
器
の
普
及
や
デ
ジ

タ
ル
人
材
育
成
に
向
け
、ス
マ
ー
ト
農
業
の
専
門
家
の
配
置
や
デ
ジ
タ
ル
先
進

機
器
の
モ
デ
ル
的
導
入
支
援
を
行
う
。さ
ら
に
、農
林
水
産
業
者
の
経
営
力
向

上
に
向
け
、販
売
会
へ
の
出
店
の
補
助
や
異
業
種
連
携
等
に
向
け
た
オ
ン
ラ
イ

ン
講
座
等
を
行
う
。

7
企
業
の
成
長
加
速
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

R
4
～
R
6

環
境
関
連
設
備
・デ
バ
イ
ス
等
の
開
発
に
向
け
た
補
助
、地
域
経
済
分
析
シ
ス

テ
ム
（
Ｒ
Ｅ
Ｓ
Ａ
Ｓ
）
等
を
活
用
し
た
詳
細
な
分
析
に
よ
る
中
小
企
業
支
援
策
の
検

討
、企
業
経
営
を
担
う
後
継
者
候
補
を
対
象
と
し
た
実
地
研
修
等
を
行
う
こ
と

で
、企
業
の
付
加
価
値
向
上
を
図
る
。ま
た
、県
内
企
業
及
び
大
学
・高
専
等
と

連
携
し
た
課
題
解
決
型
の
中
長
期
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
実
施
、企
業
に
対
す
る

外
国
人
材
の
受
入
環
境
整
備
や
採
用
に
向
け
た
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
派
遣
等
を
行
う

こ
と
で
、企
業
の
人
材
確
保
を
図
る
。

8
農
林
水
産
業
の
持
続
的
成
長
事
業

R
4
～
R
6

農
業
の
魅
力
発
信
、ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
支
援
体
制
の
整
備
、女
性
農
業
者
の
も
と
で

の
農
業
体
験
、林
業
へ
の
新
規
参
入
に
係
る
支
援
、ス
マ
ー
ト
水
産
業
の
普
及

拡
大
、ド
ロ
ー
ン
技
術
の
活
用
等
に
取
り
組
む
こ
と
で
、多
様
な
担
い
手
が
農
山

漁
村
で
起
業
・就
職
し
、安
心
し
て
働
き
続
け
ら
れ
る
環
境
を
作
る
と
と
も
に
、業

務
の
ス
マ
ー
ト
化
技
術
の
円
滑
な
社
会
実
験
に
よ
り
、農
林
水
産
業
の
生
産
性

向
上
・発
展
を
進
め
る
。

1
0
農
林
水
産
業
の
次
世
代
人
材
育
成
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

R
5
～
R
7

9
み
や
ぎ
へ
の
人
流
創
出
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

R
5
～
R
7

副
業
・兼
業
の
推
進
や
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
促
進
等
に
よ
る
仕
事
を
通
し
た
本

県
へ
の
関
わ
り
の
創
出
、民
泊
等
の
普
及
拡
大
や
農
山
漁
村
地
域
に
お
け
る
地

域
滞
在
型
交
流
の
実
施
及
び
子
育
て
世
代
に
配
慮
し
た
公
園
環
境
の
整
備
等

に
よ
る
地
域
交
流
の
創
出
と
そ
の
土
台
づ
く
り
を
行
う
と
と
も
に
、日
本
語
学
校

開
設
を
契
機
と
し
た
多
文
化
共
生
の
推
進
に
よ
り
、県
外
か
ら
の
人
の
流
れ
の

創
出
を
目
指
す
。
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■■
令令
和和
５５
年年
度度
デデ
ジジ
タタ
ルル
田田
園園
都都
市市
国国
家家
構構
想想
交交
付付
金金
事事
業業
（（
地地
方方
創創
生生
推推
進進
タタ
イイ
ププ
・・地地
方方
創創
生生
拠拠
点点
整整
備備
タタ
イイ
ププ
））
のの
実実
施施
状状
況況
にに
つつ
いい
てて
（（
事事
業業
概概
要要
等等
））

1
み
や
ぎ
若
者
活
躍
応
援
事
業

共
同
参
画
社
会
推
進
課

5
1
0

2
障
害
者
雇
用
プ
ラ
ス
ワ
ン
事
業

雇
用
対
策
課

5
1
0

3
地
域
資
源
・キ
ャ
リ
ア
人
材
フ
ル
活
用
事
業

農
山
漁
村
な
り
わ
い
課

7
1
6

4
み
や
ぎ
森
林
・林
業
未
来
創
造
カ
レ
ッ
ジ
設
立
・運
営
事
業

林
業
振
興
課

2
4

1
移
住
・定
住
推
進
事
業

地
域
振
興
課

5
1
0

2
サ
テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス
設
置
推
進
事
業

地
域
振
興
課

5
1
0

3
多
文
化
共
生
推
進
事
業

国
際
政
策
課

5
1
0

4
地
域
と
連
携
し
た
高
等
学
校
魅
力
化
事
業

高
校
教
育
課

3
7

5
地
域
と
連
携
し
た
特
別
支
援
学
校
魅
力
化
支
援
事
業

特
別
支
援
教
育
課

3
7

6
み
や
ぎ
農
山
漁
村
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
推
進
事
業

農
山
漁
村
な
り
わ
い
課

7
1
6

1
ア
グ
リ
テ
ッ
ク
活
用
推
進
事
業
（
農
業
）

農
業
振
興
課

1
3

2
ア
グ
リ
テ
ッ
ク
活
用
推
進
事
業
（
畜
産
）

畜
産
課

1
3

3
み
や
ぎ
の
園
芸
法
人
ス
テ
ー
ジ
ア
ッ
プ
事
業

園
芸
推
進
課

1
3

4
み
や
ぎ
材
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
事
業

林
業
振
興
課

1
3

5
県
産
材
新
流
通
シ
ス
テ
ム
構
築
事
業

林
業
振
興
課

1
3

6
み
や
ぎ
の
食
材
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
構
築
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

食
産
業
振
興
課

1
3

1
高
度
電
子
機
械
産
業
集
積
促
進
事
業

新
産
業
振
興
課

1
1

2
も
の
づ
く
り
海
外
販
路
開
拓
支
援
事
業

国
際
ビ
ジ
ネ
ス
推
進
室

1
1

3
園
芸
作
物
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
構
築
事
業

園
芸
推
進
課

1
3

4
姉
妹
友
好
関
係
等
を
活
用
し
た
海
外
販
路
活
用
事
業

国
際
政
策
課

1
3

5
北
米
及
び
欧
州
に
お
け
る
販
路
開
拓
・定
着
促
進
事
業

国
際
政
策
課

1
3

6
東
南
ア
ジ
ア
宮
城
県
産
品
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
支
援
事
業

国
際
ビ
ジ
ネ
ス
推
進
室

1
3

7
県
産
食
品
海
外
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
サ
ポ
ー
ト
事
業

国
際
ビ
ジ
ネ
ス
推
進
室

1
3

8
対
宮
城
県
直
接
投
資
促
進
事
業

国
際
ビ
ジ
ネ
ス
推
進
室

1
1

1
実
需
対
応
型
み
や
ぎ
米
普
及
事
業

み
や
ぎ
米
推
進
課

1
3

2
食
材
王
国
み
や
ぎ
の
「
食
」
ブ
ラ
ン
ド
化
推
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
事
業
（
県
産
ブ
ラ
ン
ド
品
確
立
支
援
事
業
）

食
産
業
振
興
課

1
3

3
食
育
・地
産
地
消
推
進
事
業

食
産
業
振
興
課

1
3

4
デ
ジ
タ
ル
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
を
核
と
し
た
県
産
品
販
売
促
進
モ
デ
ル
構
築
事
業

食
産
業
振
興
課

1
3

5
地
域
の
魅
力
向
上
事
業

R
3
～
R
5

米
の
生
産
コ
ス
ト
低
減
や
多
収
性
品
種
の
導
入
等
に
よ
り
、実
需
に
対
応
し
た

多
収
米
及
び
銘
柄
米
（
「
だ
て
正
夢
」
、「
金
の
い
ぶ
き
」
）
の
生
産
体
制
を
確
立

す
る
。ま
た
、「
食
材
王
国
み
や
ぎ
」
の
新
た
な
ブ
ラ
ン
ド
化
戦
略
の
策
定
や
デ
ジ

タ
ル
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
を
核
と
し
た
県
産
品
販
売
促
進
等
を
行
う
。こ
れ
ら
の
取

組
に
よ
り
、「
み
や
ぎ
の
食
」
を
核
と
し
た
関
係
人
口
の
創
出
や
多
様
な
主
体
の

連
携
を
実
現
し
、本
県
農
林
水
産
業
・食
品
産
業
の
持
続
的
な
発
展
と
、地
域

の
魅
力
向
上
に
つ
な
げ
る
。

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
派
遣
等
に
よ
る
ス
マ
ー
ト
農
業
技
術
の
普
及
拡
大
、肉
牛
の
ゲ
ノ

ミ
ッ
ク
評
価
に
お
け
る
新
た
な
形
質
評
価
の
実
用
化
等
、園
芸
栽
培
に
お
け
る

高
度
環
境
制
御
技
術
向
上
、県
産
材
の
非
住
宅
分
野
や
マ
ー
ケ
ッ
ト
開
拓
に
向

け
た
製
品
開
発
、I
C
T
化
に
よ
る
新
た
な
流
通
シ
ス
テ
ム
構
築
等
に
取
り
組
む
も

の
。農
林
水
産
業
の
生
産
力
向
上
と
持
続
的
発
展
に
よ
り
質
の
高
い
安
定
し
た

「
し
ご
と
」
を
創
出
し
、新
た
な
担
い
手
を
呼
び
込
み
、地
域
の
維
持
と
産
業
の
発

展
を
図
る
。

4
海
外
か
ら
稼
ぐ
み
や
ぎ
の
地
方
創
生
推
進
事

業
R
3
～
R
5

大
手
川
下
企
業
等
の
ニ
ー
ズ
探
索
か
ら
の
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
や
、農
業
者

等
・流
通
事
業
者
・実
需
者
等
に
よ
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
構
築

支
援
の
他
、米
国
や
欧
州
、ア
ジ
ア
を
対
象
と
し
た
販
路
開
拓
及
び
輸
出
を
目

指
す
企
業
の
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
・ハ
ン
ズ
オ
ン
支
援
、海
外
企
業
の
誘
致
等
に
よ

り
、県
内
企
業
や
農
林
水
産
業
の
生
産
者
等
が
新
た
な
市
場
を
開
拓
し
、競
争

力
を
高
め
る
こ
と
で
、産
業
と
し
て
「
し
ご
と
」
の
魅
力
も
高
め
、稼
ぐ
「
ま
ち
」
を

実
現
し
、「
ひ
と
」
を
呼
び
込
む
好
循
環
の
創
出
を
目
指
す
。

3
農
林
水
産
業
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
促
進
事
業

R
3
～
R
5

1
宮
城
を
支
え
る
「
人
」
づ
く
り
推
進
事
業

R
3
～
R
5

若
年
層
の
人
口
流
出
抑
止
や
県
外
か
ら
の
流
入
、農
福
連
携
等
に
よ
る
障
害

者
雇
用
の
促
進
に
向
け
た
取
組
の
他
、農
林
水
産
分
野
の
担
い
手
不
足
解
消

に
向
け
、農
山
漁
村
地
域
へ
の
人
材
派
遣
や
都
市
部
と
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
人

材
の
育
成
、新
た
な
担
い
手
等
の
事
業
化
支
援
、農
産
物
直
売
所
等
の
機
能

強
化
支
援
に
よ
り
、地
域
を
支
え
る
人
材
確
保
や
次
世
代
育
成
、産
業
の
持
続

的
発
展
や
地
域
の
活
性
化
に
つ
な
げ
る
。

2
多
様
な
人
が
集
ま
り
、活
躍
で
き
る
「
地
域
」

づ
く
り

R
3
～
R
5

移
住
・定
住
の
推
進
や
県
外
企
業
等
の
サ
テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス
設
置
支
援
、民
泊

等
の
小
規
模
宿
泊
施
設
の
普
及
拡
大
等
に
よ
り
、移
住
者
や
関
係
人
口
等
が

地
域
に
集
ま
る
流
れ
を
つ
く
る
。ま
た
、地
域
に
お
け
る
多
文
化
共
生
や
学
校
と

の
協
働
、農
山
漁
村
に
お
け
る
Ｄ
Ｘ
を
推
進
し
、地
域
の
機
能
強
化
に
取
り
組

む
。こ
れ
ら
に
よ
り
、地
域
に
人
が
集
ま
り
、地
域
が
活
性
化
す
る
好
循
環
の
創

出
を
目
指
す
。

施
策

番
号

(メ
イ
ン
)

事
業
を
構
成
す
る
R
5
年
度
推
進
事
業
名

担
当
課
室

政
策

番
号

N
o
.

事
業
名

期
間

事
業
概
要

施
策

番
号

(メ
イ
ン
)

事
業
を
構
成
す
る
R
5
年
度
推
進
事
業
名

担
当
課
室

政
策

番
号

N
o
.

事
業
名

期
間

事
業
概
要

1
総
合
型
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
と
連
携
し
た
子
育
て
支
援
事
業

ス
ポ
ー
ツ
振
興
課

5
1
1

2
み
や
ぎ
女
性
応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

共
同
参
画
社
会
推
進
課

5
1
0

3
Z
世
代
推
し
事
（
お
仕
事
）
は
か
ど
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

雇
用
対
策
課

2
4

4
蛻
変
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

富
県
宮
城
推
進
室

2
4

1
み
や
ぎ
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・環
境
関
連
産
業
振
興
加
速
化
事
業

環
境
政
策
課

7
1
5

2
地
域
経
済
構
造
分
析
推
進
事
業

富
県
宮
城
推
進
室

1
1

3
次
世
代
リ
ー
ダ
ー
育
成
支
援
事
業

新
産
業
振
興
課

1
1

4
中
小
企
業
販
路
開
拓
総
合
支
援
事
業

中
小
企
業
支
援
室

1
1

5
社
会
人
と
の
対
話
に
よ
る
キ
ャ
リ
ア
発
達
支
援
事
業

産
業
人
材
対
策
課

2
4

6
課
題
解
決
型
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
推
進
事
業

産
業
人
材
対
策
課

2
4

7
外
国
人
材
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援
事
業

国
際
政
策
課

2
4

8
外
国
人
材
高
度
化
転
換
支
援
事
業

国
際
政
策
課

2
4

1
「
キ
ラ
リ
！農
ス
タ
イ
ル
」
魅
力
発
信
事
業

農
業
振
興
課

5
1
0

2
「
女
性
が
輝
く
」
み
や
ぎ
の
水
産
加
工
業
創
生
事
業

水
産
業
振
興
課

5
1
0

3
ス
マ
ー
ト
水
産
業
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
魚
市
場
）

水
産
業
振
興
課

1
3

4
ス
マ
ー
ト
水
産
業
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
養
殖
）

水
産
業
基
盤
整
備
課

1
3

5
自
伐
型
林
業
育
成
支
援
モ
デ
ル
事
業

森
林
整
備
課

7
1
6

1
副
・兼
み
や
ぎ
マ
ッ
チ
ン
グ
促
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

雇
用
対
策
課

2
4

2
み
や
ぎ
d
e
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
事
業

産
業
人
材
対
策
課

2
4

3
小
規
模
宿
泊
施
設
普
及
拡
大
事
業

観
光
戦
略
課

1
2

4
シ
ン
・令
和
の
む
ら
づ
く
り
推
進
事
業

農
山
漁
村
な
り
わ
い
課

7
1
6

5
都
市
公
園
プ
レ
イ
リ
ー
ダ
ー
配
置
事
業

都
市
環
境
課

3
6

6
日
本
語
学
校
開
設
準
備
事
業

国
際
政
策
課

2
4

1
「
み
や
ぎ
の
里
山
」
ビ
ジ
ネ
ス
推
進
事
業

林
業
振
興
課

2
4

2
新
た
な
み
や
ぎ
の
水
産
業
を
創
造
す
る
人
材
・経
営
体
育
成
事
業

水
産
業
振
興
課

2
4

3
オ
ー
ダ
ー
メ
イ
ド
型
農
活
支
援
事
業

農
業
振
興
課

2
4

4
み
や
ぎ
の
キ
ラ
リ
輝
く
女
性
応
援
事
業

農
業
振
興
課

5
1
0

5
デ
ジ
タ
ル
田
園
普
及
加
速
化
事
業

農
業
振
興
課

1
3

6
多
様
で
特
色
あ
る
県
畜
産
物
の
生
産
消
費
促
進
事
業

畜
産
課

1
3

7
ス
マ
ー
ト
水
産
業
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
資
源
環
境
）

水
産
業
基
盤
整
備
課

1
3

6
若
者
を
メ
イ
ン
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
し
た
地
域
づ
く
り

に
よ
る
県
内
定
着
促
進
事
業

R
4
～
R
6

女
性
が
働
き
や
す
い
環
境
づ
く
り
、若
年
層
が
魅
力
を
感
じ
る
企
業
の
育
成
、若

者
の
仕
事
と
趣
味
の
両
立
支
援
、総
合
型
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
と
連
携
し
た

子
育
て
支
援
、地
域
課
題
を
解
決
す
る
人
材
の
育
成
等
に
よ
り
、若
者
等
が
暮

ら
し
や
す
い
地
域
づ
く
り
を
行
い
、県
内
定
着
を
促
進
す
る
。そ
の
結
果
、持
続
可

能
な
地
域
社
会
が
形
成
さ
れ
、地
域
が
活
性
化
す
る
好
循
環
の
創
出
に
寄
与

す
る
。

多
様
な
人
材
受
入
の
た
め
の
環
境
整
備
や
就
業
希
望
者
支
援
に
向
け
、就
農

支
援
の
専
門
家
の
配
置
、Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
で
の
広
告
発
信
、合
同
企
業
説
明
会
の
開

催
に
よ
る
マ
ッ
チ
ン
グ
の
推
進
等
を
行
う
。ま
た
、ス
マ
ー
ト
機
器
の
普
及
や
デ
ジ

タ
ル
人
材
育
成
に
向
け
、ス
マ
ー
ト
農
業
の
専
門
家
の
配
置
や
デ
ジ
タ
ル
先
進

機
器
の
モ
デ
ル
的
導
入
支
援
を
行
う
。さ
ら
に
、農
林
水
産
業
者
の
経
営
力
向

上
に
向
け
、販
売
会
へ
の
出
店
の
補
助
や
異
業
種
連
携
等
に
向
け
た
オ
ン
ラ
イ

ン
講
座
等
を
行
う
。

7
企
業
の
成
長
加
速
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

R
4
～
R
6

環
境
関
連
設
備
・デ
バ
イ
ス
等
の
開
発
に
向
け
た
補
助
、地
域
経
済
分
析
シ
ス

テ
ム
（
Ｒ
Ｅ
Ｓ
Ａ
Ｓ
）
等
を
活
用
し
た
詳
細
な
分
析
に
よ
る
中
小
企
業
支
援
策
の
検

討
、企
業
経
営
を
担
う
後
継
者
候
補
を
対
象
と
し
た
実
地
研
修
等
を
行
う
こ
と

で
、企
業
の
付
加
価
値
向
上
を
図
る
。ま
た
、県
内
企
業
及
び
大
学
・高
専
等
と

連
携
し
た
課
題
解
決
型
の
中
長
期
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
実
施
、企
業
に
対
す
る

外
国
人
材
の
受
入
環
境
整
備
や
採
用
に
向
け
た
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
派
遣
等
を
行
う

こ
と
で
、企
業
の
人
材
確
保
を
図
る
。

8
農
林
水
産
業
の
持
続
的
成
長
事
業

R
4
～
R
6

農
業
の
魅
力
発
信
、ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
支
援
体
制
の
整
備
、女
性
農
業
者
の
も
と
で

の
農
業
体
験
、林
業
へ
の
新
規
参
入
に
係
る
支
援
、ス
マ
ー
ト
水
産
業
の
普
及

拡
大
、ド
ロ
ー
ン
技
術
の
活
用
等
に
取
り
組
む
こ
と
で
、多
様
な
担
い
手
が
農
山

漁
村
で
起
業
・就
職
し
、安
心
し
て
働
き
続
け
ら
れ
る
環
境
を
作
る
と
と
も
に
、業

務
の
ス
マ
ー
ト
化
技
術
の
円
滑
な
社
会
実
験
に
よ
り
、農
林
水
産
業
の
生
産
性

向
上
・発
展
を
進
め
る
。

1
0
農
林
水
産
業
の
次
世
代
人
材
育
成
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

R
5
～
R
7

9
み
や
ぎ
へ
の
人
流
創
出
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

R
5
～
R
7

副
業
・兼
業
の
推
進
や
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
促
進
等
に
よ
る
仕
事
を
通
し
た
本

県
へ
の
関
わ
り
の
創
出
、民
泊
等
の
普
及
拡
大
や
農
山
漁
村
地
域
に
お
け
る
地

域
滞
在
型
交
流
の
実
施
及
び
子
育
て
世
代
に
配
慮
し
た
公
園
環
境
の
整
備
等

に
よ
る
地
域
交
流
の
創
出
と
そ
の
土
台
づ
く
り
を
行
う
と
と
も
に
、日
本
語
学
校

開
設
を
契
機
と
し
た
多
文
化
共
生
の
推
進
に
よ
り
、県
外
か
ら
の
人
の
流
れ
の

創
出
を
目
指
す
。
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施
策

番
号

(メ
イ

ン
)

事
業

を
構

成
す

る
R

5
年

度
推

進
事

業
名

担
当

課
室

政
策

番
号

N
o
.

事
業

名
期

間
事

業
概

要

1
移

住
・定

住
推

進
事

業
地

域
振

興
課

5
1

0

2
移

住
支

援
金

事
業

地
域

振
興

課
5

1
0

3
移

住
支

援
金

求
人

広
告

作
成

支
援

事
業

雇
用

対
策

課
2

4

4
み

や
ぎ

U
IJ

タ
ー

ン
起

業
支

援
事

業
中

小
企

業
支

援
室

2
4

1
プ

ロ
フ

ェ
ッ

シ
ョ

ナ
ル

人
材

戦
略

拠
点

運
営

事
業

雇
用

対
策

課
2

4

1
（

産
業

技
術

総
合

セ
ン

タ
ー

E
M

C
総

合
試

験
棟

整
備

事
業

：R
2

～
R

3
）

新
産

業
振

興
課

1
1

※
事

業
期

間
は

終
了

し
て

い
る

が
、国

の
事

業
実

施
報

告
に

お
い

て
、整

備
し

た
拠

点
の

供
用

開
始

後
の

K
P

Iの
効

果
検

証
を

行
う

こ
と

と
さ

れ
て

い
る

た
め

掲
載

す
る

も
の

。
（

N
o
.1

～
1

2
：地

方
創

生
推

進
タ

イ
プ

、N
o
.1

3
：地

方
創

生
拠

点
整

備
タ

イ
プ

）

1
3

車
載

・Ｉ
ｏ
Ｔ

ソ
リ

ュ
ー

シ
ョ

ン
機

器
開

発
支

援
拠

点
整

備
事

業
R

2
～

R
3

※

県
内

企
業

が
Io

T
や

次
世

代
自

動
車

分
野

で
取

引
拡

大
、新

規
参

入
を

は
た

せ
る

よ
う

、宮
城

県
産

業
技

術
総

合
セ

ン
タ

ー
敷

地
内

に
Ｅ

Ｍ
Ｃ

評
価

施
設

を
整

備
し

、製
品

開
発

力
の

向
上

を
支

援
す

る
も

の
。本

拠
点

の
整

備
に

よ
り

、新
製

品
開

発
や

新
規

分
野

参
入

へ
の

障
壁

の
除

去
が

可
能

と
な

る
他

、メ
ー

カ
ー

気
質

を
持

っ
た

地
域

の
中

核
企

業
の

創
出

・拡
大

等
、地

域
経

済
の

持
続

的
な

発
展

を
実

現
す

る
。

1
1

宮
城

県
移

住
支

援
・マ

ッ
チ

ン
グ

支
援

事
業

、
宮

城
県

起
業

支
援

事
業

R
1

～
R

6

製
造

業
等

の
各

産
業

分
野

の
法

人
等

の
求

人
情

報
を

「
み

や
ぎ

移
住

ガ
イ

ド
」

に
掲

載
し

、「
み

や
ぎ

移
住

サ
ポ

ー
ト

セ
ン

タ
ー

」
に

お
い

て
、移

住
希

望
者

の
要

望
に

沿
っ

た
法

人
等

と
の

マ
ッ

チ
ン

グ
を

実
施

す
る

と
と

も
に

、関
係

人
口

や
テ

レ
ワ

ー
カ

ー
等

に
対

し
て

も
Ｈ

Ｐ
等

に
よ

る
広

報
を

行
い

、こ
れ

ら
要

件
を

満
た

す
移

住
者

に
対

し
て

、移
住

支
援

金
を

支
給

す
る

。ま
た

、各
々

の
地

域
が

抱
え

て
い

る
課

題
を

解
決

す
る

た
め

、移
住

し
て

新
た

に
起

業
し

た
者

に
対

し
て

起
業

支
援

金
を

支
給

す
る

。

1
2

プ
ロ

フ
ェ

ッ
シ

ョ
ナ

ル
人

材
戦

略
拠

点
運

営
事

業
R

5
～

R
9

地
域

へ
の

デ
ジ

タ
ル

人
材

の
還

流
の

た
め

の
取

組
を

強
化

す
る

と
と

も
に

、地
方

金
融

機
関

と
の

連
携

強
化

を
行

い
拠

点
の

ノ
ウ

ハ
ウ

の
継

承
を

行
う

た
め

、
サ

ブ
マ

ネ
ー

ジ
ャ

ー
2

名
を

配
置

す
る

。 
ま

た
、企

業
に

お
け

る
生

産
性

向
上

や
業

務
効

率
の

改
善

を
実

現
す

る
た

め
の

デ
ジ

タ
ル

化
を

進
め

る
デ

ジ
タ

ル
人

材
の

マ
ッ

チ
ン

グ
を

促
進

す
る

と
と

も
に

、県
内

企
業

に
お

け
る

副
業

・兼
業

人
材

の
活

用
を

促
進

す
る

た
め

、県
内

企
業

と
副

業
・兼

業
人

材
を

結
び

つ
け

る
県

の
マ

ッ
チ

ン
グ

サ
イ

ト
を

運
営

す
る

。

■■
令令
和和
５５
年年
度度
デデ
ジジ
タタ
ルル
田田
園園
都都
市市
国国
家家
構構
想想
交交
付付
金金
事事
業業
（（
地地
方方
創創
生生
推推
進進
タタ
イイ
ププ
・・地地
方方
創創
生生
拠拠
点点
整整
備備
タタ
イイ
ププ
））
のの
実実
施施
状状
況況
にに
つつ
いい
てて
（（
KK
PP
IIのの
達達
成成
状状
況況
等等
））

う
ち
交
付
金

（
円
）

内
容

R
5
年
度
実
績

（
増
加
分
）

期
間
累
計

（
増
加
分
）

目
標
値

1
0
0
人

3
6
5
人

実
績
値

6
1
人

2
9
3
人

目
標
値

2
2
4
人

6
1
2
人

実
績
値

2
3
8
人

4
4
2
人

目
標
値

2
％

5
％

実
績
値

未
確
定

－

目
標
値

2
0
人

4
5
人

実
績
値

2
0
6
人

3
6
0
人

目
標
値

1
0
0
人

3
0
0
人

実
績
値

2
0
6
人

4
9
4
人

目
標
値

7
2
0
人

1
,8
2
0
人

実
績
値

2
,2
9
7
人

5
,4
4
2
人

目
標
値

8
件

2
7
件

実
績
値

2
0
件

4
5
件

目
標
値

1
件

4
1
件

実
績
値

6
件

5
3
件

目
標
値

5
5
件

1
6
7
件

実
績
値

5
9
件

2
5
6
件

目
標
値

5
0
億
円

1
5
0
億
円

実
績
値

未
確
定

－

目
標
値

1
.2
5
kg

3
.7
5
kg

実
績
値

1
.8
1
kg

5
.1
7
kg

目
標
値

0
件

4
件

実
績
値

0
件

4
件

目
標
値

9
4
件

2
7
7
件

実
績
値

2
6
7
件

6
7
8
件

目
標
値

6
2
件

1
8
3
件

実
績
値

3
1
1
件

9
0
1
件

目
標
値

5
0
億
円

1
5
0
億
円

実
績
値

未
確
定

－

1
宮
城
を
支
え
る
「
人
」
づ
く
り

推
進
事
業

R
3
～

R
5

6
3
,2
1
2
,5
5
2

3
1
,6
0
6
,2
7
6

①

N
o.

事
業
名

期
間

総
事
業
費

（
円
）

K
P
Iの
指
標
と
達
成
状
況

　R
5
年
度
は
、未
確
定
の
K
P
Iを
除
く
3
つ
の
K
P
Iの
う
ち
２
つ
に
つ
い
て
目
標
を
達

成
し
（
達
成
度
6
7
％
）
、「
概
ね
順
調
」
と
評
価
し
た
。一
方
、事
業
期
間
を
通
じ
て

は
、未
確
定
の
K
P
Iを
除
く
3
つ
の
K
P
Iの
う
ち
1
つ
の
み
の
目
標
達
成
で
あ
り
（
達

成
度
3
3
%
）
、「
や
や
遅
れ
て
い
る
」
と
評
価
し
た
。

①
ネ
ク
ス
ト
リ
ー
ダ
ー
養
成
塾
事
業
に
つ
い
て
、広
報
チ
ラ
シ
や
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等

へ
掲
載
し
た
が
、対
象
者
に
効
果
的
に
周
知
で
き
な
か
っ
た
こ
と
等
に
よ
り
参
加
人

数
が
募
集
人
数
に
満
た
ず
、目
標
を
下
回
っ
た
。

②
企
業
訪
問
に
よ
る
個
別
支
援
の
他
、企
業
向
け
セ
ミ
ナ
ー
、特
別
支
援
学
校
・障

害
者
雇
用
優
良
企
業
等
見
学
会
等
の
開
催
等
、障
害
者
雇
用
を
行
う
機
運
醸
成

や
雇
用
・就
業
の
機
会
を
設
け
た
こ
と
で
、目
標
を
達
成
し
た
。

③
R
4
年
度
ま
で
の
累
計
は
▲
6
%
。

④
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
活
用
し
た
受
講
生
募
集
や
、林
業
事
業
体
へ
の
受
講
案
内
等

に
よ
り
、新
規
研
修
受
講
者
の
確
保
に
つ
な
が
っ
た
。

②
本
事
業
を
通
じ
た
障
害
者
雇
用
数

0
人

③
支
援
対
象
事
業
者
等
の
売
上
高
増
加
率
(現
況
対
比
)

事
業
の
成
果
と
評
価

指
標

当
初
値

（
申
請
時
）

1
0
0
％

④
み
や
ぎ
森
林
・林
業
未
来
創
造
カ
レ
ッ
ジ
研
修
受
講
生

数
0
人

本
事
業
を
通
じ
て
創
出
し
た
関
係
人
口
数
（
若
年
層
）

4
5
人

　R
5
年
度
及
び
事
業
期
間
を
通
じ
て
全
て
の
K
P
Iに
つ
い
て
目
標
を
達
成
し
、「
概

ね
順
調
」
と
評
価
し
た
。

①
県
が
運
営
す
る
移
住
情
報
サ
イ
ト
で
の
広
報
や
、市
町
村
等
と
連
携
し
た
移
住
事

業
及
び
移
住
相
談
窓
口
で
の
き
め
細
か
な
対
応
に
よ
り
、目
標
を
達
成
し
た
。

②
民
泊
施
設
等
の
普
及
拡
大
に
よ
り
民
泊
利
用
者
増
を
実
現
し
た
。

③
市
町
村
に
お
け
る
多
文
化
共
生
事
業
の
実
施
や
農
山
漁
村
で
の
D
X
推
進
支
援

に
よ
り
、外
国
人
を
含
む
多
様
な
人
が
活
躍
で
き
る
体
制
整
備
が
進
ん
だ
。

④
学
校
運
営
協
議
会
を
設
置
し
た
学
校
と
地
域
の
連
携
・協
働
が
進
み
、地
域
で

学
校
の
教
育
活
動
に
関
わ
る
機
会
が
増
え
る
と
と
も
に
、地
域
の
教
育
資
源
の
活

用
が
進
ん
だ
。

②
民
泊
利
用
者
数

2
,5
0
0
人

③

2
多
様
な
人
が
集
ま
り
、活
躍

で
き
る
「
地
域
」
づ
く
り

R
3
～

R
5

4
2
,4
8
9
,5
2
2

2
1
,2
4
4
,7
6
1

多
様
な
人
が
集
ま
り
、活
躍
で
き
る
「
地
域
」
づ
く
り
の
取

組
事
例
数

1
4
件

④
学
校
と
地
域
と
の
協
働
の
取
組
数
（
本
事
業
支
援
分
）

6
4
件

①
移
住
・定
住
者
数

0
人

　R
5
年
度
及
び
事
業
期
間
を
通
じ
て
未
確
定
の
K
P
Iを
除
く
全
て
の
K
P
Iに
つ
い
て

目
標
を
達
成
し
、「
概
ね
順
調
」
と
評
価
し
た
。

①
ス
マ
ー
ト
農
業
の
取
組
に
対
す
る
補
助
や
、セ
ミ
ナ
ー
開
催
、ア
ド
バ
イ
ザ
ー
派
遣

等
に
よ
り
、農
業
者
の
ア
グ
リ
テ
ッ
ク
導
入
・活
用
が
進
ん
だ
。

②
「
経
済
構
造
実
態
調
査
」
（
経
済
産
業
省
）
が
未
公
表
の
た
め
未
確
定
（
R
3
年

度
は
▲
4
6
.4
億
円
）
。

③
仙
台
牛
の
美
味
し
さ
の
成
分
の
探
求
・向
上
等
に
向
け
た
官
能
評
価
や
ゲ
ノ
ミ
ッ

ク
評
価
を
行
い
、種
雄
牛
の
選
抜
や
雌
牛
改
良
の
指
標
と
し
て
活
用
し
た
。

④
技
術
開
発
に
よ
る
成
果
を
基
に
、今
後
の
横
展
開
に
向
け
た
施
工
方
法
等
の
検

証
等
を
行
っ
た
。

②
本
事
業
を
通
じ
た
県
産
品
の
付
加
価
値
額
等
の
増
加

額
2
,1
9
7
億
円

③

3
農
林
水
産
業
の
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
促
進
事
業

R
3
～

R
5

1
0
0
,7
0
1
,2
5
2

5
0
,3
5
0
,6
2
6

枝
肉
重
量
の
育
種
価

0
kg

④
林
業
に
お
け
る
技
術
開
発
件
数

0
件

①
本
事
業
を
通
じ
た
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン

取
組
事
例
数

1
8
件

本
事
業
を
通
じ
た
海
外
展
開
商
品
数

1
8
件

　R
5
年
度
及
び
事
業
期
間
を
通
じ
て
未
確
定
の
K
P
Iを
除
く
全
て
の
K
P
Iに
つ
い
て

目
標
を
達
成
し
、「
概
ね
順
調
」
と
評
価
し
た
。

①
米
国
で
の
販
路
開
拓
や
日
系
小
売
店
で
の
物
産
展
開
催
、欧
州
で
の
プ
ロ
モ
ー

シ
ョ
ン
、国
際
ビ
ジ
ネ
ス
推
進
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
に
よ
る
輸
出
支
援
等
が
功
を
奏

し
、企
業
の
海
外
展
開
を
推
進
で
き
た
。

②
ジ
ェ
ト
ロ
と
連
携
し
た
マ
ッ
チ
ン
グ
等
の
他
、新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ

る
渡
航
制
限
の
緩
和
に
よ
り
、商
談
支
援
企
業
が
増
加
し
た
。

③
「
経
済
構
造
実
態
調
査
」
（
経
済
産
業
省
）
が
未
公
表
の
た
め
未
確
定
（
R
3
年

度
は
▲
4
7
億
円
）
。

②
本
事
業
に
よ
る
商
談
支
援
企
業
件
数

4
7
件

③
食
品
製
造
業
の
付
加
価
値
額

2
,1
9
7
億
円

4
海
外
か
ら
稼
ぐ
み
や
ぎ
の
地

方
創
生
推
進
事
業

R
3
～

R
5

1
1
9
,0
3
9
,4
7
0

5
9
,5
1
9
,7
3
5

①

（
H
3
0
時
点
）

（
H
3
0
時
点
）
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施
策

番
号

(メ
イ

ン
)

事
業

を
構

成
す

る
R

5
年

度
推

進
事

業
名

担
当

課
室

政
策

番
号

N
o
.

事
業

名
期

間
事

業
概

要

1
移

住
・定

住
推

進
事

業
地

域
振

興
課

5
1

0

2
移

住
支

援
金

事
業

地
域

振
興

課
5

1
0

3
移

住
支

援
金

求
人

広
告

作
成

支
援

事
業

雇
用

対
策

課
2

4

4
み

や
ぎ

U
IJ

タ
ー

ン
起

業
支

援
事

業
中

小
企

業
支

援
室

2
4

1
プ

ロ
フ

ェ
ッ

シ
ョ

ナ
ル

人
材

戦
略

拠
点

運
営

事
業

雇
用

対
策

課
2

4

1
（

産
業

技
術

総
合

セ
ン

タ
ー

E
M

C
総

合
試

験
棟

整
備

事
業

：R
2

～
R

3
）

新
産

業
振

興
課

1
1

※
事

業
期

間
は

終
了

し
て

い
る

が
、国

の
事

業
実

施
報

告
に

お
い

て
、整

備
し

た
拠

点
の

供
用

開
始

後
の

K
P

Iの
効

果
検

証
を

行
う

こ
と

と
さ

れ
て

い
る

た
め

掲
載

す
る

も
の

。
（

N
o
.1

～
1

2
：地

方
創

生
推

進
タ

イ
プ

、N
o
.1

3
：地

方
創

生
拠

点
整

備
タ

イ
プ

）

1
3

車
載

・Ｉ
ｏ
Ｔ

ソ
リ

ュ
ー

シ
ョ

ン
機

器
開

発
支

援
拠

点
整

備
事

業
R

2
～

R
3

※

県
内

企
業

が
Io

T
や

次
世

代
自

動
車

分
野

で
取

引
拡

大
、新

規
参

入
を

は
た

せ
る

よ
う

、宮
城

県
産

業
技

術
総

合
セ

ン
タ

ー
敷

地
内

に
Ｅ

Ｍ
Ｃ

評
価

施
設

を
整

備
し

、製
品

開
発

力
の

向
上

を
支

援
す

る
も

の
。本

拠
点

の
整

備
に

よ
り

、新
製

品
開

発
や

新
規

分
野

参
入

へ
の

障
壁

の
除

去
が

可
能

と
な

る
他

、メ
ー

カ
ー

気
質

を
持

っ
た

地
域

の
中

核
企

業
の

創
出

・拡
大

等
、地

域
経

済
の

持
続

的
な

発
展

を
実

現
す

る
。

1
1

宮
城

県
移

住
支

援
・マ

ッ
チ

ン
グ

支
援

事
業

、
宮

城
県

起
業

支
援

事
業

R
1

～
R

6

製
造

業
等

の
各

産
業

分
野

の
法

人
等

の
求

人
情

報
を

「
み

や
ぎ

移
住

ガ
イ

ド
」

に
掲

載
し

、「
み

や
ぎ

移
住

サ
ポ

ー
ト

セ
ン

タ
ー

」
に

お
い

て
、移

住
希

望
者

の
要

望
に

沿
っ

た
法

人
等

と
の

マ
ッ

チ
ン

グ
を

実
施

す
る

と
と

も
に

、関
係

人
口

や
テ

レ
ワ

ー
カ

ー
等

に
対

し
て

も
Ｈ

Ｐ
等

に
よ

る
広

報
を

行
い

、こ
れ

ら
要

件
を

満
た

す
移

住
者

に
対

し
て

、移
住

支
援

金
を

支
給

す
る

。ま
た

、各
々

の
地

域
が

抱
え

て
い

る
課

題
を

解
決

す
る

た
め

、移
住

し
て

新
た

に
起

業
し

た
者

に
対

し
て

起
業

支
援

金
を

支
給

す
る

。

1
2

プ
ロ

フ
ェ

ッ
シ

ョ
ナ

ル
人

材
戦

略
拠

点
運

営
事

業
R

5
～

R
9

地
域

へ
の

デ
ジ

タ
ル

人
材

の
還

流
の

た
め

の
取

組
を

強
化

す
る

と
と

も
に

、地
方

金
融

機
関

と
の

連
携

強
化

を
行

い
拠

点
の

ノ
ウ

ハ
ウ

の
継

承
を

行
う

た
め

、
サ

ブ
マ

ネ
ー

ジ
ャ

ー
2

名
を

配
置

す
る

。 
ま

た
、企

業
に

お
け

る
生

産
性

向
上

や
業

務
効

率
の

改
善

を
実

現
す

る
た

め
の

デ
ジ

タ
ル

化
を

進
め

る
デ

ジ
タ

ル
人

材
の

マ
ッ

チ
ン

グ
を

促
進

す
る

と
と

も
に

、県
内

企
業

に
お

け
る

副
業

・兼
業

人
材

の
活

用
を

促
進

す
る

た
め

、県
内

企
業

と
副

業
・兼

業
人

材
を

結
び

つ
け

る
県

の
マ

ッ
チ

ン
グ

サ
イ

ト
を

運
営

す
る

。

■■
令令
和和
５５
年年
度度
デデ
ジジ
タタ
ルル
田田
園園
都都
市市
国国
家家
構構
想想
交交
付付
金金
事事
業業
（（
地地
方方
創創
生生
推推
進進
タタ
イイ
ププ
・・地地
方方
創創
生生
拠拠
点点
整整
備備
タタ
イイ
ププ
））
のの
実実
施施
状状
況況
にに
つつ
いい
てて
（（
KK
PP
IIのの
達達
成成
状状
況況
等等
））

う
ち
交
付
金

（
円
）

内
容

R
5
年
度
実
績

（
増
加
分
）

期
間
累
計

（
増
加
分
）

目
標
値

1
0
0
人

3
6
5
人

実
績
値

6
1
人

2
9
3
人

目
標
値

2
2
4
人

6
1
2
人

実
績
値

2
3
8
人

4
4
2
人

目
標
値

2
％

5
％

実
績
値

未
確
定

－

目
標
値

2
0
人

4
5
人

実
績
値

2
0
6
人

3
6
0
人

目
標
値

1
0
0
人

3
0
0
人

実
績
値

2
0
6
人

4
9
4
人

目
標
値

7
2
0
人

1
,8
2
0
人

実
績
値

2
,2
9
7
人

5
,4
4
2
人

目
標
値

8
件

2
7
件

実
績
値

2
0
件

4
5
件

目
標
値

1
件

4
1
件

実
績
値

6
件

5
3
件

目
標
値

5
5
件

1
6
7
件

実
績
値

5
9
件

2
5
6
件

目
標
値

5
0
億
円

1
5
0
億
円

実
績
値

未
確
定

－

目
標
値

1
.2
5
kg

3
.7
5
kg

実
績
値

1
.8
1
kg

5
.1
7
kg

目
標
値

0
件

4
件

実
績
値

0
件

4
件

目
標
値

9
4
件

2
7
7
件

実
績
値

2
6
7
件

6
7
8
件

目
標
値

6
2
件

1
8
3
件

実
績
値

3
1
1
件

9
0
1
件

目
標
値

5
0
億
円

1
5
0
億
円

実
績
値

未
確
定

－

1
宮
城
を
支
え
る
「
人
」
づ
く
り

推
進
事
業

R
3
～

R
5

6
3
,2
1
2
,5
5
2

3
1
,6
0
6
,2
7
6

①

N
o.

事
業
名

期
間

総
事
業
費

（
円
）

K
P
Iの
指
標
と
達
成
状
況

　R
5
年
度
は
、未
確
定
の
K
P
Iを
除
く
3
つ
の
K
P
Iの
う
ち
２
つ
に
つ
い
て
目
標
を
達

成
し
（
達
成
度
6
7
％
）
、「
概
ね
順
調
」
と
評
価
し
た
。一
方
、事
業
期
間
を
通
じ
て

は
、未
確
定
の
K
P
Iを
除
く
3
つ
の
K
P
Iの
う
ち
1
つ
の
み
の
目
標
達
成
で
あ
り
（
達

成
度
3
3
%
）
、「
や
や
遅
れ
て
い
る
」
と
評
価
し
た
。

①
ネ
ク
ス
ト
リ
ー
ダ
ー
養
成
塾
事
業
に
つ
い
て
、広
報
チ
ラ
シ
や
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等

へ
掲
載
し
た
が
、対
象
者
に
効
果
的
に
周
知
で
き
な
か
っ
た
こ
と
等
に
よ
り
参
加
人

数
が
募
集
人
数
に
満
た
ず
、目
標
を
下
回
っ
た
。

②
企
業
訪
問
に
よ
る
個
別
支
援
の
他
、企
業
向
け
セ
ミ
ナ
ー
、特
別
支
援
学
校
・障

害
者
雇
用
優
良
企
業
等
見
学
会
等
の
開
催
等
、障
害
者
雇
用
を
行
う
機
運
醸
成

や
雇
用
・就
業
の
機
会
を
設
け
た
こ
と
で
、目
標
を
達
成
し
た
。

③
R
4
年
度
ま
で
の
累
計
は
▲
6
%
。

④
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
活
用
し
た
受
講
生
募
集
や
、林
業
事
業
体
へ
の
受
講
案
内
等

に
よ
り
、新
規
研
修
受
講
者
の
確
保
に
つ
な
が
っ
た
。

②
本
事
業
を
通
じ
た
障
害
者
雇
用
数

0
人

③
支
援
対
象
事
業
者
等
の
売
上
高
増
加
率
(現
況
対
比
)

事
業
の
成
果
と
評
価

指
標

当
初
値

（
申
請
時
）

1
0
0
％

④
み
や
ぎ
森
林
・林
業
未
来
創
造
カ
レ
ッ
ジ
研
修
受
講
生

数
0
人

本
事
業
を
通
じ
て
創
出
し
た
関
係
人
口
数
（
若
年
層
）

4
5
人

　R
5
年
度
及
び
事
業
期
間
を
通
じ
て
全
て
の
K
P
Iに
つ
い
て
目
標
を
達
成
し
、「
概

ね
順
調
」
と
評
価
し
た
。

①
県
が
運
営
す
る
移
住
情
報
サ
イ
ト
で
の
広
報
や
、市
町
村
等
と
連
携
し
た
移
住
事

業
及
び
移
住
相
談
窓
口
で
の
き
め
細
か
な
対
応
に
よ
り
、目
標
を
達
成
し
た
。

②
民
泊
施
設
等
の
普
及
拡
大
に
よ
り
民
泊
利
用
者
増
を
実
現
し
た
。

③
市
町
村
に
お
け
る
多
文
化
共
生
事
業
の
実
施
や
農
山
漁
村
で
の
D
X
推
進
支
援

に
よ
り
、外
国
人
を
含
む
多
様
な
人
が
活
躍
で
き
る
体
制
整
備
が
進
ん
だ
。

④
学
校
運
営
協
議
会
を
設
置
し
た
学
校
と
地
域
の
連
携
・協
働
が
進
み
、地
域
で

学
校
の
教
育
活
動
に
関
わ
る
機
会
が
増
え
る
と
と
も
に
、地
域
の
教
育
資
源
の
活

用
が
進
ん
だ
。

②
民
泊
利
用
者
数

2
,5
0
0
人

③

2
多
様
な
人
が
集
ま
り
、活
躍

で
き
る
「
地
域
」
づ
く
り

R
3
～

R
5

4
2
,4
8
9
,5
2
2

2
1
,2
4
4
,7
6
1

多
様
な
人
が
集
ま
り
、活
躍
で
き
る
「
地
域
」
づ
く
り
の
取

組
事
例
数

1
4
件

④
学
校
と
地
域
と
の
協
働
の
取
組
数
（
本
事
業
支
援
分
）

6
4
件

①
移
住
・定
住
者
数

0
人

　R
5
年
度
及
び
事
業
期
間
を
通
じ
て
未
確
定
の
K
P
Iを
除
く
全
て
の
K
P
Iに
つ
い
て

目
標
を
達
成
し
、「
概
ね
順
調
」
と
評
価
し
た
。

①
ス
マ
ー
ト
農
業
の
取
組
に
対
す
る
補
助
や
、セ
ミ
ナ
ー
開
催
、ア
ド
バ
イ
ザ
ー
派
遣

等
に
よ
り
、農
業
者
の
ア
グ
リ
テ
ッ
ク
導
入
・活
用
が
進
ん
だ
。

②
「
経
済
構
造
実
態
調
査
」
（
経
済
産
業
省
）
が
未
公
表
の
た
め
未
確
定
（
R
3
年

度
は
▲
4
6
.4
億
円
）
。

③
仙
台
牛
の
美
味
し
さ
の
成
分
の
探
求
・向
上
等
に
向
け
た
官
能
評
価
や
ゲ
ノ
ミ
ッ

ク
評
価
を
行
い
、種
雄
牛
の
選
抜
や
雌
牛
改
良
の
指
標
と
し
て
活
用
し
た
。

④
技
術
開
発
に
よ
る
成
果
を
基
に
、今
後
の
横
展
開
に
向
け
た
施
工
方
法
等
の
検

証
等
を
行
っ
た
。

②
本
事
業
を
通
じ
た
県
産
品
の
付
加
価
値
額
等
の
増
加

額
2
,1
9
7
億
円

③

3
農
林
水
産
業
の
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
促
進
事
業

R
3
～

R
5

1
0
0
,7
0
1
,2
5
2

5
0
,3
5
0
,6
2
6

枝
肉
重
量
の
育
種
価

0
kg

④
林
業
に
お
け
る
技
術
開
発
件
数

0
件

①
本
事
業
を
通
じ
た
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン

取
組
事
例
数

1
8
件

本
事
業
を
通
じ
た
海
外
展
開
商
品
数

1
8
件

　R
5
年
度
及
び
事
業
期
間
を
通
じ
て
未
確
定
の
K
P
Iを
除
く
全
て
の
K
P
Iに
つ
い
て

目
標
を
達
成
し
、「
概
ね
順
調
」
と
評
価
し
た
。

①
米
国
で
の
販
路
開
拓
や
日
系
小
売
店
で
の
物
産
展
開
催
、欧
州
で
の
プ
ロ
モ
ー

シ
ョ
ン
、国
際
ビ
ジ
ネ
ス
推
進
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
に
よ
る
輸
出
支
援
等
が
功
を
奏

し
、企
業
の
海
外
展
開
を
推
進
で
き
た
。

②
ジ
ェ
ト
ロ
と
連
携
し
た
マ
ッ
チ
ン
グ
等
の
他
、新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ

る
渡
航
制
限
の
緩
和
に
よ
り
、商
談
支
援
企
業
が
増
加
し
た
。

③
「
経
済
構
造
実
態
調
査
」
（
経
済
産
業
省
）
が
未
公
表
の
た
め
未
確
定
（
R
3
年

度
は
▲
4
7
億
円
）
。

②
本
事
業
に
よ
る
商
談
支
援
企
業
件
数

4
7
件

③
食
品
製
造
業
の
付
加
価
値
額

2
,1
9
7
億
円

4
海
外
か
ら
稼
ぐ
み
や
ぎ
の
地

方
創
生
推
進
事
業

R
3
～

R
5

1
1
9
,0
3
9
,4
7
0

5
9
,5
1
9
,7
3
5

①

（
H
3
0
時
点
）

（
H
3
0
時
点
）

－　　－185



う
ち
交
付
金

（
円
）

内
容

R
5
年
度
実
績

（
増
加
分
）

期
間
累
計

（
増
加
分
）

N
o.

事
業
名

期
間

総
事
業
費

（
円
）

K
P
Iの
指
標
と
達
成
状
況

事
業
の
成
果
と
評
価

指
標

当
初
値

（
申
請
時
）

目
標
値

7
.7
3
億
円

1
8
.0
9
億
円

実
績
値

未
確
定

－

目
標
値

3
.7
0
億
円

1
5
.0
0
億
円

実
績
値

4
.0
2
億
円

7
.8
7
億
円

目
標
値

5
0
億
円

1
5
0
億
円

実
績
値

未
確
定

－

目
標
値

1
0
0
人

3
0
0
人

実
績
値

1
3
4
人

2
0
3
人

目
標
値

2
件

6
件

実
績
値

1
0
件

1
1
件

目
標
値

1
0
％

8
0
％

実
績
値

1
5
％

9
5
％

目
標
値

1
0
0
社

3
0
6
社

実
績
値

7
9
社

1
7
0
社

目
標
値

4
0
3
億
円

1
,2
0
9
億
円

実
績
値

未
確
定

－

目
標
値

1
2
人

3
6
人

実
績
値

1
2
人

2
4
人

目
標
値

2
5
人

7
5
人

実
績
値

5
0
人

7
5
人

目
標
値

7
人

1
9
人

実
績
値

未
確
定

－

目
標
値

3
社

9
社

実
績
値

3
社

6
社

目
標
値

5
件

2
0
件

実
績
値

0
件

0
件

5
地
域
の
魅
力
向
上
事
業

R
3
～

R
5

7
5
,3
1
0
,8
4
3

3
7
,6
5
5
,4
2
1

①
本
事
業
を
通
じ
た
県
産
品
の
販
売
増
加
額

0
億
円

　R
5
年
度
は
、未
確
定
の
K
P
Iを
除
く
1
つ
の
K
P
Iに
つ
い
て
目
標
を
達
成
し
、「
概

ね
順
調
」
と
評
価
し
た
。一
方
、事
業
期
間
を
通
じ
て
は
、未
確
定
の
K
P
Iを
除
く
1
つ

に
つ
い
て
目
標
未
達
成
で
あ
り
、「
や
や
遅
れ
て
い
る
」
と
評
価
し
た
。

①
R
4
年
度
ま
で
の
累
計
は
1
8
.2
8
億
円
。

②
コ
ロ
ナ
禍
で
の
外
食
需
要
減
に
よ
り
R
3
・R
４
年
産
米
の
販
売
単
価
は
大
幅
に

下
落
し
た
が
、R
5
年
度
は
コ
ロ
ナ
禍
明
け
の
需
要
回
復
も
あ
り
目
標
を
達
成
し
た
。

③
「
経
済
構
造
実
態
調
査
」
（
経
済
産
業
省
）
が
未
公
表
の
た
め
未
確
定
（
R
3
年

度
▲
4
7
億
円
）
。

②
本
事
業
を
通
じ
た
ブ
ラ
ン
ド
米
等
の
販
売
増
加
額

0
億
円

③
本
事
業
を
通
じ
た
県
産
食
材
の
付
加
価
値
額

2
,1
9
7
億
円

6
若
者
を
メ
イ
ン
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に

し
た
地
域
づ
く
り
に
よ
る
県

内
定
着
促
進
事
業

R
4
～

R
6

5
2
,6
6
8
,9
3
0

2
6
,3
3
4
,4
6
5

①
本
事
業
に
よ
る
支
援
企
業
の
新
規
大
卒
者
採
用
者
数

0
人

　4
つ
の
K
P
Iの
う
ち
3
つ
に
つ
い
て
目
標
を
達
成
し
（
達
成
度
7
5
％
）
、「
概
ね
順

調
」
と
評
価
し
た
。

①
企
業
へ
の
専
門
家
派
遣
、セ
ミ
ナ
ー
や
合
同
企
業
説
明
会
等
の
開
催
に
よ
り
、支

援
企
業
に
お
け
る
新
規
大
卒
者
採
用
数
が
目
標
を
達
成
し
た
。

②
地
域
の
担
い
手
自
身
が
地
域
の
問
題
意
識
や
目
指
す
べ
き
姿
を
共
有
し
、行
動

す
る
た
め
の
支
援
に
よ
り
目
標
を
上
回
り
、拠
点
整
備
や
街
並
み
再
生
が
着
実
に

進
ん
だ
。

③
総
合
型
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
と
の
連
携
に
よ
り
、参
加
者
の
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た

子
育
て
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
し
、目
標
を
達
成
し
た
。

④
県
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
等
に
お
い
て
企
業
の
取
組
を
紹
介
し
た

が
、企
業
に
認
証
の
メ
リ
ッ
ト
を
感
じ
て
も
ら
え
な
か
っ
た
た
め
、目
標
値
を
下
回
っ

た
。今
後
は
、特
に
優
れ
た
取
組
を
行
う
企
業
を
紹
介
す
る
等
の
普
及
啓
発
や
職
場

環
境
改
善
へ
の
支
援
を
進
め
、目
標
の
達
成
を
目
指
す
。

②
本
事
業
の
支
援
に
よ
る
新
規
起
業
件
数

0
件

③
本
事
業
に
よ
る
子
育
て
支
援
の
満
足
度
割
合

0

　未
確
定
の
K
P
Iを
除
く
全
て
の
K
P
Iに
つ
い
て
目
標
を
達
成
し
、「
概
ね
順
調
」
と

評
価
し
た
。

①
「
経
済
構
造
実
態
調
査
」
（
経
済
産
業
省
）
が
未
公
表
の
た
め
未
確
定
。

②
企
業
経
営
を
背
負
っ
て
い
く
後
継
者
候
補
を
対
象
と
し
た
研
修
を
実
施
し
、１
２
名

の
次
世
代
リ
ー
ダ
ー
の
育
成
を
達
成
し
た
。

③
県
内
企
業
と
外
国
人
材
を
対
象
に
し
た
企
業
説
明
会
等
、各
種
イ
ベ
ン
ト
の
実
施

に
よ
り
マ
ッ
チ
ン
グ
機
会
を
創
出
し
、外
国
人
材
5
0
人
の
県
内
企
業
就
職
を
支
援
し

た
。

②
次
世
代
リ
ー
ダ
ー
育
成
者
数

0
人％

④
女
性
の
チ
カ
ラ
を
活
か
す
認
証
企
業
数

4
9
4
社

③
事
業
参
加
留
学
生
の
県
内
企
業
へ
の
就
職
者
数

0
人

0
億
円

8
農
林
水
産
業
の
持
続
的
成

長
事
業

R
4
～

R
6

1
7
,6
4
7
,3
0
5

8
,8
2
3
,6
5
2

3
8
,6
3
9
,8
9
2

①
製
造
品
出
荷
額
等
増
加
額
（
食
料
品
製
造
業
を
除
く
）

7
企
業
の
成
長
加
速
化
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

R
4
～

R
6

7
7
,2
7
9
,7
8
5

①
本
事
業
に
よ
る
女
性
の
農
林
水
産
業
へ
の
新
規
就
業

者
数

0
人

　未
確
定
の
K
P
Iを
除
く
２
つ
の
K
P
Iの
う
ち
１
つ
に
つ
い
て
目
標
を
達
成
し
（
達
成

度
5
0
％
）
、「
概
ね
順
調
」
と
評
価
し
た
。

①
R
4
年
度
は
1
7
人
。

②
就
業
規
則
の
見
直
し
や
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
作
成
等
、企
業
の
課
題
に
応
じ
た
支
援

の
他
、水
産
業
界
で
の
女
性
活
躍
の
た
め
の
セ
ミ
ナ
ー
開
催
等
を
通
じ
横
展
開
を

図
っ
た
。

③
魚
市
場
に
お
い
て
A
I自
動
魚
種
選
別
機
の
実
証
試
験
を
行
っ
た
が
、現
場
で
要

求
す
る
機
能
を
満
た
せ
ず
、普
及
が
進
ま
な
か
っ
た
。今
後
、機
能
向
上
に
向
け
た

取
組
支
援
に
よ
り
目
標
達
成
を
目
指
す
。ま
た
、ド
ロ
ー
ン
に
よ
る
養
殖
漁
場
調
査
に

つ
い
て
は
、低
気
圧
被
害
等
に
よ
り
計
画
ど
お
り
調
査
が
で
き
な
か
っ
た
た
め
、今

後
、幅
広
く
調
査
適
地
を
選
定
し
て
進
め
る
。

②
本
事
業
に
よ
り
女
性
が
働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り
、環
境

整
備
に
取
り
組
ん
だ
企
業
数

0
社

③
本
事
業
に
よ
り
ス
マ
ー
ト
化
に
至
っ
た
件
数

0
件

（
H
3
0
時
点
）

う
ち
交
付
金

（
円
）

内
容

R
5
年
度
実
績

（
増
加
分
）

期
間
累
計

（
増
加
分
）

N
o.

事
業
名

期
間

総
事
業
費

（
円
）

K
P
Iの
指
標
と
達
成
状
況

事
業
の
成
果
と
評
価

指
標

当
初
値

（
申
請
時
）

目
標
値

5
0
組

2
3
0
組

実
績
値

5
9
組

5
9
組

目
標
値

0
人

1
5
0
人

実
績
値

0
人

0
人

目
標
値

1
,6
7
1
人

2
,4
3
1
人

実
績
値

2
,5
5
7
人

2
,5
5
7
人

目
標
値

2
7
3
人

8
3
9
人

実
績
値

未
確
定

－

目
標
値

2
7
経
営
体

4
0
経
営
体

実
績
値

2
9
経
営
体

2
9
経
営
体

目
標
値

3
者

9
者

実
績
値

未
確
定

－

目
標
値

2
0
%

3
5
%

実
績
値

0
%

0
%

目
標
値

2
0
5
人

1
,0
9
0
人

実
績
値

1
5
8
人

3
2
0
人

目
標
値

5
人

3
0
人

実
績
値

6
人

1
2
人

目
標
値

5
人

3
0
人

実
績
値

5
人

2
4
人

目
標
値

3
0
0
件

2
,5
0
0
件

実
績
値

3
7
9
件

2
,6
5
6
件

目
標
値

3
0
世
帯

9
0
世
帯

実
績
値

6
8
世
帯

8
5
世
帯

目
標
値

1
5
2
件

8
0
0
件

実
績
値

3
5
0
件

3
5
0
件

目
標
値

3
0
件

1
7
0
件

実
績
値

6
6
件

6
6
件

目
標
値

2
1
6
件

1
,1
2
0
件

実
績
値

2
5
2
件

2
5
2
件

9
み
や
ぎ
へ
の
人
流
創
出
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

R
5
～

R
7

8
7
,4
4
3
,3
5
6

4
3
,7
2
1
,6
7
8

①
副
業
・兼
業
マ
ッ
チ
ン
グ
数

0
組

　全
て
の
K
P
Iに
つ
い
て
目
標
を
達
成
し
、「
概
ね
順
調
」
と
評
価
し
た
。

①
マ
ッ
チ
ン
グ
サ
イ
ト
を
利
用
す
る
企
業
、求
職
者
に
対
す
る
き
め
細
か
な
支
援
や
、

県
内
企
業
に
副
業
・兼
業
人
材
の
活
用
を
促
す
セ
ミ
ナ
ー
を
効
果
的
に
実
施
し
た
こ

と
で
目
標
を
達
成
し
た
。

②
R
6
年
度
に
予
定
し
て
い
る
日
本
語
学
校
開
設
に
よ
る
留
学
生
受
入
に
向
け
、留

学
生
誘
致
の
た
め
の
フ
ェ
ア
開
催
や
受
入
準
備
を
進
め
た
。

③
県
内
企
業
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
支
援
や
、地
域
住
民
と
県
内
大
学
生
が
地
域
活

動
を
協
力
し
て
行
え
る
よ
う
な
支
援
等
を
行
う
こ
と
で
、関
係
人
口
の
構
築
を
進
め

た
。

②
留
学
生
の
増
加
数

0
人

③
本
事
業
に
よ
る
関
係
人
口
構
築
数

0
人

1
0
農
林
水
産
業
の
次
世
代
人

材
育
成
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

R
5
～

R
7

7
0
,9
4
0
,5
7
0

3
5
,4
7
0
,2
8
5

①
本
事
業
を
通
し
た
第
１
次
産
業
の
新
規
就
業
者
数

1
9
9
人

　未
確
定
の
K
P
Iを
除
く
２
つ
の
K
P
Iの
う
ち
１
つ
に
つ
い
て
目
標
を
達
成
し
（
達
成

度
5
0
％
）
、「
概
ね
順
調
」
と
評
価
し
た
。

①
農
業
・林
業
の
新
規
就
業
者
は
県
の
調
査
結
果
が
未
確
定
。漁
業
の
新
規
就
業

者
は
3
2
名
。

②
実
践
研
修
用
の
機
器
整
備
や
、コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
に
よ
る
伴
走
支
援
に
よ
り
ス

マ
ー
ト
農
業
を
実
践
す
る
人
材
の
育
成
強
化
が
進
み
、目
標
を
達
成
し
た
。

③
6
事
業
者
が
IC
T
等
機
器
を
導
入
し
、う
ち
3
事
業
者
に
つ
い
て
生
産
性
が
1
0
％

以
上
向
上
し
て
い
る
。事
業
者
毎
に
算
出
方
法
が
異
な
る
た
め
、残
る
３
事
業
者
は

R
5
実
績
が
未
確
定
。

④
事
業
の
運
用
期
間
が
充
分
に
確
保
で
き
な
か
っ
た
こ
と
が
目
標
未
達
の
主
な
要

因
で
あ
り
、R
6
年
度
は
充
分
な
運
用
期
間
と
導
入
先
か
ら
の
要
望
を
反
映
し
た
シ

ス
テ
ム
を
導
入
し
て
改
善
を
図
る
。

②
本
事
業
を
通
し
た
ア
グ
リ
テ
ッ
ク
導
入
者
数

2
8
経
営
体

③
生
産
性
が
1
0
%
以
上
向
上
し
た
事
業
者
数

0
者

④
本
事
業
に
よ
る
漁
業
の
活
動
生
産
性
向
上
に
対
す
る
満

足
度

5
0
％

1
1
宮
城
県
移
住
支
援
・マ
ッ
チ

ン
グ
支
援
事
業
、宮
城
県
起

業
支
援
事
業

R
1
～

R
6

2
4
3
,8
5
3
,2
0
1

③
本
起
業
支
援
事
業
に
基
づ
く
起
業
者
数

0
人

④
マ
ッ
チ
ン
グ
サ
イ
ト
に
新
た
に
掲
載
さ
れ
た
求
人
数

0
件

1
2
1
,9
2
6
,6
0
0

①
本
移
住
支
援
事
業
に
基
づ
く
移
住
就
業
者
数

0
人

②
本
移
住
支
援
事
業
に
基
づ
く
移
住
起
業
者
数

0
人

5
6
9
件

　全
て
の
K
P
Iに
つ
い
て
目
標
を
達
成
し
、「
概
ね
順
調
」
と
評
価
し
た
。

①
企
業
訪
問
件
数
、相
談
件
数
が
増
加
し
た
こ
と
か
ら
企
業
か
ら
の
求
人
票
も
前

年
よ
り
大
幅
に
増
加
し
、過
去
最
高
の
単
年
成
約
数
を
達
成
し
た
。

②
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援
に
お
い
て
、コ
ロ
ナ
禍
明
け
以
降
企
業
か
ら

の
ニ
ー
ズ
の
高
ま
り
も
あ
り
、拠
点
を
経
由
し
て
の
採
用
数
が
増
加
し
た
。

③
訪
問
先
と
し
て
東
北
大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
全
て
に
コ
ン
タ
ク
ト
を
取
っ
た
。ま

た
、県
内
本
社
の
う
ち
約
半
数
と
な
る
７
１
社
を
訪
問
で
き
た
こ
と
に
よ
り
新
規
訪
問

数
が
増
加
し
た
。

（
K
P
Iの
数
値
は
、増
加
分
で
は
な
く
実
績
値
）

②
地
域
企
業
に
対
す
る
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
マ
ッ
チ
ン
グ
件

数
0
件

③⑤
本
移
住
支
援
事
業
に
基
づ
く
1
8
歳
未
満
の
世
帯
員
を

帯
同
し
て
移
住
し
た
世
帯
数

0
世
帯

　5
つ
の
K
P
Iの
う
ち
4
つ
に
つ
い
て
目
標
を
達
成
し
（
達
成
度
8
0
％
）
、「
概
ね
順

調
」
と
評
価
し
た
。

①
キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
資
格
を
有
す
る
相
談
員
に
よ
る
サ
ポ
ー
ト
に
よ
り
移
住

就
業
者
数
は
伸
び
て
い
る
も
の
の
、目
標
を
下
回
っ
た
。移
住
希
望
者
の
意
向
に

沿
っ
た
企
業
提
案
や
就
業
ま
で
の
伴
走
支
援
に
よ
り
、目
標
達
成
を
目
指
す
。

②
県
が
運
営
す
る
移
住
情
報
サ
イ
ト
で
の
広
報
や
、市
町
村
等
と
連
携
し
た
移
住
事

業
及
び
移
住
相
談
窓
口
で
の
き
め
細
か
な
対
応
に
よ
り
、目
標
を
達
成
し
た
。

③
開
業
に
向
け
た
継
続
的
な
サ
ポ
ー
ト
に
よ
り
、補
助
金
採
択
者
全
員
（
５
者
）
が

起
業
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

④
委
託
事
業
を
は
じ
め
関
係
機
関
と
連
携
し
、新
規
求
人
の
開
拓
を
積
極
的
に
行

い
、目
標
を
達
成
し
た
。

⑤
移
住
情
報
サ
イ
ト
で
の
広
報
や
、市
町
村
等
と
連
携
し
た
移
住
事
業
及
び
移
住

相
談
窓
口
で
の
き
め
細
か
な
対
応
に
よ
り
、目
標
を
達
成
し
た
。

①
地
域
企
業
に
対
す
る
副
業
・兼
業
を
含
め
た
人
材
マ
ッ

チ
ン
グ
件
数

1
2
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
人
材
戦

略
拠
点
運
営
事
業

R
5
～

R
9

5
2
,6
5
4
,3
1
8

3
2
,7
6
8
,4
8
2

地
域
企
業
の
経
営
課
題
に
関
す
る
相
談
件
数

6
4
8
件

（
R
2
～
R
4
累
計
）

（
R
2
～
R
4
累
計
）
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う
ち
交
付
金

（
円
）

内
容

R
5
年
度
実
績

（
増
加
分
）

期
間
累
計

（
増
加
分
）

N
o.

事
業
名

期
間

総
事
業
費

（
円
）

K
P
Iの
指
標
と
達
成
状
況

事
業
の
成
果
と
評
価

指
標

当
初
値

（
申
請
時
）

目
標
値

7
.7
3
億
円

1
8
.0
9
億
円

実
績
値

未
確
定

－

目
標
値

3
.7
0
億
円

1
5
.0
0
億
円

実
績
値

4
.0
2
億
円

7
.8
7
億
円

目
標
値

5
0
億
円

1
5
0
億
円

実
績
値

未
確
定

－

目
標
値

1
0
0
人

3
0
0
人

実
績
値

1
3
4
人

2
0
3
人

目
標
値

2
件

6
件

実
績
値

1
0
件

1
1
件

目
標
値

1
0
％

8
0
％

実
績
値

1
5
％

9
5
％

目
標
値

1
0
0
社

3
0
6
社

実
績
値

7
9
社

1
7
0
社

目
標
値

4
0
3
億
円

1
,2
0
9
億
円

実
績
値

未
確
定

－

目
標
値

1
2
人

3
6
人

実
績
値

1
2
人

2
4
人

目
標
値

2
5
人

7
5
人

実
績
値

5
0
人

7
5
人

目
標
値

7
人

1
9
人

実
績
値

未
確
定

－

目
標
値

3
社

9
社

実
績
値

3
社

6
社

目
標
値

5
件

2
0
件

実
績
値

0
件

0
件

5
地
域
の
魅
力
向
上
事
業

R
3
～

R
5

7
5
,3
1
0
,8
4
3

3
7
,6
5
5
,4
2
1

①
本
事
業
を
通
じ
た
県
産
品
の
販
売
増
加
額

0
億
円

　R
5
年
度
は
、未
確
定
の
K
P
Iを
除
く
1
つ
の
K
P
Iに
つ
い
て
目
標
を
達
成
し
、「
概

ね
順
調
」
と
評
価
し
た
。一
方
、事
業
期
間
を
通
じ
て
は
、未
確
定
の
K
P
Iを
除
く
1
つ

に
つ
い
て
目
標
未
達
成
で
あ
り
、「
や
や
遅
れ
て
い
る
」
と
評
価
し
た
。

①
R
4
年
度
ま
で
の
累
計
は
1
8
.2
8
億
円
。

②
コ
ロ
ナ
禍
で
の
外
食
需
要
減
に
よ
り
R
3
・R
４
年
産
米
の
販
売
単
価
は
大
幅
に

下
落
し
た
が
、R
5
年
度
は
コ
ロ
ナ
禍
明
け
の
需
要
回
復
も
あ
り
目
標
を
達
成
し
た
。

③
「
経
済
構
造
実
態
調
査
」
（
経
済
産
業
省
）
が
未
公
表
の
た
め
未
確
定
（
R
3
年

度
▲
4
7
億
円
）
。

②
本
事
業
を
通
じ
た
ブ
ラ
ン
ド
米
等
の
販
売
増
加
額

0
億
円

③
本
事
業
を
通
じ
た
県
産
食
材
の
付
加
価
値
額

2
,1
9
7
億
円

6
若
者
を
メ
イ
ン
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に

し
た
地
域
づ
く
り
に
よ
る
県

内
定
着
促
進
事
業

R
4
～

R
6

5
2
,6
6
8
,9
3
0

2
6
,3
3
4
,4
6
5

①
本
事
業
に
よ
る
支
援
企
業
の
新
規
大
卒
者
採
用
者
数

0
人

　4
つ
の
K
P
Iの
う
ち
3
つ
に
つ
い
て
目
標
を
達
成
し
（
達
成
度
7
5
％
）
、「
概
ね
順

調
」
と
評
価
し
た
。

①
企
業
へ
の
専
門
家
派
遣
、セ
ミ
ナ
ー
や
合
同
企
業
説
明
会
等
の
開
催
に
よ
り
、支

援
企
業
に
お
け
る
新
規
大
卒
者
採
用
数
が
目
標
を
達
成
し
た
。

②
地
域
の
担
い
手
自
身
が
地
域
の
問
題
意
識
や
目
指
す
べ
き
姿
を
共
有
し
、行
動

す
る
た
め
の
支
援
に
よ
り
目
標
を
上
回
り
、拠
点
整
備
や
街
並
み
再
生
が
着
実
に

進
ん
だ
。

③
総
合
型
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
と
の
連
携
に
よ
り
、参
加
者
の
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た

子
育
て
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
し
、目
標
を
達
成
し
た
。

④
県
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
等
に
お
い
て
企
業
の
取
組
を
紹
介
し
た

が
、企
業
に
認
証
の
メ
リ
ッ
ト
を
感
じ
て
も
ら
え
な
か
っ
た
た
め
、目
標
値
を
下
回
っ

た
。今
後
は
、特
に
優
れ
た
取
組
を
行
う
企
業
を
紹
介
す
る
等
の
普
及
啓
発
や
職
場

環
境
改
善
へ
の
支
援
を
進
め
、目
標
の
達
成
を
目
指
す
。

②
本
事
業
の
支
援
に
よ
る
新
規
起
業
件
数

0
件

③
本
事
業
に
よ
る
子
育
て
支
援
の
満
足
度
割
合

0

　未
確
定
の
K
P
Iを
除
く
全
て
の
K
P
Iに
つ
い
て
目
標
を
達
成
し
、「
概
ね
順
調
」
と

評
価
し
た
。

①
「
経
済
構
造
実
態
調
査
」
（
経
済
産
業
省
）
が
未
公
表
の
た
め
未
確
定
。

②
企
業
経
営
を
背
負
っ
て
い
く
後
継
者
候
補
を
対
象
と
し
た
研
修
を
実
施
し
、１
２
名

の
次
世
代
リ
ー
ダ
ー
の
育
成
を
達
成
し
た
。

③
県
内
企
業
と
外
国
人
材
を
対
象
に
し
た
企
業
説
明
会
等
、各
種
イ
ベ
ン
ト
の
実
施

に
よ
り
マ
ッ
チ
ン
グ
機
会
を
創
出
し
、外
国
人
材
5
0
人
の
県
内
企
業
就
職
を
支
援
し

た
。

②
次
世
代
リ
ー
ダ
ー
育
成
者
数

0
人％

④
女
性
の
チ
カ
ラ
を
活
か
す
認
証
企
業
数

4
9
4
社

③
事
業
参
加
留
学
生
の
県
内
企
業
へ
の
就
職
者
数

0
人

0
億
円

8
農
林
水
産
業
の
持
続
的
成

長
事
業

R
4
～

R
6

1
7
,6
4
7
,3
0
5

8
,8
2
3
,6
5
2

3
8
,6
3
9
,8
9
2

①
製
造
品
出
荷
額
等
増
加
額
（
食
料
品
製
造
業
を
除
く
）

7
企
業
の
成
長
加
速
化
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

R
4
～

R
6

7
7
,2
7
9
,7
8
5

①
本
事
業
に
よ
る
女
性
の
農
林
水
産
業
へ
の
新
規
就
業

者
数

0
人

　未
確
定
の
K
P
Iを
除
く
２
つ
の
K
P
Iの
う
ち
１
つ
に
つ
い
て
目
標
を
達
成
し
（
達
成

度
5
0
％
）
、「
概
ね
順
調
」
と
評
価
し
た
。

①
R
4
年
度
は
1
7
人
。

②
就
業
規
則
の
見
直
し
や
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
作
成
等
、企
業
の
課
題
に
応
じ
た
支
援

の
他
、水
産
業
界
で
の
女
性
活
躍
の
た
め
の
セ
ミ
ナ
ー
開
催
等
を
通
じ
横
展
開
を

図
っ
た
。

③
魚
市
場
に
お
い
て
A
I自
動
魚
種
選
別
機
の
実
証
試
験
を
行
っ
た
が
、現
場
で
要

求
す
る
機
能
を
満
た
せ
ず
、普
及
が
進
ま
な
か
っ
た
。今
後
、機
能
向
上
に
向
け
た

取
組
支
援
に
よ
り
目
標
達
成
を
目
指
す
。ま
た
、ド
ロ
ー
ン
に
よ
る
養
殖
漁
場
調
査
に

つ
い
て
は
、低
気
圧
被
害
等
に
よ
り
計
画
ど
お
り
調
査
が
で
き
な
か
っ
た
た
め
、今

後
、幅
広
く
調
査
適
地
を
選
定
し
て
進
め
る
。

②
本
事
業
に
よ
り
女
性
が
働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り
、環
境

整
備
に
取
り
組
ん
だ
企
業
数

0
社

③
本
事
業
に
よ
り
ス
マ
ー
ト
化
に
至
っ
た
件
数

0
件

（
H
3
0
時
点
）

う
ち
交
付
金

（
円
）

内
容

R
5
年
度
実
績

（
増
加
分
）

期
間
累
計

（
増
加
分
）

N
o.

事
業
名

期
間

総
事
業
費

（
円
）

K
P
Iの
指
標
と
達
成
状
況

事
業
の
成
果
と
評
価

指
標

当
初
値

（
申
請
時
）

目
標
値

5
0
組

2
3
0
組

実
績
値

5
9
組

5
9
組

目
標
値

0
人

1
5
0
人

実
績
値

0
人

0
人

目
標
値

1
,6
7
1
人

2
,4
3
1
人

実
績
値

2
,5
5
7
人

2
,5
5
7
人

目
標
値

2
7
3
人

8
3
9
人

実
績
値

未
確
定

－

目
標
値

2
7
経
営
体

4
0
経
営
体

実
績
値

2
9
経
営
体

2
9
経
営
体

目
標
値

3
者

9
者

実
績
値

未
確
定

－

目
標
値

2
0
%

3
5
%

実
績
値

0
%

0
%

目
標
値

2
0
5
人

1
,0
9
0
人

実
績
値

1
5
8
人

3
2
0
人

目
標
値

5
人

3
0
人

実
績
値

6
人

1
2
人

目
標
値

5
人

3
0
人

実
績
値

5
人

2
4
人

目
標
値

3
0
0
件

2
,5
0
0
件

実
績
値

3
7
9
件

2
,6
5
6
件

目
標
値

3
0
世
帯

9
0
世
帯

実
績
値

6
8
世
帯

8
5
世
帯

目
標
値

1
5
2
件

8
0
0
件

実
績
値

3
5
0
件

3
5
0
件

目
標
値

3
0
件

1
7
0
件

実
績
値

6
6
件

6
6
件

目
標
値

2
1
6
件

1
,1
2
0
件

実
績
値

2
5
2
件

2
5
2
件

9
み
や
ぎ
へ
の
人
流
創
出
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

R
5
～

R
7

8
7
,4
4
3
,3
5
6

4
3
,7
2
1
,6
7
8

①
副
業
・兼
業
マ
ッ
チ
ン
グ
数

0
組

　全
て
の
K
P
Iに
つ
い
て
目
標
を
達
成
し
、「
概
ね
順
調
」
と
評
価
し
た
。

①
マ
ッ
チ
ン
グ
サ
イ
ト
を
利
用
す
る
企
業
、求
職
者
に
対
す
る
き
め
細
か
な
支
援
や
、

県
内
企
業
に
副
業
・兼
業
人
材
の
活
用
を
促
す
セ
ミ
ナ
ー
を
効
果
的
に
実
施
し
た
こ

と
で
目
標
を
達
成
し
た
。

②
R
6
年
度
に
予
定
し
て
い
る
日
本
語
学
校
開
設
に
よ
る
留
学
生
受
入
に
向
け
、留

学
生
誘
致
の
た
め
の
フ
ェ
ア
開
催
や
受
入
準
備
を
進
め
た
。

③
県
内
企
業
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
支
援
や
、地
域
住
民
と
県
内
大
学
生
が
地
域
活

動
を
協
力
し
て
行
え
る
よ
う
な
支
援
等
を
行
う
こ
と
で
、関
係
人
口
の
構
築
を
進
め

た
。

②
留
学
生
の
増
加
数

0
人

③
本
事
業
に
よ
る
関
係
人
口
構
築
数

0
人

1
0
農
林
水
産
業
の
次
世
代
人

材
育
成
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

R
5
～

R
7

7
0
,9
4
0
,5
7
0

3
5
,4
7
0
,2
8
5

①
本
事
業
を
通
し
た
第
１
次
産
業
の
新
規
就
業
者
数

1
9
9
人

　未
確
定
の
K
P
Iを
除
く
２
つ
の
K
P
Iの
う
ち
１
つ
に
つ
い
て
目
標
を
達
成
し
（
達
成

度
5
0
％
）
、「
概
ね
順
調
」
と
評
価
し
た
。

①
農
業
・林
業
の
新
規
就
業
者
は
県
の
調
査
結
果
が
未
確
定
。漁
業
の
新
規
就
業

者
は
3
2
名
。

②
実
践
研
修
用
の
機
器
整
備
や
、コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
に
よ
る
伴
走
支
援
に
よ
り
ス

マ
ー
ト
農
業
を
実
践
す
る
人
材
の
育
成
強
化
が
進
み
、目
標
を
達
成
し
た
。

③
6
事
業
者
が
IC
T
等
機
器
を
導
入
し
、う
ち
3
事
業
者
に
つ
い
て
生
産
性
が
1
0
％

以
上
向
上
し
て
い
る
。事
業
者
毎
に
算
出
方
法
が
異
な
る
た
め
、残
る
３
事
業
者
は

R
5
実
績
が
未
確
定
。

④
事
業
の
運
用
期
間
が
充
分
に
確
保
で
き
な
か
っ
た
こ
と
が
目
標
未
達
の
主
な
要

因
で
あ
り
、R
6
年
度
は
充
分
な
運
用
期
間
と
導
入
先
か
ら
の
要
望
を
反
映
し
た
シ

ス
テ
ム
を
導
入
し
て
改
善
を
図
る
。

②
本
事
業
を
通
し
た
ア
グ
リ
テ
ッ
ク
導
入
者
数

2
8
経
営
体

③
生
産
性
が
1
0
%
以
上
向
上
し
た
事
業
者
数

0
者

④
本
事
業
に
よ
る
漁
業
の
活
動
生
産
性
向
上
に
対
す
る
満

足
度

5
0
％

1
1
宮
城
県
移
住
支
援
・マ
ッ
チ

ン
グ
支
援
事
業
、宮
城
県
起

業
支
援
事
業

R
1
～

R
6

2
4
3
,8
5
3
,2
0
1

③
本
起
業
支
援
事
業
に
基
づ
く
起
業
者
数

0
人

④
マ
ッ
チ
ン
グ
サ
イ
ト
に
新
た
に
掲
載
さ
れ
た
求
人
数

0
件

1
2
1
,9
2
6
,6
0
0

①
本
移
住
支
援
事
業
に
基
づ
く
移
住
就
業
者
数

0
人

②
本
移
住
支
援
事
業
に
基
づ
く
移
住
起
業
者
数

0
人

5
6
9
件

　全
て
の
K
P
Iに
つ
い
て
目
標
を
達
成
し
、「
概
ね
順
調
」
と
評
価
し
た
。

①
企
業
訪
問
件
数
、相
談
件
数
が
増
加
し
た
こ
と
か
ら
企
業
か
ら
の
求
人
票
も
前

年
よ
り
大
幅
に
増
加
し
、過
去
最
高
の
単
年
成
約
数
を
達
成
し
た
。

②
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援
に
お
い
て
、コ
ロ
ナ
禍
明
け
以
降
企
業
か
ら

の
ニ
ー
ズ
の
高
ま
り
も
あ
り
、拠
点
を
経
由
し
て
の
採
用
数
が
増
加
し
た
。

③
訪
問
先
と
し
て
東
北
大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
全
て
に
コ
ン
タ
ク
ト
を
取
っ
た
。ま

た
、県
内
本
社
の
う
ち
約
半
数
と
な
る
７
１
社
を
訪
問
で
き
た
こ
と
に
よ
り
新
規
訪
問

数
が
増
加
し
た
。

（
K
P
Iの
数
値
は
、増
加
分
で
は
な
く
実
績
値
）

②
地
域
企
業
に
対
す
る
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
マ
ッ
チ
ン
グ
件

数
0
件

③⑤
本
移
住
支
援
事
業
に
基
づ
く
1
8
歳
未
満
の
世
帯
員
を

帯
同
し
て
移
住
し
た
世
帯
数

0
世
帯

　5
つ
の
K
P
Iの
う
ち
4
つ
に
つ
い
て
目
標
を
達
成
し
（
達
成
度
8
0
％
）
、「
概
ね
順

調
」
と
評
価
し
た
。

①
キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
資
格
を
有
す
る
相
談
員
に
よ
る
サ
ポ
ー
ト
に
よ
り
移
住

就
業
者
数
は
伸
び
て
い
る
も
の
の
、目
標
を
下
回
っ
た
。移
住
希
望
者
の
意
向
に

沿
っ
た
企
業
提
案
や
就
業
ま
で
の
伴
走
支
援
に
よ
り
、目
標
達
成
を
目
指
す
。

②
県
が
運
営
す
る
移
住
情
報
サ
イ
ト
で
の
広
報
や
、市
町
村
等
と
連
携
し
た
移
住
事

業
及
び
移
住
相
談
窓
口
で
の
き
め
細
か
な
対
応
に
よ
り
、目
標
を
達
成
し
た
。

③
開
業
に
向
け
た
継
続
的
な
サ
ポ
ー
ト
に
よ
り
、補
助
金
採
択
者
全
員
（
５
者
）
が

起
業
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

④
委
託
事
業
を
は
じ
め
関
係
機
関
と
連
携
し
、新
規
求
人
の
開
拓
を
積
極
的
に
行

い
、目
標
を
達
成
し
た
。

⑤
移
住
情
報
サ
イ
ト
で
の
広
報
や
、市
町
村
等
と
連
携
し
た
移
住
事
業
及
び
移
住

相
談
窓
口
で
の
き
め
細
か
な
対
応
に
よ
り
、目
標
を
達
成
し
た
。

①
地
域
企
業
に
対
す
る
副
業
・兼
業
を
含
め
た
人
材
マ
ッ

チ
ン
グ
件
数

1
2
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
人
材
戦

略
拠
点
運
営
事
業

R
5
～

R
9

5
2
,6
5
4
,3
1
8

3
2
,7
6
8
,4
8
2

地
域
企
業
の
経
営
課
題
に
関
す
る
相
談
件
数

6
4
8
件

（
R
2
～
R
4
累
計
）

（
R
2
～
R
4
累
計
）
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う
ち
交
付
金

（
円
）

内
容

R
5
年
度
実
績

（
増
加
分
）

期
間
累
計

（
増
加
分
）

N
o.

事
業
名

期
間

総
事
業
費

（
円
）

K
P
Iの
指
標
と
達
成
状
況

事
業
の
成
果
と
評
価

指
標

当
初
値

（
申
請
時
）

目
標
値

1
5
0
億
円

4
5
0
億
円

実
績
値

未
確
定

－

目
標
値

1
0
0
人

3
0
0
人

実
績
値

未
確
定

－

目
標
値

5
件

1
5
件

実
績
値

4
9
件

6
5
件

目
標
値

1
0
人

3
0
人

実
績
値

1
6
人

3
5
人

※
事
業
期
間
は
終
了
し
て
い
る
が
、国
の
事
業
実
施
報
告
に
お
い
て
、整
備
し
た
拠
点
の
供
用
開
始
後
の
K
P
Iの
効
果
検
証
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
た
め
掲
載
す
る
も
の
。

（
N
o.
1
～
1
2
：地
方
創
生
推
進
タ
イ
プ
、N
o.
1
3
：地
方
創
生
拠
点
整
備
タ
イ
プ
）

1
3
車
載
・Ｉ
ｏＴ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

機
器
開
発
支
援
拠
点
整
備

事
業

R
2
～

R
3 ※

0
0

①
　未
確
定
の
K
P
Iを
除
く
全
て
の
K
P
Iに
つ
い
て
目
標
を
達
成
し
、「
概
ね
順
調
」
と

評
価
し
た
。

①
及
び
②
「
経
済
構
造
実
態
調
査
」
（
経
済
産
業
省
）
が
未
公
表
の
た
め
未
確
定
。

③
当
該
施
設
で
の
試
験
設
備
を
検
討
す
る
際
の
県
内
企
業
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
や
国

内
外
の
E
M
C
試
験
規
格
の
動
向
把
握
を
密
に
行
っ
た
結
果
、地
域
企
業
の
ニ
ー
ズ

に
適
し
た
試
験
設
備
を
導
入
で
き
た
こ
と
で
、地
域
企
業
の
製
品
開
発
の
支
援
を

目
標
以
上
に
実
施
で
き
た
。

④
当
該
施
設
で
実
施
す
る
E
M
C
試
験
評
価
に
関
す
る
技
術
的
研
修
に
つ
い
て
、実

技
を
交
え
た
専
門
的
な
研
修
を
行
っ
た
結
果
、E
M
C
試
験
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
高

度
人
材
を
、目
標
人
数
を
超
え
て
育
成
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

②
電
子
部
品
・デ
バ
イ
ス
・電
子
回
路
製
造
業
、電
気
機
械

製
造
業
、情
報
通
信
機
械
製
造
業
、輸
送
用
機
械
製
造

業
の
事
業
従
事
者
数

0
人

③
宮
城
県
産
業
技
術
総
合
セ
ン
タ
ー
の
支
援
に
よ
る
企
業

の
製
品
化
実
績
数

0
件

④
高
度
人
材
の
育
成
数

0
人

電
子
部
品
・デ
バ
イ
ス
・電
子
回
路
製
造
業
、電
気
機
械

製
造
業
、情
報
通
信
機
械
製
造
業
、輸
送
用
機
械
製
造

業
の
付
加
価
値
額

0
億
円
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う
ち
交
付
金

（
円
）

内
容

R
5
年
度
実
績

（
増
加
分
）

期
間
累
計

（
増
加
分
）

N
o.

事
業
名

期
間

総
事
業
費

（
円
）

K
P
Iの
指
標
と
達
成
状
況

事
業
の
成
果
と
評
価

指
標

当
初
値

（
申
請
時
）

目
標
値

1
5
0
億
円

4
5
0
億
円

実
績
値

未
確
定

－

目
標
値

1
0
0
人

3
0
0
人

実
績
値

未
確
定

－

目
標
値

5
件

1
5
件

実
績
値

4
9
件

6
5
件

目
標
値

1
0
人

3
0
人

実
績
値

1
6
人

3
5
人

※
事
業
期
間
は
終
了
し
て
い
る
が
、国
の
事
業
実
施
報
告
に
お
い
て
、整
備
し
た
拠
点
の
供
用
開
始
後
の
K
P
Iの
効
果
検
証
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
た
め
掲
載
す
る
も
の
。

（
N
o.
1
～
1
2
：地
方
創
生
推
進
タ
イ
プ
、N
o.
1
3
：地
方
創
生
拠
点
整
備
タ
イ
プ
）

1
3
車
載
・Ｉ
ｏＴ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

機
器
開
発
支
援
拠
点
整
備

事
業

R
2
～

R
3 ※

0
0

①
　未
確
定
の
K
P
Iを
除
く
全
て
の
K
P
Iに
つ
い
て
目
標
を
達
成
し
、「
概
ね
順
調
」
と

評
価
し
た
。

①
及
び
②
「
経
済
構
造
実
態
調
査
」
（
経
済
産
業
省
）
が
未
公
表
の
た
め
未
確
定
。

③
当
該
施
設
で
の
試
験
設
備
を
検
討
す
る
際
の
県
内
企
業
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
や
国

内
外
の
E
M
C
試
験
規
格
の
動
向
把
握
を
密
に
行
っ
た
結
果
、地
域
企
業
の
ニ
ー
ズ

に
適
し
た
試
験
設
備
を
導
入
で
き
た
こ
と
で
、地
域
企
業
の
製
品
開
発
の
支
援
を

目
標
以
上
に
実
施
で
き
た
。

④
当
該
施
設
で
実
施
す
る
E
M
C
試
験
評
価
に
関
す
る
技
術
的
研
修
に
つ
い
て
、実

技
を
交
え
た
専
門
的
な
研
修
を
行
っ
た
結
果
、E
M
C
試
験
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
高

度
人
材
を
、目
標
人
数
を
超
え
て
育
成
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

②
電
子
部
品
・デ
バ
イ
ス
・電
子
回
路
製
造
業
、電
気
機
械

製
造
業
、情
報
通
信
機
械
製
造
業
、輸
送
用
機
械
製
造

業
の
事
業
従
事
者
数

0
人

③
宮
城
県
産
業
技
術
総
合
セ
ン
タ
ー
の
支
援
に
よ
る
企
業

の
製
品
化
実
績
数

0
件

④
高
度
人
材
の
育
成
数

0
人

電
子
部
品
・デ
バ
イ
ス
・電
子
回
路
製
造
業
、電
気
機
械

製
造
業
、情
報
通
信
機
械
製
造
業
、輸
送
用
機
械
製
造

業
の
付
加
価
値
額

0
億
円

参考資料３
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令和６年度政策評価・施策評価について 

  

Ⅰ 答申に当たって 

  宮城県では、県民の視点に立った成果重視の県政を推進することを目的として、

平成１４年４月１日から、「行政活動の評価に関する条例」に基づき行政評価を実

施している。 

  このうち政策評価・施策評価については、県が自ら、施策に設定された目標指標

の達成度、県民意識調査結果、社会経済情勢、事業の実績及び成果等を踏まえて政

策・施策の成果を評価するとともに、政策・施策における課題と対応方針を示すこ

とになっている。 

  この県が自ら行う評価の透明性や客観性を確保するため、学識者や有識者で構成

される宮城県行政評価委員会（以下、「委員会」という。）に、知事の諮問に応じて、

政策評価・施策評価に関する調査審議を行う組織として政策評価部会（以下、「部

会」という。）が置かれている。 

  委員会では、今年の６月１２日に、新・宮城の将来ビジョンの体系に基づく８政

策１８施策を対象とした県の評価原案「政策評価・施策評価基本票」について、知

事から諮問を受けた。 

その後、６月２６日、７月９日及び７月２５日の３回にわたって部会を開催し、

県の評価原案の妥当性について、専門的な立場や県民の視点から調査審議を行った。

調査審議の結果の詳細については後記のとおりである。 

  委員会及び部会からの答申を通じて、県の行政運営の向上が図られ、「新・宮城

の将来ビジョン」に掲げる宮城の将来像が確実に実現されることを願っている。 

  

Ⅱ 調査審議の方法 

 県から諮問を受けた令和６年度政策評価・施策評価に関し、県の評価原案である

「政策評価・施策評価基本票」に基づき、調査審議を行った。 

 

１ 調査審議の対象  

令和６年度に諮問を受けた政策評価・施策評価は、新・宮城の将来ビジョンの

体系に基づく８政策１８施策であり、その全てについて調査審議を行った。 

 

２ 調査審議の進め方 

 「新・宮城の将来ビジョン」に係る各基本票の記載内容について、調査審議を

実施した。 

 

 

【政策評価部会の開催状況】 

 開催日 議事 

第１回 令和６年６月２６日 

・政策評価部会の進め方等について 

・令和６年度政策評価・施策評価につ 

いて 

・個別施策に関する審議（ヒアリング）

【対象施策：施策６、施策９、施策 

１１】 

・第２回部会で審議（ヒアリング）を行

う施策の選定 

第２回 令和６年７月９日 
・個別施策に関する審議（ヒアリン 

グ）【対象施策：施策２、施策４】 

第３回 令和６年７月２５日 

・令和６年度政策評価・施策評価に係る

県民意見について 

・令和６年度政策評価・施策評価に係る審

議について 

・令和６年度政策評価・施策評価に係る

答申案について 

 

Ⅲ  調査審議の結果 

 成果の検証を踏まえた評価原案の妥当性について判定（２区分）を行うとともに、

それぞれの政策・施策について意見を付した。 

 

１ 政策・施策の調査審議結果 

【県の政策評価に対する判定及び意見（８政策）】 

判定 意見を付した政策数 

適切 要検討 
３政策 

 ７政策 １政策 

 

【県の施策評価に対する判定及び意見（１８施策）】 

判定 意見を付した施策数 

適切 要検討 
１６施策 

１６施策 ２施策 
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令和６年度政策評価・施策評価について 

  

Ⅰ 答申に当たって 

  宮城県では、県民の視点に立った成果重視の県政を推進することを目的として、

平成１４年４月１日から、「行政活動の評価に関する条例」に基づき行政評価を実

施している。 

  このうち政策評価・施策評価については、県が自ら、施策に設定された目標指標

の達成度、県民意識調査結果、社会経済情勢、事業の実績及び成果等を踏まえて政

策・施策の成果を評価するとともに、政策・施策における課題と対応方針を示すこ

とになっている。 

  この県が自ら行う評価の透明性や客観性を確保するため、学識者や有識者で構成

される宮城県行政評価委員会（以下、「委員会」という。）に、知事の諮問に応じて、

政策評価・施策評価に関する調査審議を行う組織として政策評価部会（以下、「部

会」という。）が置かれている。 

  委員会では、今年の６月１２日に、新・宮城の将来ビジョンの体系に基づく８政

策１８施策を対象とした県の評価原案「政策評価・施策評価基本票」について、知

事から諮問を受けた。 

その後、６月２６日、７月９日及び７月２５日の３回にわたって部会を開催し、

県の評価原案の妥当性について、専門的な立場や県民の視点から調査審議を行った。

調査審議の結果の詳細については後記のとおりである。 

  委員会及び部会からの答申を通じて、県の行政運営の向上が図られ、「新・宮城

の将来ビジョン」に掲げる宮城の将来像が確実に実現されることを願っている。 

  

Ⅱ 調査審議の方法 

 県から諮問を受けた令和６年度政策評価・施策評価に関し、県の評価原案である

「政策評価・施策評価基本票」に基づき、調査審議を行った。 

 

１ 調査審議の対象  

令和６年度に諮問を受けた政策評価・施策評価は、新・宮城の将来ビジョンの

体系に基づく８政策１８施策であり、その全てについて調査審議を行った。 

 

２ 調査審議の進め方 

 「新・宮城の将来ビジョン」に係る各基本票の記載内容について、調査審議を

実施した。 

 

 

【政策評価部会の開催状況】 

 開催日 議事 

第１回 令和６年６月２６日 

・政策評価部会の進め方等について 

・令和６年度政策評価・施策評価につ 

いて 

・個別施策に関する審議（ヒアリング）

【対象施策：施策６、施策９、施策 

１１】 

・第２回部会で審議（ヒアリング）を行

う施策の選定 

第２回 令和６年７月９日 
・個別施策に関する審議（ヒアリン 

グ）【対象施策：施策２、施策４】 

第３回 令和６年７月２５日 

・令和６年度政策評価・施策評価に係る

県民意見について 

・令和６年度政策評価・施策評価に係る審

議について 

・令和６年度政策評価・施策評価に係る

答申案について 

 

Ⅲ 調査審議の結果 

 成果の検証を踏まえた評価原案の妥当性について判定（２区分）を行うとともに、

それぞれの政策・施策について意見を付した。 

 

１ 政策・施策の調査審議結果 

【県の政策評価に対する判定及び意見（８政策）】 

判定 意見を付した政策数 

適切 要検討 
３政策 

 ７政策 １政策 

 

【県の施策評価に対する判定及び意見（１８施策）】 

判定 意見を付した施策数 

適切 要検討 
１６施策 

１６施策 ２施策 

 

 

－　　－191



 

 

２ 政策評価・施策評価の判断等に付した主な意見 

政策評価・施策評価の判断等に当たり、「成果の検証を踏まえた評価原案」の評

価は概ね妥当と判断されるが、一部不十分な点が見られる。 

その判断に当たって付した主な意見は次のとおりである。 

 

（１）目標指標の在り方                                                                                                                              

   目標指標は、政策や施策に期待される成果の発現の状態を客観的に測るための

重要なものであるが、これらの指標だけでは成果を十分に把握することが難しい

場合もあることから、適宜指標以外の数値や定性的な成果等も用いながら、より

分かりやすい説明に努めるべきである。 

   また、評価原案の時点で目標指標の実績値を更新できない指標に関しては、評

価シートにその理由を記載するなど工夫願いたい。 

さらに、今後に向けては、現行指標の適切性を検証し、必要に応じて政策・施

策の成果をより正確に把握できる指標への変更や、新たな指標の追加なども検討

されたい。 

 

（２）政策・施策における課題と対応方針について 

ＰＤＣＡサイクルの一翼を担う政策・施策の評価を、次の実施計画等に反映さ

せるためには、政策・施策で生じた課題を的確に把握するとともに、その解決に

向けての効果的な対応方針を示すことが重要であり、特に、進捗に遅れの見られ

る政策・施策については、その要因や課題を分析し、現在の対応状況や課題の解

決に向けた具体的な対応方針を示すことが必要である。 

その記載に当たっては、政策評価・施策評価は、県民への説明責任を果たすこ

とが重要な目的の一つであるため、これまでに委員会から付された意見も踏まえ

た上で、県民に分かりやすい表現となるよう心がけていただきたい。 

また、施策の評価に当たっては、事業を実施した結果だけにとどまらず、その

事業がどの程度施策に寄与したのかといった、さらに一歩踏み込んだ要因も分析

するなど、積極的な施策推進と適切な評価に努めていただくことを期待する。 

 

県の「成果の検証を踏まえた評価原案」に対する判定の区分  

 
適    切：県の評価原案について、「政策・施策目標に対する成果の検証」を

踏まえた評価は概ね妥当であると判断されるもの。  

 

要  検  討：県の評価原案について、「政策・施策目標に対する成果の検証」を

踏まえた評価の妥当性を認めることができず、県が最終評価を行う

に当たり、評価内容を検討する必要があると判断されるもの。  

 

（３）政策・施策評価について 

成果重視の行政運営を推進するに当たり、行政評価では、県が政策・施策・事

業の実施により、どんな成果を上げたのかを的確に検証することが求められてい

るが、評価の妥当性の判断に必要な成果について、記載内容が不十分と思われる

箇所が見受けられた。 

施策の評価に当たっては、１年の成果を踏まえた上で、施策に期待される成果

を発揮することができたかについて、目標指標の達成度、県民意識、社会経済情

勢、事業の実績及び成果等の視点から総合的に分析・評価し、客観的な根拠を用

いながら、施策の方向性の体系に沿って評価の理由を具体的に分かりやすく示す

必要がある。 

その上で、政策及び施策全体の評価に当たっては、関連する分野を幅広く俯瞰

し、担当部局間で連携を図りながら、政策・施策を横断した多角的な視点での成

果検証や課題分析、対応策の検討等を行い、そのようなプロセスも意識した評価

となるよう努めていただきたい。 

また、単年度では結果が出にくい政策・施策について、中長期的な視点も入れ

つつ、県が努力して取り組んでいる内容を県民に伝わりやすく記述することにつ

いても工夫されたい。 
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２ 政策評価・施策評価の判断等に付した主な意見 

政策評価・施策評価の判断等に当たり、「成果の検証を踏まえた評価原案」の評

価は概ね妥当と判断されるが、一部不十分な点が見られる。 

その判断に当たって付した主な意見は次のとおりである。 

 

（１）目標指標の在り方                                                                                                                              

   目標指標は、政策や施策に期待される成果の発現の状態を客観的に測るための

重要なものであるが、これらの指標だけでは成果を十分に把握することが難しい

場合もあることから、適宜指標以外の数値や定性的な成果等も用いながら、より

分かりやすい説明に努めるべきである。 

   また、評価原案の時点で目標指標の実績値を更新できない指標に関しては、評

価シートにその理由を記載するなど工夫願いたい。 

さらに、今後に向けては、現行指標の適切性を検証し、必要に応じて政策・施

策の成果をより正確に把握できる指標への変更や、新たな指標の追加なども検討

されたい。 

 

（２）政策・施策における課題と対応方針について 

ＰＤＣＡサイクルの一翼を担う政策・施策の評価を、次の実施計画等に反映さ

せるためには、政策・施策で生じた課題を的確に把握するとともに、その解決に

向けての効果的な対応方針を示すことが重要であり、特に、進捗に遅れの見られ

る政策・施策については、その要因や課題を分析し、現在の対応状況や課題の解

決に向けた具体的な対応方針を示すことが必要である。 

その記載に当たっては、政策評価・施策評価は、県民への説明責任を果たすこ

とが重要な目的の一つであるため、これまでに委員会から付された意見も踏まえ

た上で、県民に分かりやすい表現となるよう心がけていただきたい。 

また、施策の評価に当たっては、事業を実施した結果だけにとどまらず、その

事業がどの程度施策に寄与したのかといった、さらに一歩踏み込んだ要因も分析

するなど、積極的な施策推進と適切な評価に努めていただくことを期待する。 

 

県の「成果の検証を踏まえた評価原案」に対する判定の区分  

 
適    切：県の評価原案について、「政策・施策目標に対する成果の検証」を

踏まえた評価は概ね妥当であると判断されるもの。  

 

要  検  討：県の評価原案について、「政策・施策目標に対する成果の検証」を

踏まえた評価の妥当性を認めることができず、県が最終評価を行う

に当たり、評価内容を検討する必要があると判断されるもの。  

 

（３）政策・施策評価について 

成果重視の行政運営を推進するに当たり、行政評価では、県が政策・施策・事

業の実施により、どんな成果を上げたのかを的確に検証することが求められてい

るが、評価の妥当性の判断に必要な成果について、記載内容が不十分と思われる

箇所が見受けられた。 

施策の評価に当たっては、１年の成果を踏まえた上で、施策に期待される成果

を発揮することができたかについて、目標指標の達成度、県民意識、社会経済情

勢、事業の実績及び成果等の視点から総合的に分析・評価し、客観的な根拠を用

いながら、施策の方向性の体系に沿って評価の理由を具体的に分かりやすく示す

必要がある。 

その上で、政策及び施策全体の評価に当たっては、関連する分野を幅広く俯瞰

し、担当部局間で連携を図りながら、政策・施策を横断した多角的な視点での成

果検証や課題分析、対応策の検討等を行い、そのようなプロセスも意識した評価

となるよう努めていただきたい。 

また、単年度では結果が出にくい政策・施策について、中長期的な視点も入れ

つつ、県が努力して取り組んでいる内容を県民に伝わりやすく記述することにつ

いても工夫されたい。 
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政
策
番
号

政策名 県の評価原案
県の評価原案に対
する宮城県行政評
価 委 員 会 の 判 定

施
策
番
号

施策名 県の評価原案
県の評価原案に対
する宮城県行政評
価 委 員 会 の 判 定

1
産学官連携によるものづくり産業等の発展
と研究開発拠点等の集積による新技術・新
産業の創出

概ね順調 適切

2 宮城が誇る地域資源を活用した観光産業と
地域を支える商業・サービス業の振興

やや
遅れている

適切

3 地域の底力となる農林水産業の国内外への
展開

概ね順調 要検討

4 時代と地域が求める産業人材の育成と活躍
できる環境の整備

やや
遅れている

適切

5 時代に対応した宮城・東北の価値を高める
産業基盤の整備・活用

順調 適切

6 結婚・出産・子育てを応援する環境の整備
やや

遅れている
適切

7 家庭・地域・学校の連携・協働による子ど
もを支える体制の構築

概ね順調 適切

8 多様で変化する社会に適応し、活躍できる
力の育成

やや
遅れている

適切

9 安心して学び続けることができる教育体制
の整備

概ね順調 適切

10 就労や地域活動を通じた多様な主体の社会
参画の促進

概ね順調 適切

11 文化芸術・スポーツ活動と生涯学習の振興 概ね順調 適切

12 生涯を通じた健康づくりと持続可能な医
療・介護サービスの提供

やや
遅れている

適切

13 障害の有無に関わらず安心して暮らせる社
会の実現

概ね順調 適切

14 暮らし続けられる安全安心な地域の形成 概ね順調 適切

6
健康で、安全安心に暮ら
せる地域をつくる

概ね順調 適切

政政策策推推進進のの基基本本方方向向３３　　誰誰ももがが安安心心ししてていいききいいききとと暮暮ららせせるる地地域域社社会会づづくくりり

5

一人ひとりがいきいきと
豊かに生活できる環境を
つくる

概ね順調 適切

4

社会を生き、未来を切り
ひらく力をはぐくむ教育
環境をつくる

やや
遅れている

適切

政政策策推推進進のの基基本本方方向向２２　　社社会会全全体体でで支支ええるる宮宮城城のの子子どどもも・・子子育育てて

3

子ども・子育てを社会全
体で切れ目なく応援する
環境をつくる

やや
遅れている

適切

2

産業人材の育成と産業基
盤の活用によって持続的
な成長の基礎をつくる

概ね順調 適切

　　
ⅣⅣ　　宮宮城城県県行行政政評評価価委委員員会会政政策策評評価価部部会会  審審議議結結果果一一覧覧表表

政政策策推推進進のの基基本本方方向向１１　　富富県県宮宮城城をを支支ええるる県県内内産産業業のの持持続続的的なな成成長長促促進進

1

全産業で、先進的取組と
連携によって新しい価値
をつくる

概ね順調 要検討

政
策
番
号

政策名 県の評価原案
県の評価原案に対
する宮城県行政評
価 委 員 会 の 判 定

施
策
番
号

施策名 県の評価原案
県の評価原案に対
する宮城県行政評
価 委 員 会 の 判 定

15 環境負荷の少ない地域経済システム・生活
スタイルの確立

やや
遅れている

適切

16 豊かな自然と共生・調和する社会の構築 概ね順調 適切

17 大規模化・多様化する災害への対策の強化 概ね順調 要検討

18 生活を支える社会資本の整備、維持・管理
体制の充実

順調 適切

※ 宮城県行政評価委員会の判定は、県の評価原案の妥当性について「適切」「要検討」の２区分により判定し
たものである。

8

世代を超えて安全で信頼
のある強くしなやかな県
土をつくる

概ね順調 適切

政政策策推推進進のの基基本本方方向向４４　　強強靱靱でで自自然然とと調調和和ししたた県県土土づづくくりり

7
自然と人間が共存共栄す
る社会をつくる

やや
遅れている

適切
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政
策
番
号

政策名 県の評価原案
県の評価原案に対
する宮城県行政評
価 委 員 会 の 判 定

施
策
番
号

施策名 県の評価原案
県の評価原案に対
する宮城県行政評
価 委 員 会 の 判 定

1
産学官連携によるものづくり産業等の発展
と研究開発拠点等の集積による新技術・新
産業の創出

概ね順調 適切

2 宮城が誇る地域資源を活用した観光産業と
地域を支える商業・サービス業の振興

やや
遅れている

適切

3 地域の底力となる農林水産業の国内外への
展開

概ね順調 要検討

4 時代と地域が求める産業人材の育成と活躍
できる環境の整備

やや
遅れている

適切

5 時代に対応した宮城・東北の価値を高める
産業基盤の整備・活用

順調 適切

6 結婚・出産・子育てを応援する環境の整備
やや

遅れている
適切

7 家庭・地域・学校の連携・協働による子ど
もを支える体制の構築

概ね順調 適切

8 多様で変化する社会に適応し、活躍できる
力の育成

やや
遅れている

適切

9 安心して学び続けることができる教育体制
の整備

概ね順調 適切

10 就労や地域活動を通じた多様な主体の社会
参画の促進

概ね順調 適切

11 文化芸術・スポーツ活動と生涯学習の振興 概ね順調 適切

12 生涯を通じた健康づくりと持続可能な医
療・介護サービスの提供

やや
遅れている

適切

13 障害の有無に関わらず安心して暮らせる社
会の実現

概ね順調 適切

14 暮らし続けられる安全安心な地域の形成 概ね順調 適切

6
健康で、安全安心に暮ら
せる地域をつくる

概ね順調 適切

政政策策推推進進のの基基本本方方向向３３　　誰誰ももがが安安心心ししてていいききいいききとと暮暮ららせせるる地地域域社社会会づづくくりり

5

一人ひとりがいきいきと
豊かに生活できる環境を
つくる

概ね順調 適切

4

社会を生き、未来を切り
ひらく力をはぐくむ教育
環境をつくる

やや
遅れている

適切

政政策策推推進進のの基基本本方方向向２２　　社社会会全全体体でで支支ええるる宮宮城城のの子子どどもも・・子子育育てて

3

子ども・子育てを社会全
体で切れ目なく応援する
環境をつくる

やや
遅れている

適切

2

産業人材の育成と産業基
盤の活用によって持続的
な成長の基礎をつくる

概ね順調 適切

　　
ⅣⅣ　　宮宮城城県県行行政政評評価価委委員員会会政政策策評評価価部部会会  審審議議結結果果一一覧覧表表

政政策策推推進進のの基基本本方方向向１１　　富富県県宮宮城城をを支支ええるる県県内内産産業業のの持持続続的的なな成成長長促促進進

1

全産業で、先進的取組と
連携によって新しい価値
をつくる

概ね順調 要検討

政
策
番
号

政策名 県の評価原案
県の評価原案に対
する宮城県行政評
価 委 員 会 の 判 定

施
策
番
号

施策名 県の評価原案
県の評価原案に対
する宮城県行政評
価 委 員 会 の 判 定

15 環境負荷の少ない地域経済システム・生活
スタイルの確立

やや
遅れている

適切

16 豊かな自然と共生・調和する社会の構築 概ね順調 適切

17 大規模化・多様化する災害への対策の強化 概ね順調 要検討

18 生活を支える社会資本の整備、維持・管理
体制の充実

順調 適切

※ 宮城県行政評価委員会の判定は、県の評価原案の妥当性について「適切」「要検討」の２区分により判定し
たものである。

8

世代を超えて安全で信頼
のある強くしなやかな県
土をつくる

概ね順調 適切

政政策策推推進進のの基基本本方方向向４４　　強強靱靱でで自自然然とと調調和和ししたた県県土土づづくくりり

7
自然と人間が共存共栄す
る社会をつくる

やや
遅れている

適切

－　　－195



政策
番号

施策
番号

政策〔施策〕名 評価原案 判定 委員会の意見

1 －
全産業で、先進的取組と連携に
よって新しい価値をつくる

概ね順調 要検討

・施策３が「やや遅れている」に下方修正される場合は、施策を包括する政策の「概ね順調」とする政
策評価の記載についても表現を修正願いたい。

1
産学官連携によるものづくり産業
等の発展と研究開発拠点等の集
積による新技術・新産業の創出

概ね順調 適切

・推進事業一覧シート№17「富県宮城技術支援拠点整備拡充事業」は、機器の整備の実績として装
置名の列挙になっているが、県民はその装置がどのように使われているのかを知りたいものと考える
が、事業の実績がわかるような記載方法に修正願いたい。

2
宮城が誇る地域資源を活用した
観光産業と地域を支える商業・
サービス業の振興

やや
遅れている

適切

・統計資料の公表時期などの理由により、評価原案時点で目標指標の実績値（測定年度）が更新
できない指標に関しては、評価シートにその理由を記載するなど工夫願いたい。
・目指す宮城の姿に、「農林水産業や観光産業をはじめとした異なる分野との融合」ともあり、インバ
ウンドの観点からも、宮城県の特徴を活かしたコンテンツを広げていける取組について検討願いた
い。
・「観光資源の磨き上げ」のためには、プロモーションと観光資源開発の両輪で取り組むことが肝要
であるが、施策２の推進事業はプロモーションに関する事業が多く見受けられる。今後は、観光資源
にも注力し、両輪で必要な施策を進めていただきたい。

3
地域の底力となる農林水産業の
国内外への展開

概ね順調 要検討

・「評価を踏まえた施策の課題と対応方針」について、例年同様の書きぶりとなっており、成果が見え
にくく感じるため、課題と対応方針の説明の仕方を工夫する必要があると考える。

2 －
産業人材の育成と産業基盤の活
用によって持続的な成長の基礎
をつくる

概ね順調 適切

・県民意識調査においても、産業人材の育成等を優先すべきと考えられており、政策全体として、産業
基盤の整備に加え、さらなる産業人材の育成や環境の整備に取り組んでいただきたい。

4
時代と地域が求める産業人材の
育成と活躍できる環境の整備

やや
遅れている

適切

・推進事業が、関連する目標指標にどのように寄与したのかがよくわからない記載があった（特に就
業率について）。事業を行うことによって、どのような効果があったのかが分かるような表現を検討願
いたい。
・新規就業者数については、今後も新たな雇用の確保が困難な状況が見込まれることから、他部局
と連携しながら、分野を超えた検証や対応も必要であると考える。

5
時代に対応した宮城・東北の価
値を高める産業基盤の整備・活
用

順調 適切

-

3 －
子ども・子育てを社会全体で切れ
目なく応援する環境をつくる

やや
遅れている

適切

・子ども・子育てについては、他の政策（他部局）とも連携し、政策ごとの縦割りではなく、横断的に取
り組んでいただきたい。

6
結婚・出産・子育てを応援する環
境の整備

やや
遅れている

適切

・「施策の課題」の１つ目について、国の統計が唐突に出てくるなど、わかりにくい表現になっているこ
とから、県の評価であることがよりわかりやすいように、表現を修正願いたい。
・目標指標の達成度が全てAであるにも関わらず、施策評価としては「やや遅れている」と評価してお
り、目指す宮城の姿（施策目標）に対して目標指標の妥当性が低いように感じることから、今後に向
けて、目標指標の追加や見直し等を検討願いたい。
・結婚・出産・子育ての施策について、施策６単独での取組だけではなく、他の施策とも横断的に連携
して必要な施策を進めていただきたい。（例えば、子育て環境の整備に加えて、働き続けることのでき
る環境整備などとも連携して取り組む必要がある。）

7
家庭・地域・学校の連携・協働に
よる子どもを支える体制の構築

概ね順調 適切

・児童虐待相談対応件数が増加傾向にあり、虐待を受けた子どもを支える支援体制の強化に取り組
んでいただきたい。

4 －
社会を生き、未来を切りひらく力
をはぐくむ教育環境をつくる

やや
遅れている

適切

-

8
多様で変化する社会に適応し、活
躍できる力の育成

やや
遅れている

適切

・キャリア教育の実施は、子どもの職業観や勤労観などに大きな影響を与えることから、他の部局とも
横断的に連携し、必要な事業に取り組んでいただきたい。

9
安心して学び続けることができる
教育体制の整備

概ね順調 適切

・目標指標「保護者等に対して学校公開を実施している学校（小・中）の割合」について、小学校、中
学校ともに達成度がDとなっており、課題解決に向けた対応方針をもう少し踏み込んで示していただ
きたい。

ⅤⅤ　　評評価価原原案案にに係係るる宮宮城城県県行行政政評評価価委委員員会会のの意意見見 政策
番号

施策
番号

政策〔施策〕名 評価原案 判定 委員会の意見

5 －
一人ひとりがいきいきと豊かに生
活できる環境をつくる

概ね順調 適切

-

10
就労や地域活動を通じた多様な
主体の社会参画の促進

概ね順調 適切

・目標指標の実績については、「目標指標達成状況の分析」欄に、県民にも理解しやすいように、どの
ような成果があったのかを定量的に記載いただきたい。

11
文化芸術・スポーツ活動と生涯学
習の振興

概ね順調 適切

-

6 －
健康で、安全安心に暮らせる地
域をつくる

概ね順調 適切

-

12
生涯を通じた健康づくりと持続可
能な医療・介護サービスの提供

やや
遅れている

適切

・課題解決に向けた対応方針にある、「地域包括ケアシステム」の深化に向けた取組について、どの
ような取組を行っていくのかがわからないため、もう少し具体的にどのような取組を行っていくのかを
記載いただきたい。

13
障害の有無に関わらず安心して
暮らせる社会の実現

概ね順調 適切

・課題解決に向けた対応方針にある、「障害者の生活を地域全体で支える体制の構築を図る」につ
いて、どの事業と関連するものなのか、また具体的にどのような取組をしようとするのかについて、記
載いただきたい。

14
暮らし続けられる安全安心な地域
の形成

概ね順調 適切

・公共交通における運転士の高齢化や人材の不足など、今後の課題を見据えた取組について検討
願いたい。

7 －
自然と人間が共存共栄する社会
をつくる

やや
遅れている

適切

-

15
環境負荷の少ない地域経済シス
テム・生活スタイルの確立

やや
遅れている

適切

・目標指標の「環境に配慮されたマークのある商品を選ぶことを意識する人の割合」について、県民
の経済状態と昨今の物価上昇を考えると広報や教育だけでは目標達成は難しいと考えられるが、目
標値を達成するためにより有効な施策を展開していただきたい。
・森林整備面積が大幅に減少している。目標指標の達成に向けて本腰を入れて施策に取り組んでい
ただきたい。

16
豊かな自然と共生・調和する社会
の構築

概ね順調 適切

・市町村の景観行政に対する県の支援に関して、具体的にどのような取組を行っていくのかについて
記載するなど、表現について今後検討していただきたい。

8 －
世代を超えて安全で信頼のある
強くしなやかな県土をつくる

概ね順調 適切

-

17
大規模化・多様化する災害への
対策の強化

概ね順調 要検討

・自主防災組織による防災活動の取組として、地域防災の閉じた枠だけではなく、地元の学校と連
携・協働した防災活動にすることで、地域住民と連携した避難訓練を実施している学校の割合を単
に増加させるだけでなく、持続可能な取組になると考える。より具体的な課題解決に向けた対応方針
を示していただきたい。
・令和４年度評価からの意見であるが、施策目標である「ハード・ソフトが一体となった備え」につい
て、ハード対策が順調に進む一方でソフト対策が遅れており、一体感がなくバランスが悪いことから、
評価原案の「概ね順調」の判断が適切であるのか疑問が残る。
・目標指標１３０については、国の指針改定がどのようにソフト対策の進捗に影響を及ぼしたのかに
ついて分かりやすい説明について工夫いただきたい（指針改定がなければ順調に進んでいたのか、
指定改定に伴い新たに指定が必要な個所が相当程度増加したことにより、当初の計画や目標値か
らの乖離が生じたのかといった説明の工夫をいただきたい）。

18
生活を支える社会資本の整備、
維持・管理体制の充実

順調 適切

・「インフラ異常個所通報システム」による県民からのインフラ異常個所に係る通報システムの運用な
ど゜積極的な取組が行われている。このシステムについて、より広報・周知に努めていただきたい。
・インフラ整備について順調であることの安心感を説明するに当たり、先進的技術の導入や地域特性
等のノウハウの蓄積、人材育成等も重要な観点であるので、その点についての表現を検討していた
だきたい。
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政策
番号

施策
番号

政策〔施策〕名 評価原案 判定 委員会の意見

1 －
全産業で、先進的取組と連携に
よって新しい価値をつくる

概ね順調 要検討

・施策３が「やや遅れている」に下方修正される場合は、施策を包括する政策の「概ね順調」とする政
策評価の記載についても表現を修正願いたい。

1
産学官連携によるものづくり産業
等の発展と研究開発拠点等の集
積による新技術・新産業の創出

概ね順調 適切

・推進事業一覧シート№17「富県宮城技術支援拠点整備拡充事業」は、機器の整備の実績として装
置名の列挙になっているが、県民はその装置がどのように使われているのかを知りたいものと考える
が、事業の実績がわかるような記載方法に修正願いたい。

2
宮城が誇る地域資源を活用した
観光産業と地域を支える商業・
サービス業の振興

やや
遅れている

適切

・統計資料の公表時期などの理由により、評価原案時点で目標指標の実績値（測定年度）が更新
できない指標に関しては、評価シートにその理由を記載するなど工夫願いたい。
・目指す宮城の姿に、「農林水産業や観光産業をはじめとした異なる分野との融合」ともあり、インバ
ウンドの観点からも、宮城県の特徴を活かしたコンテンツを広げていける取組について検討願いた
い。
・「観光資源の磨き上げ」のためには、プロモーションと観光資源開発の両輪で取り組むことが肝要
であるが、施策２の推進事業はプロモーションに関する事業が多く見受けられる。今後は、観光資源
にも注力し、両輪で必要な施策を進めていただきたい。

3
地域の底力となる農林水産業の
国内外への展開

概ね順調 要検討

・「評価を踏まえた施策の課題と対応方針」について、例年同様の書きぶりとなっており、成果が見え
にくく感じるため、課題と対応方針の説明の仕方を工夫する必要があると考える。

2 －
産業人材の育成と産業基盤の活
用によって持続的な成長の基礎
をつくる

概ね順調 適切

・県民意識調査においても、産業人材の育成等を優先すべきと考えられており、政策全体として、産業
基盤の整備に加え、さらなる産業人材の育成や環境の整備に取り組んでいただきたい。

4
時代と地域が求める産業人材の
育成と活躍できる環境の整備

やや
遅れている

適切

・推進事業が、関連する目標指標にどのように寄与したのかがよくわからない記載があった（特に就
業率について）。事業を行うことによって、どのような効果があったのかが分かるような表現を検討願
いたい。
・新規就業者数については、今後も新たな雇用の確保が困難な状況が見込まれることから、他部局
と連携しながら、分野を超えた検証や対応も必要であると考える。

5
時代に対応した宮城・東北の価
値を高める産業基盤の整備・活
用

順調 適切

-

3 －
子ども・子育てを社会全体で切れ
目なく応援する環境をつくる

やや
遅れている

適切

・子ども・子育てについては、他の政策（他部局）とも連携し、政策ごとの縦割りではなく、横断的に取
り組んでいただきたい。

6
結婚・出産・子育てを応援する環
境の整備

やや
遅れている

適切

・「施策の課題」の１つ目について、国の統計が唐突に出てくるなど、わかりにくい表現になっているこ
とから、県の評価であることがよりわかりやすいように、表現を修正願いたい。
・目標指標の達成度が全てAであるにも関わらず、施策評価としては「やや遅れている」と評価してお
り、目指す宮城の姿（施策目標）に対して目標指標の妥当性が低いように感じることから、今後に向
けて、目標指標の追加や見直し等を検討願いたい。
・結婚・出産・子育ての施策について、施策６単独での取組だけではなく、他の施策とも横断的に連携
して必要な施策を進めていただきたい。（例えば、子育て環境の整備に加えて、働き続けることのでき
る環境整備などとも連携して取り組む必要がある。）

7
家庭・地域・学校の連携・協働に
よる子どもを支える体制の構築

概ね順調 適切

・児童虐待相談対応件数が増加傾向にあり、虐待を受けた子どもを支える支援体制の強化に取り組
んでいただきたい。

4 －
社会を生き、未来を切りひらく力
をはぐくむ教育環境をつくる

やや
遅れている

適切

-

8
多様で変化する社会に適応し、活
躍できる力の育成

やや
遅れている

適切

・キャリア教育の実施は、子どもの職業観や勤労観などに大きな影響を与えることから、他の部局とも
横断的に連携し、必要な事業に取り組んでいただきたい。

9
安心して学び続けることができる
教育体制の整備

概ね順調 適切

・目標指標「保護者等に対して学校公開を実施している学校（小・中）の割合」について、小学校、中
学校ともに達成度がDとなっており、課題解決に向けた対応方針をもう少し踏み込んで示していただ
きたい。

ⅤⅤ　　評評価価原原案案にに係係るる宮宮城城県県行行政政評評価価委委員員会会のの意意見見 政策
番号

施策
番号

政策〔施策〕名 評価原案 判定 委員会の意見

5 －
一人ひとりがいきいきと豊かに生
活できる環境をつくる

概ね順調 適切

-

10
就労や地域活動を通じた多様な
主体の社会参画の促進

概ね順調 適切

・目標指標の実績については、「目標指標達成状況の分析」欄に、県民にも理解しやすいように、どの
ような成果があったのかを定量的に記載いただきたい。

11
文化芸術・スポーツ活動と生涯学
習の振興

概ね順調 適切

-

6 －
健康で、安全安心に暮らせる地
域をつくる

概ね順調 適切

-

12
生涯を通じた健康づくりと持続可
能な医療・介護サービスの提供

やや
遅れている

適切

・課題解決に向けた対応方針にある、「地域包括ケアシステム」の深化に向けた取組について、どの
ような取組を行っていくのかがわからないため、もう少し具体的にどのような取組を行っていくのかを
記載いただきたい。

13
障害の有無に関わらず安心して
暮らせる社会の実現

概ね順調 適切

・課題解決に向けた対応方針にある、「障害者の生活を地域全体で支える体制の構築を図る」につ
いて、どの事業と関連するものなのか、また具体的にどのような取組をしようとするのかについて、記
載いただきたい。

14
暮らし続けられる安全安心な地域
の形成

概ね順調 適切

・公共交通における運転士の高齢化や人材の不足など、今後の課題を見据えた取組について検討
願いたい。

7 －
自然と人間が共存共栄する社会
をつくる

やや
遅れている

適切

-

15
環境負荷の少ない地域経済シス
テム・生活スタイルの確立

やや
遅れている

適切

・目標指標の「環境に配慮されたマークのある商品を選ぶことを意識する人の割合」について、県民
の経済状態と昨今の物価上昇を考えると広報や教育だけでは目標達成は難しいと考えられるが、目
標値を達成するためにより有効な施策を展開していただきたい。
・森林整備面積が大幅に減少している。目標指標の達成に向けて本腰を入れて施策に取り組んでい
ただきたい。

16
豊かな自然と共生・調和する社会
の構築

概ね順調 適切

・市町村の景観行政に対する県の支援に関して、具体的にどのような取組を行っていくのかについて
記載するなど、表現について今後検討していただきたい。

8 －
世代を超えて安全で信頼のある
強くしなやかな県土をつくる

概ね順調 適切

-

17
大規模化・多様化する災害への
対策の強化

概ね順調 要検討

・自主防災組織による防災活動の取組として、地域防災の閉じた枠だけではなく、地元の学校と連
携・協働した防災活動にすることで、地域住民と連携した避難訓練を実施している学校の割合を単
に増加させるだけでなく、持続可能な取組になると考える。より具体的な課題解決に向けた対応方針
を示していただきたい。
・令和４年度評価からの意見であるが、施策目標である「ハード・ソフトが一体となった備え」につい
て、ハード対策が順調に進む一方でソフト対策が遅れており、一体感がなくバランスが悪いことから、
評価原案の「概ね順調」の判断が適切であるのか疑問が残る。
・目標指標１３０については、国の指針改定がどのようにソフト対策の進捗に影響を及ぼしたのかに
ついて分かりやすい説明について工夫いただきたい（指針改定がなければ順調に進んでいたのか、
指定改定に伴い新たに指定が必要な個所が相当程度増加したことにより、当初の計画や目標値か
らの乖離が生じたのかといった説明の工夫をいただきたい）。

18
生活を支える社会資本の整備、
維持・管理体制の充実

順調 適切

・「インフラ異常個所通報システム」による県民からのインフラ異常個所に係る通報システムの運用な
ど゜積極的な取組が行われている。このシステムについて、より広報・周知に努めていただきたい。
・インフラ整備について順調であることの安心感を説明するに当たり、先進的技術の導入や地域特性
等のノウハウの蓄積、人材育成等も重要な観点であるので、その点についての表現を検討していた
だきたい。

－　　－197
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